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熊本県知事等の給料の減額に関する条例をここに公布する。
平成２１年３月３１日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第３５号

熊本県知事等の給料の減額に関する条例
知事、副知事及び教育長の給料月額は、熊本県知事等の給与及び旅費に関する条例（昭

和２７年熊本県条例第１１１号）第３条、熊本県教育長等の給与等に関する条例（昭和６
３年熊本県条例第２１号）第３条並びに熊本県知事等の給与の特例に関する条例（平成２
１年熊本県条例第１１号）第１条第１項及び第３条第１項の規定にかかわらず、別表の職
名の欄に掲げる区分に応じ同表の期間の欄に掲げる期間については、これらの規定により
定める額から、熊本県知事等の給与及び旅費に関する条例別表第１又は熊本県教育長等の
給与等に関する条例別表第１に定める額に別表の職名の欄に掲げる区分に応じ同表の割合
の欄に掲げる割合を乗じて得た額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎とな
る給料月額は、この限りでない。

附 則
１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
２ この条例は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。
別表

職 名 期 間 割 合

知事 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで １００分の２０

副知事 平成２１年４月１日から同年４月３０日まで １００分の１０

教育長 平成２１年４月１日から同年４月３０日まで １００分の１０

◇熊本県知事等の給料の減額に関する条例
１ 今般の不適正な経理事務処理に関し、知事、副知事及び教育長の責任を明確にす

るため、次のとおり給料を減額することとした。
(１) 知事 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで １００分の２０
(２) 副知事 平成２１年４月１日から同年４月３０日まで １００分の１０
(３) 教育長 平成２１年４月１日から同年４月３０日まで １００分の１０

２ この条例は、平成２１年４月１日から施行し、平成２２年３月３１日限り、その
効力を失うこととした。

条 例

本号で公布された条例のあらまし
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  熊本県交通補導員等災害見舞金支給条例施行規則を廃止する規則をここに公布する。 
    平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１１号 
  熊本県交通補導員等災害見舞金支給条例施行規則を廃止する規則 
  熊本県交通補導員等災害見舞金支給条例施行規則（昭和４４年熊本県規則第８０号）は、
廃止する。 
     附 則 
  この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 熊本県道路占用規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１２号 
   熊本県道路占用規則の一部を改正する規則 
 熊本県道路占用規則（昭和４０年熊本県規則第５０号）の一部を次のように改正する。 
 第７条に次のただし書を加える。 
  ただし、転借人又は譲受人と連署した道路占用権転貸・譲渡承認申請書（別記第４号

様式の２）を提出して知事の承認を受けた場合は、この限りでない。 
 第８条の見出しを「（住所等変更の届出）」に改め、同条中「その」の次に「氏名若し
くは名称又は」を加え、「道路占用者住所変更届」を「道路占用者住所等変更届」に改め
る。 
 第９条第４号中「住所氏名」を「住所及び氏名」に改める。 
 別表第２項中第１４号を第１６号とし、第１３号を第１５号とし、同項第１２号中「カ
ーブミラー、」を削り、同号を同項第１４号とし、同項第１１号を同項第１２号とし、同
号の次に次の１号を加える。 
 (１３) カーブミラー 
 別表第２項中第１０号を第１１号とし、第１号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、同
項に第１号として次の１号を加える。 
 (１) 令第７条第８号に掲げる応急仮設建築物 
         「（注）氏名を自署する場合は、押印は不要です。     
 別記第１号様式中                                               を「記載要領 
                   記載要領                  」             

                」に改め、同様式記載要領中６を７とし、５を６と
し、４を５とし、３の次に次のように加える。 
４ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

                 「    住所  「申請者 住所 
 別記第２号様式中        を        に改め、「により」の次に「、 
                        氏名」            氏名」                             
次のとおり更新の」を加え、同様式中 
「（注）氏名を自署する場合は、押印は不要です。                」
を 
「注１ 「許可申請（協議）」、「第３２条第１項（第３２条第３項、第３５条）」及 
   び「許可を申請（協議）」については、該当するものを○で囲んでください。 
  ２ 申請者が法人である場合は、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」

の欄には名称及び代表者の氏名を記載してください。 
  ３ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
  ４ 「車道・歩道・その他」の欄については、いずれか該当するものを○で囲んで 
   ください。 
  ５ 許可書の写しを添付することにより、占用の目的、占用の場所及び占用物件の 
   各欄の記載を省略することができます。                                    」 
に改める。 
 別記第４号様式を次のように改める。 
別記第４号様式（第６条関係） 

 

道  路  占  用  承  継  届 

 

                             年  月  日 

 

 熊本県知事     様    

 規  則 

「（注）氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
 記載要領                  」 

「    住所
      氏名」

「申請者 住所
          氏名」
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                届出者 住 所 

                                       氏 名            印 

 

 次のとおり道路占用者の地位を承継したので、熊本県道路占用規則第６条第２項

の規定により関係書類を添えて届け出ます。 

 

１ 

 

承 継 の 理 由 

 

 

２ 

 

承 継 し た 年 月 日       年  月  日 

 

３ 

 

承 継 前 の 

 

道 路 占 用 者 

 

 

４ 

 

占 用 許 可 の 年 月 日 

 

及 び 指 令 番 号 

      年  月  日 熊本県指令 第   号 

路線名
 

 
 

５ 

 

占 用 の 場 所 

場 所
 

 

 

６ 

 

占 用 物 件 の 名 称 、 

 

規 模 及 び 数 量 

 

  注１ 届出者が法人である場合は、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、 
    「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載してください。 
   ２ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
   ３ 許可書の写しを添付することにより、４、５及び６の各欄の記載を省略す 
    ることができます。 
 別記第４号様式の次に、次の１様式を加える。 
別記第４号様式の２（第７条関係） 

 

道 路 占 用 権 転 貸 ・ 譲 渡 承 認 申 請 書 

 

                                                        年  月  日 

 

 熊本県知事     様 

 

                       申請者（転貸人又は譲渡人）住 所 

                                            氏 名              印 

 

                       転借人又は譲受人     住 所 

                                               氏 名              印 

 

  次のとおり道路を占用する権利を（転貸・譲渡）したいので、熊本県道路占用規
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則第７条の規定により承認を申請します。 

１ 転 貸 又 は 譲 渡 の 理 由 

 

 

 

２ 転 貸 す る 場 合 の 期 間 

      年  月  日 から 

 

      年  月  日 まで 

３ 

占 用 許 可 の 年 月 日 

 

及 び 指 令 番 号 

 

   年  月  日 熊本県指令 第   号 

路線名
 

 
４ 占 用 の 場 所 

場 所
 

 

５ 

占 用 物 件 の 名 称 、 

 

規 模 及 び 数 量 

 

  注１ 申請者又は転借人若しくは譲受人が法人である場合は、「住所」の欄には 
    主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載して 
    ください。 
   ２ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
   ３ 「（転貸・譲渡）」については、いずれか該当するものを○で囲んでくだ 
    さい。 
   ４ 許可書の写しを添付することにより、３、４及び５の各欄の記載を省略す 
    ることができます。 
 別記第５号様式を次のように改める。 
別記第５号様式（第８条関係） 

 

           道 路 占 用 者 住 所 等 変 更 届 

 

                             年  月  日 

 

 熊本県知事     様 

 

                届出者 住 所 

                                       氏 名            印 

 

 次のとおり（住所・氏名(名称)）を変更したので、熊本県道路占用規則第８条の

規定により届け出ます。 

１ 

変 更 前 の 住 所 

 

又 は 氏 名 ( 名 称 ) 

 

 

 

２ 

占 用 許 可 の 年 月 日 

 

及 び 指 令 番 号 

   年  月  日 熊本県指令 第   号 

路線名
 

 
３ 占 用 の 場 所 

場 所
 

 

４ 

占 用 物 件 の 名 称 、 

 

規 模 及 び 数 量 

 

  注１ 届出者の「住所」及び「氏名」の欄には、変更後の住所又は氏名を記入し 
    てください。 
   ２ 届出者が法人である場合は、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、 
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    「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載してください。 
   ３ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
   ４ 「（住所・氏名(名称)）」については、該当するものを○で囲んでくださ 
    い。 
   ５ 許可書の写しを添付することにより、２、３及び４の各欄の記載を省略す 
    ることができます。 
 別記第７号様式を次のように改める。 
別記第７号様式（第１２条関係） 
 

 

道  路  占  用  廃  止  届 

 

                             年  月  日 

 

 熊本県知事     様 

 

                届出者 住 所 

                                       氏 名            印 

 

 

 次のとおり占用を廃止したので、熊本県道路占用規則第１２条の規定により届け

出ます。 

１ 占 用 廃 止 の 理 由 

 

 

 

２ 

占 用 許 可 の 年 月 日 

 

及 び 指 令 番 号 

   年  月  日 熊本県指令 第   号 

路線名
 

 
３ 占 用 の 場 所 

場 所
 

 

４ 

占 用 物 件 の 名 称 、 

 

規 模 及 び 数 量 

 

  注１ 届出者が法人である場合は、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、 
    「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載してください。 
   ２ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
   ３ 許可書の写しを添付することにより、２、３及び４の各欄の記載を省略す 
    ることができます。 
   附 則 
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ この規則の施行の際現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、所要の補正を 
 して使用することができる。 

 
 
 熊本県職員等の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１３号 
   熊本県職員等の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員等の旅費に関する条例施行規則（昭和３２年熊本県規則第５２号）の一部を
次のように改正する。 
                                   「        「   
  別記第１号様式及び別記第２号様式中        を       に改める。 
 
 
 
                                                」       」 

   附 則 

款 

項 

目 

支

出

科

目 細目

事業 

小事業 

事

業

科

目 説明 
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１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ 改正後の熊本県職員等の旅費に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以 
 後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

 
 
  熊本県住民基本台帳法施行条例による本人確認情報の利用及び提供に係る事務等を定め
る規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１４号 
   熊本県住民基本台帳法施行条例による本人確認情報の利用及び提供に係る事務等を

定める規則 
 （趣旨） 
第１条 この規則は、熊本県住民基本台帳法施行条例（平成１４年熊本県条例第４４号。

以下「条例」という。）第４条の規定による本人確認情報の提供の方法並びに条例別表
第１及び別表第２の規定による本人確認情報の利用及び提供に係る事務を定めるものと
する。 

 （本人確認情報の提供方法） 
第２条 条例第４条の規定による本人確認情報の提供は、電子計算機（入出力装置を含む。）

の操作によるものとし、その送信の方法については、電気通信回線を通じた送信又は磁
気ディスクの送付の方法並びに磁気ディスクへの記録及びその保存の方法に関する技術
的基準（平成１４年総務省告示第３３４号）によるものとする。 

 （条例別表第１の規則で定める事務） 
第３条 条例別表第１の１の項の規則で定める事務は、次のとおりとする。 
 （１） 熊本県職員等恩給条例施行規則（昭和２８年熊本県規則第４９号。以下この条に

おいて「県規則」という。）第２条において準用する恩給給与規則（大正１２年勅令
第３６９号。以下この条において「恩給規則」という。）第１条若しくは県規則第５
条に規定する請求の受理又はその請求に係る事実についての審査 

 （２） 熊本県職員等恩給条例（大正１３年熊本県令第８号）第１０条の３若しくは県規
則第２条において準用する恩給規則第３４条に規定する届出の受理又はその届出に係
る事実についての審査 

 （３） 県規則第２条において準用する恩給規則第３４条の２に規定する調査  
２ 条例別表第１の２の項の規則で定める事務は、熊本県心身障害者扶養共済制度条例 
 （昭和５４年熊本県条例第４１号）第１９条第４項に規定する届書の受理又はその届書

に係る事実についての審査とする。 
 （条例別表第２の規則で定める事務） 
第４条 条例別表第２教育委員会の項の規則で定める事務は、熊本県育英資金貸与基金条

例（昭和４７年熊本県条例第２７号）第９条第２項の育英奨学生若しくは熊本県育英資
金貸与規則（昭和４７年熊本県教育委員会規則第７号）第６条第１項の連帯保証人及び
同条第２項の保証人又はこれらの者の相続人の生存の事実又は氏名若しくは住所の変更
の事実の確認とする。 

   附 則 
 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 熊本県職員等恩給条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１５号 
    熊本県職員等恩給条例施行規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員等恩給条例施行規則（昭和２８年熊本県規則第４９号）の一部を次のように
改正する。 
 第１０条第３項及び第４項第１号中「第３４条第３項」を「第３４条ノ４第３項」に改
める。 
    附 則 
 この規則は、公布の日から施行する。 

 
 
 熊本県用品調達規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１６号 
   熊本県用品調達規則 
 熊本県用品調達規則（昭和３９年熊本県規則第２１号）の全部を改正する。 
 （趣旨） 
第１条 県の用品の調達に関しては、法令に別段の定めのあるものを除くほか、この規則

の定めるところによる。 
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 （用語の意義） 
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
 （１） 用品 県の機関において使用する物品（別表に掲げるものを除く。）をいう。 
 （２） 本庁 熊本県会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号。以下「会計規則」とい

う。）第２条第１号に規定する本庁をいう。 
 （３） 課局 会計規則第２条第３号に規定する課局をいう。 
 （４） 地方支出機関 会計規則第２条第２号に規定する地方支出機関（県外に所在する

地方支出機関を除く。）をいう。 
 （５） 主務課 課局及び地方支出機関をいう。 
 （用品の区分） 
第３条 用品は、次のとおり区分する。 
 （１） 集中調達用品 管理調達課長が必要に応じて調達し、直ちに主務課の長に交付す

る用品 
 （２） 単価契約用品 管理調達課長があらかじめ単価契約を締結し、必要に応じて調達

のうえ主務課の長に交付し、又は主務課の長が購入する用品 
 （３） 燃料券取扱用品 燃油類で、管理調達課長があらかじめ単価契約を締結し、必要

に応じて主務課の長が燃料券により購入する用品 
 （集中調達用品の調達手続） 
第４条 主務課の長は、集中調達用品を購入しようとするときは、執行伺書により購入の

決定を行い、用品要求書に必要に応じ当該集中調達用品に関する仕様書等を添えて、管
理調達課長に用品要求を行わなければならない。 

２ 管理調達課長は、前項の用品要求書等を受理した場合において、これを審査のうえ適
当と認めるときは、速やかに集中調達用品の調達手続を行い、契約の相手方及び価格等
を決定した後、用品交付通知書を主務課の長に交付するものとする。 

３ 管理調達課長は、集中調達用品の検査及び受領を用品要求を行った主務課の長に行わ
せるものとする。この場合において、主務課の長は、当該主務課以外の主務課の長に交
付する目的をもって行った用品要求に係る集中調達用品の検査及び受領については、用
品検査及び受領依頼書により当該主務課以外の主務課の長に行わせることができる。 

 （単価契約用品の調達手続） 
第５条 主務課の長は、単価契約用品を購入しようとするときは、執行伺書により購入の

決定を行い、用品要求書により管理調達課長に用品要求を行わなければならない。 
２ 管理調達課長は、前項の用品要求書を受理した場合において、これを審査のうえ適当

と認めるときは、定期的に取りまとめのうえ単価契約用品の調達手続を行い、当該単価
契約用品を主務課の長に交付するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、別に定める単価契約用品については、主務課の長は、管
理調達課長があらかじめ単価契約を締結した相手方から直接購入するものとする。 

 （燃料券取扱用品の調達手続） 
第６条 主務課の長は、燃料券取扱用品を購入しようとするときは、管理調達課長があら

かじめ単価契約を締結した相手方から、燃料券により直接購入するものとする。 
 （用品調達の例外） 
第７条 主務課の長は、第４条から前条までの規定にかかわらず、当該主務課において用

品を購入しようとするときは、事前に集中調達除外申請書を管理調達課長に提出して、
その承認を得なければならない。ただし、緊急を要する場合その他真にやむを得ない事
情がある場合は、事後に行うことができる。 

２ 管理調達課長は、前項の集中調達除外申請書を受理した場合において、これを審査の
うえ適当と認めるときは、同項の規定による承認をするものとする。 

 （用品代価の支出手続） 
第８条 管理調達課長は、第４条第１項又は第５条第１項の規定により用品要求を受けて

調達した集中調達用品又は単価契約用品に係る支出に必要な手続を行うものとする。 
２ 主務課の長は、第５条第３項又は第６条の規定により購入した別に定める単価契約用

品又は燃料券取扱用品に係る支出に必要な手続を行うものとする。 
 （帳簿） 
第９条 管理調達課長は、次に掲げる帳簿を備え、用品の調達状況を記録しておかなけれ

ばならない。 
 （１） 集中調達用品調達簿 
 （２） 単価契約用品調達状況調書 
 （３） 燃料券取扱用品調達状況調書 
 （雑則） 
第１０条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則の施行の日前にこの規則による改正前の熊本県用品調達規則の規定により

行われた用品の調達に関しては、なお従前の例による。 
 （熊本県物品取扱規則の一部改正） 
３ 熊本県物品取扱規則（昭和３９年熊本県規則第２０号）の一部を次のように改正する。 
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  第１１条第２項中「（昭和３９年熊本県規則第２１号）」を「（平成２１年熊本県規 
 則第１６号）」に改める。 
  第１５条第３項中「第４条第４項」を「第４条第３項」に、「同規則同条同項」を「同

条第３項」に改める。 
別表（第２条関係） 

１ １件の取得価格が、課局にあっては３０，０００円、地方支出機関にあっては２０
０，０００円に満たない物品 

２ 契約の性質又は目的により契約の相手方が特定している物品 
３ 同一の規格及び品質で売主により価格が異ならない物品 
４ 図書、雑誌その他の定期刊行物で年間契約により購入する物品（別に定める物品を

除く。） 
５ 光熱水費の対象となる物品及び燃料券取扱用品以外の燃油類 
６ 試験問題その他特に秘密保持の必要がある印刷物 
７ 地方支出機関で購入する印刷物 
８ 交際又は報償のため購入する物品 
９ 動物及び植物 
１０ 飼料及び肥料 
１１ 毒薬、劇薬、毒物、劇物、大麻、覚せい剤及び麻薬類 
１２ 火薬類取締法（昭和２５年法津第１４９号）第２条に規定する火薬類 
１３ 試験、研究、実習、医療、給食、工事等の用に供する原料又は材料 
１４ 県外で購入する物品 
１５ 災害により緊急に購入する物品 
 

 
  熊本県収入証紙規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                                    熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１７号 
   熊本県収入証紙規則の一部を改正する規則 
 熊本県収入証紙規則（昭和３９年熊本県規則第１９号）の一部を次のように改正する。 
  第１０条中「売りさばきを」を「売りさばき業務を」に改め、「場所」の次に「（以下
「売りさばき所」という。）」を加える。 
 第１１条第２項中「額面金額」を「証紙の額面金額」に改める。 
  第１２条の見出しを「（売りさばき人の氏名等変更届等）」に、同条中「（法人にあっ
ては名称、その他の団体にあっては名称及び代表者氏名）」を「又は住所（法人にあって
はその名称又は主たる事務所の所在地、その他の団体にあってはその名称、代表者氏名又
は主たる事務所の所在地）」に、「売りさばき人氏名変更届」を「売りさばき人氏名等変
更届」に改め、同条に次の１項を加える。 
２ 売りさばき人は、売りさばき所の所在地を変更しようとするときは、あらかじめ売り

さばき所変更申請書（別記第７号の２様式）に売りさばき人証を添え、知事に提出し、
その承認を受けなければならない。 

 第１３条の見出しを「（売りさばき業務廃止届等）」に、同条中「証紙売りさばき業務 
」を「証紙の売りさばき業務」に、「証紙売りさばき廃止届」を「証紙売りさばき業務廃
止届」に改め、同条に次の１項を加える。 
２ 売りさばき人が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号に定め

る者は、売りさばき人死亡等届（別記第８号の２様式）に、売りさばき人証を添え、遅
滞なく知事に届け出なければならない。 

 (１) 売りさばき人である個人が死亡したとき。 その相続人 
 (２) 売りさばき人である個人が後見開始若しくは保佐開始の審判又は破産手続開始の 
  決定を受けたとき。 その後見人若しくは保佐人又は破産管財人 
 (３) 売りさばき人である法人が合併により消滅したとき。 その法人を代表する役員 
  であった者 
  (４) 売りさばき人である法人が破産手続開始の決定により解散したとき。 その破産 
  管財人 
 (５) 売りさばき人である法人その他の団体が合併及び破産手続開始の決定以外の理由 
  により解散したとき。 その清算人又はその団体を代表する者 
  第１４条第１項中「から申し出のあったときは、知事は、第９条の規定にかかわらず、」
を「が知事に申し出てその承認を受けたときは、当該相続人は、」に、「その相続人の１
人を売りさばき人として指定することができる」を「引き続き証紙の売りさばき業務を行
うことができる」に改め、同条第２項中「売りさばき人が死亡した場合（」を削り、「指
定した売りさばき人にあっては、当該期間経過後）は、その相続人は」を「引き続き証紙
の売りさばき業務を行う相続人は、前項に規定する期間経過後」に改める。 
 第１５条第１項中「一に該当する」を「いずれかに該当すると認める」に改め、同項第
３号中「当該」、「に関する」及び「と認めた」を削る。 
 第１６条第２項中「証紙額面金額」を「証紙の額面金額」に改める。 
 第１８条中「証紙売りさばき手数料」を「売りさばき手数料」に、「証紙額面金額の１
００分の４」を「証紙の額面金額の１００分の３．１５」に改める。 
  第１９条中「返還し、金額」を「返還して現金」に、「証紙の交換を受けよう」を「他
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の証紙と交換しよう」に改める。 
  第２２条中「の各号」を削る。 
  別記第３号様式を次のように改める。 
 

別記第３号様式（第６条関係）
その１

課局の長

　　　　　　　　　　　　手数料

款 項 目 節

売りさばき手数料払出科目・金額

　　　　　　　　　　　　手数料

款 項 目 節

売りさばき手数料払出科目・金額

　　　　　　　　　　　　手数料

款 項 目 節

売りさばき手数料払出科目・金額

　熊本県収入証紙規則第６条第１項の規定により　　年度第　四半期分の実績を次のとおり報告します。

(注) １　この様式は、課局の長が報告する場合に用いてください。
      2　用紙は、日本工業規格Ａ４とします。

円
円
円
円

説明 金額

円

番号 会計 予算区分 事業 款 項 目 節 細節

円 金額 円 金額金額

本　期　分 累　　　計
細節 件数 件 件数 件 件数 件

会計
予算
区分

科　　目 前期までの分

円
円
円
円

説明 金額

円

番号 会計 予算区分 事業 款 項 目 節 細節

円 金額 円 金額金額

本　期　分 累　　　計
細節 件数 件 件数 件 件数 件

会計
予算
区分

科　　目 前期までの分

円
円
円

金額
円

年度所属コード

本　期　分
件数 件
金額 円

累　　　計
件数 件
金額 円

件
円

款 項 目 節 細節 説明

予算
区分

科　　目

会計 予算区分 事業

証紙消印実績報告書

様
年　　　月　　　日

番号

会計
細節 件数

金額

前期までの分
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その２

　　課局の長　　　　　　　　　　　様 　　　年　　月　　日

地方支出機関等の長

　　熊本県収入証紙規則第６条第２項の規定により　　　　　年度第　　　　四半期分実績を次のとおり報告します。

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

円 円 円 円 円 円 円

第３四半期 第４四半期
本期までの累計 本期までの累計

(注) 1　この様式は、地方支出機関等の長が報告する場合に用いてください。
      2　用紙は、日本工業規格Ａ４とします。

科　　目 備考

証　紙　消　印　実　績　報　告　書

本期までの累計
第１四半期 第２四半期

 
 
 別記第４号様式中 
「                                「                                 
   法人その他団体にあっては、       法人その他の団体にあっては、     
    主たる事務所の所在地        を    主たる事務所の所在地         に、 
  法人その他団体にあっては、      法人その他の団体にあっては、     
  名称及び代表者氏名              名称及び代表者氏名             
                              」                                 」   
「住  所（法人その他団体にあっては、」を「住  所（法人その他の団体にあっては、」 
に、「氏  名（法人その他団体」を「氏  名（法人にあっては名称、その他の団体」
に、「その他団体である場合」を「その他の団体である場合」に改める。 
 別記第５号様式（表）中「その他団体」を「その他の団体」に、「売りさばき場所」を
「売りさばき所の所在地」に改め、同様式（裏）中注意事項４を次のように改める。 
  ４ 売りさばき人が次のいずれかに該当するときは、売りさばき人証を知事に返還して 
  ください。 
  （１） 売りさばき人の氏名又は住所を変更したとき。 
  （２） 売りさばき所の所在地を変更しようとするとき。 
  （３） 証紙の売りさばき業務を廃止しようとするとき。                           
  （４） 売りさばき人である個人が死亡したとき、又は後見開始若しくは保佐開始の審 
   判若しくは破産手続開始の決定を受けたとき。 
   （５） 売りさばき人である法人その他の団体が消滅又は解散したとき。 
  （６） 売りさばき人の指定を取り消されたとき。 
 別記第７号様式中「売りさばき人氏名変更届」を「売りさばき人氏名等変更届」に、「 
その他団体」を「その他の団体」に、「氏名を」を「氏名等を」に、 
「           新                    「            新 
  ２ 氏 名                          ２ 氏 名     
             旧                                  旧 
  ３ 売りさばき人証番号第  号                  
                                      ３ 住 所       
  ４ 変更理由                               旧                   
                                 」   ４ 売りさばき人証番号第  号 
                                      ５ 変更理由 
                                                               」 
表（注）を次のように改める。 
 （注）１ 「２ 氏名」欄及び「３ 住所」欄には、法人にあっては名称又は主たる事務 
     所の所在地の変更について、その他の団体にあっては名称、代表者氏名又は主 
     たる事務所の所在地の変更について記載してください。 
    ２ 法人にあっては登記事項証明書、その他の団体にあっては変更を証する書類 
     を添付してください。  

 新 
 旧 

新
 旧 

新
 旧 

を

に改め、同 
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 別記第７号様式の次に次の１様式を加える。 
 

別記第7号の2様式(第12条関係) 

売 り さ ば き 所 変 更 申 請 書  

年  月  日 

   熊本県知事     様 

売りさばき人住所 
法人その他の団体にあつては、

主たる事務所の所在地 
  

氏名 
法人その他の団体にあつては、

名称及び代表者氏名 
  

 下記のとおり売りさばき所の所在地を変更したいので売りさばき人証を添えて申請します。 

記 

1 変 更年月日 

2 売りさばき所の所在地 
新（略図を添付し、熊本県指定金融機関及び地方支出機関等との距離等を記入してください。） 

旧 

3 売りさばき人証番号第    号 

4 変 更 理 由 

 

 (注) 用紙は、日本工業規格A4とします。  
 
 別記第８号様式中「証紙売りさばき廃止届」を「証紙売りさばき業務廃止届」に、「そ
の他団体」を「その他の団体」に、「熊本県収入証紙の売りさばき」を「熊本県収入証紙
の売りさばき業務」に改める。 
 別記第８号様式の次に次の１様式を加える。 
 

別記第８号の２様式（第１３条関係）

売 り さ ば き 人 死 亡 等 届

年 月 日

熊本県知事 様

法人その他の団体にあっては、
届出人 住 所

主たる事務所の所在地

法人その他の団体にあっては、
氏 名

名称及び代表者氏名

下記のとおり、売りさばき人が （届出事由を記入） したので、届けます。

記

法人その他の団体にあっては、
売りさばき人 住 所

主たる事務所の所在地

法人にあっては名称、その他
氏 名 の団体にあっては名称及び代

表者氏名

売りさばき人証番号 第 号

届 出 事 由 発 生 日 年 月 日

（注）用紙は、日本工業規格Ａ４とします。  
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  別記第９号様式中 
「                    「 

      ４ 

Ａ×    

    １００ 

     

  を 

  

    ３.１５ 

Ａ×    

    １００ 

 

  に改める。 

                 」                    」 
 別記第１１号様式中                                   
「                              「 

買戻額（Ａ）×０．９６  を 買戻額（Ａ）×０．９６８５  に、「その他団

                            」                                  」 
体」を「その他の団体」に、同様式（注意事項）１中「振込口座は」を「振込口座は、」
に改め、同様式（注意事項）２を削り、同様式（注意事項）３中「汚損・」を「汚染し、 
又は」に改め、同様式（注意事項）３を同様式（注意事項）２とする。 
 別記第１２号様式中「その他団体」を「その他の団体」に、同様式（注意事項）中「汚
損・」を「汚染し、又は」に改める。 
  別記第１７号様式中 
「 

売りさばき人の住所、売りさばき

所氏名又は名称、代表者名 

売りさばき人の氏名又は

代表者氏名の変更 売りさばき 

指定年月日 住   所 

又は所在地 

売りさばき

所所在地 

氏名又

は名称

年 月 日   氏 名  

                                                                        」 
「 

売りさばき人の住所 

及び氏名又は名称等 

売りさばき人の氏名 

又は名称の変更 売りさばき人 

指定年月日 住所又は主たる

事務所の所在地

売りさばき

所の所在地

氏  名

又は名称  

年  月  日  

            

氏    名

又は名称

                                                                               」 
に改める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１  この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則による改正後の熊本県収入証紙規則別記第３号様式の規定は、平成２１年４

月１日（以下「施行の日」という。）以降に収納する証紙に係る証紙消印実績報告書に
ついて適用し、施行の日前に収納した証紙に係る証紙消印実績報告書については、なお
従前の例による。 

３ この規則の施行の際現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、所要の補正を 
 して使用することができる。 

 
 
 熊本県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１８号 
   熊本県会計規則の一部を改正する規則 
  熊本県会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号）の一部を次のように改正する。 
  第４条第２号中「に掲げる支出負担行為」の次に「（ただし、議会事務局長にあっては、 
カの支出負担行為を除く。）」を加え、同号ア中「用品調達基金に」を「熊本県用品調達
規則（平成２１年熊本県規則第１６号。以下「用品調達規則」という。）第８条第１項の
規定により」に改め、同号イ中「証紙売りさばき手数料」を「証紙の売りさばき手数料」
に改め、同号に次のように加える。 
  カ 旅費に係る支出負担行為（庶務事務システム（電子計算機を利用して職員の服務、

人事、給与、旅行等に係る申請等の手続に関する庶務事務の処理を行うシステムを
いう。）で作成された電磁的記録により処理されるものに限る。以下同じ。） 

 第４条第３号中「オ」を「カ」に改め、「支出負担行為」の次に「（ただし、議会事務
局長にあっては、同号カの支出負担行為を除く。）」を加える。 
 別表第１の２の項中「豊野少年自然の家」を削り、同表４の項中「城北家畜保健衛生所」
を削り、同表５の項中「菊池少年自然の家」を削り、同表６の項中「阿蘇家畜保健衛生所」
を削り、同表１０の項中「あしきた青少年の家」を削り、同表１２の項中「天草青年の家」
を削り、同表１３の項中「保育大学校」を削る。 
  別表第２を次のように改める。 
 
 

を 
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 別表第４課の欄中「企画課」を「企画調整課」に改め、「（行政経営課を除く。）」を
削り、「、交通・くらし安全課及び人権センター」を「及び交通・くらし安全課」に改め、
「（経営金融課及び企業立地課を除く。）」及び「第一課」を削る。 
  別表第５中保育大学校の項を削り、同表産業技術センターの項中「総務企画部長」を「総
務企画室長」に、「計量検定部長」を「計量検定室長」に改め、同表中城北家畜保健衛生
所の項及び阿蘇家畜保健衛生所の項を削る。 
  別表第７中 
「 

 
                                    」 
「 

 

                                    」 
「 

 
                                    」 
「 

 

                                    」 
「 

 
                                    」 
「 

 
                                    」 
改める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１  この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則による改正後の熊本県会計規則第４条及び別表第２の規定（旅費に関する部
 分に限る。）は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に出発する旅行 
 について適用し、施行日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 
３ この規則による改正後の熊本県会計規則第４条及び別表第２の規定（用品調達に関す

る部分に限る。）並びに別表第７の規定は、施行日以後に検査が完了する用品調達につ
いて適用し、施行日前に検査が完了した用品調達については、なお従前の例による。 
 

 
 熊本県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日   
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１９号 
   熊本県児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

を

に

を

に

を

に
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 熊本県児童福祉法施行細則（昭和４３年熊本県規則第３４号）の一部を次のように改正
する。 
 第１条の次に次の１条を加える。 
 （定義） 
第１条の２ この規則で使用する用語は、法、施行令及び施行規則で使用する用語の例に 
 よる。 
 第２条第１項第１号及び第２号を次のように改める。 
 （１） 法第２２条第１項の規定により、妊産婦に対し助産施設において助産を行うこと。 
 （２） 法第２２条第３項の規定により、妊産婦に対し助産の実施の申込みを勧奨するこ 
  と。 
 第２条第１項第５号中「第５６条第９項」を「第５６条第８項」に、「負担能力の認定
又は費用の徴収」を「法第５０条第６号の３に規定する費用の徴収」に改め、同号を同項
第１０号とし、同項第４号中「、本人又はその扶養義務者の負担能力を認定し」を削り、
同号を同項第９号とし、同項第３号を同項第８号とし、同項第２号の次に次の５号を加え
る。 
 （３） 法第２２条第４項の規定により、助産施設の情報の提供を行うこと。 
 （４） 法第２３条第１項の規定により、保護者及びその児童を母子生活支援施設におい

て保護すること。 
 （５） 法第２３条第３項の規定により、所管区域外の母子生活支援施設への入所につい

て必要な連絡及び調整を図ること。 
 （６） 法第２３条第４項の規定により、保護者に対し母子保護の実施の申込みを勧奨す

ること。 
 （７） 法第２３条第５項の規定により、母子生活支援施設の情報の提供を行うこと。 
 第２条第２項第３号中「障害児施設給付費を支給する旨の決定」を「障害児施設給付決
定」に改め、同項第４号中「同項各号に掲げる措置をとること」を「児童又はその保護者
への訓戒等又は指導等、里親等への委託又は施設への入所の措置等を採ること」に改め、
同項第５号中「国立高度専門医療センター及び独立行政法人国立病院機構の設置する医療
機関であって厚生労働大臣の指定するもの（以下「指定医療機関」という。）」を「指定
医療機関」に改め、同項第６号を削り、同項第７号中「同項の措置を採ること」を「児童
自立支援施設又は児童養護施設に入所させる措置を採ること」に改め、同号を同項第６号
とし、同項第８号を同項第７号とし、同項第９号中「又は」を「及び」に、「これらの項
の措置を採ること」を「保護者の児童虐待等の場合における里親への委託等の措置を採る
こと」に改め、同号を同項第８号とし、同項第１０号を同項第９号とし、同項第１１号中
「、第３項又は第４項及び」を「及び第３項並びに」に、「又は第２項」を「及び第２項」
に、「これらの項の措置を採ること」を「里親等への委託又は施設への入所の継続等の措
置を採ること」に改め、同号を同項第１０号とし、同項第１５号を同項第１８号とし、同
項第１４号中「同項の措置を採ること」を「重度の知的障害及び重度の股体不自由が重複
している満１８歳以上の者を重症心身障害児施設に入所させる等の措置を採ること」に改
め、同号を同項第１７号とし、同項第１３号中「第５６条第９項」を「第５６条第８項」
に改め、「費用の徴収」の次に「（法第５０条第７号から第７号の３までに掲げる費用の
徴収に限る。）」を加え、同号を同項第１６号とし、同項第１２号を同項第１１号とし、
同号の次に次の４号を加える。 
 （１２） 法第３３条の６第１項の規定により、児童自立生活援助を行うこと。 
 （１３） 法第３３条の６第３項の規定により、所管区域外の住居への入居について必要

な連絡及び調整を図ること。 
 （１４） 法第３３条の６第４項の規定により、児童に対し児童自立生活援助の実施の申

込みを勧奨すること。 
 （１５） 法第３３条の６第５項の規定により、児童自立生活援助の情報の提供を行うこ

と。 
第２条第３項第２号中「及び第７号の２」を「から第７号の３まで」に改める。 
第６条第３項中「第１項の」を「第１項の規定による」に改める。 

 第８条第１項中「助産の実施」を「法第２２条第１項の規定による助産の実施」に、「母
子保護の実施」を「法第２３条第１項の規定による母子保護の実施」に、「当該申込者」
を「当該助産の実施等の申込者」に改め、同条第２項中「当該申込者」を「当該助産の実
施等の申込者」に改め、同条第３項中「第１項の」を削り、「決定した場合において、保
護台帳（別記第１４号様式）を作成し、その実施状況を」を「決定したときは、保護台帳
（別記第１４号様式）に当該助産の実施等に関する事項を」に改め、同条第４項中「当該
入所者」を「当該解除に係る者」に改める。 
 第８条の３第４項中「前３項の決定」を「第１項若しくは第２項の決定又は第３項の取
消し」に改める。 
 第９条第３項中「、第２項、第７項」を「若しくは第２項」に改め、同条第５項中「第
２項に規定する措置を」を削り、「、第３項又は第４項及び」を「若しくは第３項又は」
に、「又は第２項」を「若しくは第２項」に改め、同条第７項中「の措置をした場合にお
いて、措置台帳（別記第２６号様式）を作成する」を「に規定する措置をしたときは、当
該措置に関する事項を措置台帳（別記第２６号様式）に記載する」に改め、同条の次に次
の２条を加える。 
 （児童自立生活援助の申込み） 
第９条の２ 法第３３条の６第２項の申込書は、別記第２６号様式の２によるものとする。 
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 （援助の決定等） 
第９条の３ 児童相談所長は、法第３３条の６第１項の規定により児童自立生活援助の実

施を決定したときは、当該児童自立生活援助の実施の申込者に対して児童自立生活援助
承諾通知書（別記第２６号様式の３）を交付するものとする。 

２ 児童相談所長は、児童自立生活援助の実施を行わないときは、当該児童自立生活援助
の実施の申込者に対して児童自立生活援助不承諾通知書（別記第２６号様式の４）を交
付するものとする。 

３ 児童相談所長は、児童自立生活援助の実施を決定したときは、保護台帳（別記第２６
号様式の５）に当該児童自立生活援助の実施に関する事項を記録しなければならない。 

４ 児童相談所長は、児童自立生活援助の実施の解除を決定したときは、当該解除に係る
者に対して児童自立生活援助実施解除通知書（別記第２６号様式の６）を交付するもの
とする。 

５ 児童相談所長は、児童自立生活援助の実施を決定したとき又は児童自立生活援助の実
施の解除を決定したときは、第１項又は前項の通知書の写しを児童自立生活援助事業を
行う者に送付しなければならない。 

６ 児童相談所長は、児童自立生活援助の実施を決定したとき、児童自立生活援助の実施
を行わないとき又は児童自立生活援助の実施の解除を決定したときは、第１項、第２項
又は第４項の通知書の写しを知事に送付しなければならない。 

 第１０条第１項を次のように改める。 
 （里親認定等の申請等） 
第１０条 次の各号に掲げる里親となることを希望する者は、それぞれ当該各号に定める

申請書を、居住地を管轄する児童相談所長を経由して知事に提出しなければならない。
ただし、第１号に掲げる里親となることを希望する者が同時に第４号に掲げる里親とな
ることを希望する場合は、第４号に定める申請書を提出しなければならない。 

 （１） 養育里親 養育里親認定・登録申請書（別記第２７号様式） 
 （２） 養子縁組希望里親（施行規則第１条の３２第２項第１号に掲げる者で法第６条の

３第１項の規定により知事が適当と認めたものをいう。以下この条において同じ。） 
養子縁組希望里親認定・登録申請書（別記第２８号様式） 

 （３） 親族里親（施行規則第１条の３２第２項第２号に掲げる者で法第６条の３第１項
の規定により知事が適当と認めたものをいう。） 親族里親認定申請書（別記第２９
号様式） 

 （４） 専門里親 専門里親認定・登録申請書（別記第２９号様式の２） 
 第１０条第３項中「第１項の」を「第１項の規定による」に、「児童福祉法施行令」を
「施行令」に、「省令第９条各号」を「施行規則第３６条の３６各号」に、「短期里親」
を「養子縁組希望里親」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項の」を「第
１項の規定による」に、「第１１条第１項」を「第１３条第１項」に、「副申」を「進達」
に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 
２ 施行規則第３６条の３７第３項第４号に掲げる書類は、別記第２９号様式の３による 
 ものとする。 
 第１１条を次のように改める。 
 （負担金の徴収） 
第１１条 法第５６条第２項の規定により本人又はその扶養義務者から徴収する費用の全

部又は一部の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 
 （１） 本人が法第２０条第１項に規定する療育の給付を受けた場合 本人の属する世帯

の階層区分を基準として、別表第１に定める額 
 （２） 本人が法第２２条第１項又は法第２３条第１項に規定する助産の実施等を受けた

場合 本人の属する世帯の階層区分を基準として、別表第２に定める額 
 （３） 本人が法第２７条第１項第３号に規定する措置により小規模住居型児童養育事業

を行う者若しくは里親に委託された場合又は同号に規定する施設のうち次のアからエ
までに掲げる施設のいずれかに入所した場合 本人の属する世帯の階層区分を基準と
して、別表第２に定める額 
ア 乳児院 
イ 児童養護施設 
ウ 情緒障害児短期治療施設 
エ 児童自立支援施設 

 （４） 本人が法第２７条第１項第３号に規定する措置により同号に規定する施設（前号
アからエまでに掲げる施設を除く。）に入所した場合又は同条第２項に規定する指定
医療機関に委託された場合 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める額  

  ア 本人が２０歳未満である場合 本人の属する世帯の階層区分を基準として、別表
第３に定める額 

  イ 本人が２０歳以上である場合 本人の属する世帯の階層区分を基準として別表第
３に定める額及び本人の階層区分を基準として別表第４に定める額の合計額 

 （５） 本人が法第３３条の６に規定する児童自立生活援助を受けた場合 本人の階層区
分を基準として、別表第２に定める額 

２ 法第５６条第５項の規定により本人又はその扶養義務者に支払うべき旨を命ずる費用
の全部又は一部の額は、本人の生計を主として維持する生計中心者の階層区分を基準と
して、別表第５に定める額を超えない範囲の額とする。 

 第１２条第１項中「の規定により」を「に規定する」に、「前条第２項に規定する」を
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「前条第１項第２号の規定により助産の実施等に係る」に、「児童保護費負担金決定通知
書（別記第３７号様式）により」を「助産の実施については児童保護費負担金決定通知書
（助産の実施用）（別記第３７号様式）により、母子保護の実施については児童保護費負
担金決定通知書（母子保護の実施用）（別記第３７号様式の２）により、また、母子保護
の実施に係る負担金の額を変更するときは、児童保護費負担金変更通知書（母子保護の実
施用）（別記第３７号様式の３）により」に改め、同条第２項中「中央児童相談所長又は
八代児童相談所長」を「児童相談所長」に、「第９条の規定により措置」を「第９条に規
定する措置又は第９条の３に規定する児童自立生活援助」に、「その措置」を「当該措置
又は当該児童自立生活援助」に改め、同条第３項中「前項の規定により」を「前項の」に、
「前条第３項に規定する」を「前条第１項第３号から第５号までの規定により措置又は児
童自立生活援助の実施に係る」に改め、同条第４項中「措置又は助産の実施等」を「助産
の実施等又は措置若しくは児童自立生活援助の実施」に、「中央児童相談所長又は八代児
童相談所長」を「児童相談所長」に改める。 
 別表第１備考１中「第３１４条の７、附則第５条第３項及び」を「第３１４条の７第１
項第１号及び第２項、同法第３１４条の８、同法附則第５条第３項並びに」に改め、同表
備考２中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）」の次に「、所得税法等の一部を
改正する等の法律（平成１８年法律第１０号）による廃止前の経済社会の変化等に対応し
て早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８
号）」を加え、同表備考２（１）中「所得税法」の次に「第７８条第２項第１号、」を加
え、同表備考２（２）中「第４１条の２」の次に「、第４１条の３の２第４項及び第５項」
を加え、同表備考３の次に次のように加える。 
  ４ Ａ階層以外の階層に属する世帯から２人以上の児童が、同時に上記の表の適用を

受ける場合は、その月の徴収基準月額の も多額な児童以外の児童については、同
表に定める加算基準月額によりそれぞれ算定するものとする。 

 別表第２を削る。 
 別表第３中「、児童自立支援施設通所部、情緒障害児短期治療施設通所部」の次に「、
児童自立生活援助事業所」を加え、同表備考の項１中「第３１４条の７、附則第５条第３
項及び」を「第３１４条の７第１項第１号及び第２項、同法第３１４条の８、同法附則第
５条第３項並びに」に改め、同項２中「、所得税法」の次に「（昭和４０年法律第３３号）」
を、「、租税特別措置法」の次に「（昭和３２年法律第２６号）、所得税法等の一部を改
正する等の法律（平成１８年法律第１０号）による廃止前の経済社会の変化等に対応して
早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号）」
を加え、同項２（１）中「所得税法」の次に「第７８条第２項第１号、」を加え、同項２
（２）中「第４１条の２」の次に「、第４１条の３の２第４項及び第５項」を加え、同項
３中「助産施設」の次に「、小規模住宅型児童養育事業所」を加え、同表を別表第２とす
る。 
 別表第４備考の項１中「第３１４条の７、附則第５条第３項及び」を「第３１４条の７
第１項第１号及び第２項、同法第３１４条の８、同法附則第５条第３項並びに」に改め、
同項２中「、所得税法」の次に「（昭和４０年法律第３３号）」を、「、租税特別措置法」
の次に「（昭和３２年法律第２６号）、所得税法等の一部を改正する等の法律（平成１８
年法律第１０号）による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び
法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号）」を加え、同項２（１）中
「所得税法」の次に「第７８条第２項第１号、」を加え、同項２（２）中「第４１条の２」
の次に「、第４１条の３の２第４項及び第５項」を加え、同表を別表第３とする。 
 別表第５を別表第４とし、同表の次に次の１表を加える。 
 
別表第 5(第 11 条関係) 
  小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表 
 

自己負担限度額 階層区分 
入院 外来 

生活保護法の被保護世帯及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律による支援給付受給世帯 

0円 0円

生計中心者の市町村民税が非課税の場合 0円 0円

生計中心者の前年の所得税が非課税の場合 2,200円 1,100円

生計中心者の前年の所得税課税年額が5,000円以下

の場合 
3,400円 1,700円

生計中心者の前年の所得税課税年額が5,001円以上

15,000円以下の場合 
4,200円 2,100円

生計中心者の前年の所得税課税年額が15,001円以

上40,000円以下の場合 
5,500円 2,750円
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生計中心者の前年の所得税課税年額が40,001円以

上70,000円以下の場合 
9,300円 4,650円

生計中心者の前年の所得税課税年額が70,001円以

上の場合 
11,500円 5,750円

備考 

1 「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度(7 月 1 日から翌年の 6 月 30 日をいう。)

において市町村民税が課税されていない(地方税法第 323 条により免除されている場

合を含む。)場合をいう。 

2 この表の「所得税課税年額」とは、所得税法(昭和 40 年法律第 33 号)、租税特別措

置法(昭和 32 年法律第 26 号)、所得税法等の一部を改正する等の法律(平成 18 年法律

第 10 号)による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人

税の負担軽減措置に関する法律(平成 11 年法律第 8 号)及び災害被害者に対する租税

の減免、徴収猶予等に関する法律の規定によって計算された所得税の額をいう。ただ

し、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。 

(1) 所得税法第 78 条第 2 項第 1 号、第 92 条第 1 項並びに第 95 条第 1 項、第 2 項及

び第 3 項 

(2) 租税特別措置法第 41 条第 1 項、第 2 項及び第 3 項、第 41 条の 2、第 41 条の 3

の 2 第 4 項及び第 5 項、第 41 条の 19 の 2 第 1 項並びに第 41 条の 19 の 3 第 1 項 

(3) 租税特別措置法等の一部を改正する法律(平成 10 年法律第 23 号)附則第 12 条 

3 10 円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 

4 災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、その状

況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをして差し支えない。 

5 同一生計内に 2 人以上の対象患者がいる場合は、その月の一部負担額の も多額な

児童以外の児童については、上記の表に定める額の 1／10 に該当する額をもって自己

負担限度額とする。 

6 前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場合の取扱いに

ついては、これが判明するまでの期間は、前々年分の所得税又は前年度の市町村民税

によることとする。。 
                                           
 別記第１８号様式中 第２７条第７項      を                      に、「入所施設 
                                             
（里親・自立援助ホーム）」を「入所（委託）施設（里親）」に改め、「※法第２７条第
７項による措置の場合は不要」を削り、「受け取った」を「受けた」に、「、６か月」を
「６か月」に改める。 
                                                                          
 別記第１９号様式中「児童措置決定通知書」を「児童措置通知書」に、   
 
項 
項    を                に、「入所施設（里親・自立援助ホーム）」を「入所 
第１項」 
（委託）施設（里親）」に改める。 
 
 別記第２０号様式中              を                      に、「により、 
 
下記のとおり」を「により、」に、「措置をする」を「措置を解除する」に、「入所（委
託）した年月日」を「入所（委託）年月日」に、「受け取った」を「受けた」に、「、６
か月」を「６か月」に改める。 
 
 別記第２１号様式中              を                      に、「により、 
 
下記のとおり」を「により、」に、「措置をする」を「措置を解除する」に、「入所（委
託）した年月日」を「入所（委託）年月日」に、「又は、」を「又は」に改める。 
 
 別記第２２号様式中               を                      に、 

「第２７条第２項
 第２７条第７項 
  第２７条の２第１項」

「第２７条第２項 

 第２７条の２第１項」 

「第２７条第２
 第２７条第７ 
 第２７条の２ 

「第２７条第２項 
 第２７条の２第１項」

「第２７条第２項 

 第２７条の２第１項」 

「第２７条第２項
 第２７条第７項 
  第２７条の２第１項」

「第２７条第２項 

 第２７条の２第１項」 

「第３１条
 第３１条 
  第６３条 

「第２７条第２項
 第２７条第７項 
  第２７条の２第１項」

「第２７条第２項 

 第２７条の２第１項」 

。 

「第２７条第２項
 第２７条第７項 
  第２７条の２第１項」
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第３項 
第４項      を                      に、「措置をする」を「措置を延長する」に、「 
の２第１項」 
入所（委託）した年月日」を「入所（委託）年月日」に改める。 
 別記第２６号様式の次に次の５様式を加える。 
 

別記第26号様式の2(第9条の2関係) 

児童自立生活援助実施申込書 

年  月  日 

  熊本県   児童相談所長 様 

希望者の居住地           

氏 名        印 

  児童自立生活援助の実施について、のとおり申し込みます。 

第一希望   
援助を希望する支援施設名 

第二希望   

児童自立生活援助の実施を

希望する理由 
  

援助の実施を希望する期間 年  月  日から  年  月  日まで 

  入居希望者の状況 

（ ふりがな ） 

氏 名 
生 年 月 日 性 別

職業又は就学

の状況等  
備 考 

（        ） 

  
 年 月  日 男・女     

生活保護     適用なし  適用あり( 年 月 日 保護開始) 

 備考 

 1 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

 2 この申込書は、保護者が次の点に注意して記入の上、児童相談所に提出してください。

  (1) 「児童自立生活援助の実施を希望する理由」の欄には、その具体的な状況を

記入してください。 

  (2) 「援助の実施を希望する期間」の欄には、児童自立生活援助の実施を希望す

る理由に該当すると見込まれる期間の範囲内で記入してください。 

    なお、児童自立生活援助の実施の期間の希望に添えない場合がありますから、

あらかじめ御承知ください。 

  (3) 「備考」の欄には、健康状況等児童自立生活援助の実施について参考となる事

項を記入してください。 

 3 申込書に徴収額決定のために必要な事項に関する書類(希望者本人の本年度における

市町村民税及び前年における所得税に関する課税証明書)を添付してください。  
 
 
 
 
 
 
 

「第３１条第３項 

  第６３条の２第１項」

備考 
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別記第26号様式の3(第9条の3関係) 
 

児童自立生活援助承諾通知書 
 

第     号 
年  月  日 

 
          様 
 

熊本県  児童相談所長 印 
 
  申込みのありました児童自立生活援助の実施について、次のとおり承諾します。  

居 住 地   児 童 自 立
生 活 援 助
を 受 け る
本人 

氏 名 年  月  日生 

所 在 地   
入居施設 

名 称   

課 税 額 

本年度市町村民税 

 

氏 名 
続

柄 

職  業 

均等割 所得割 

前年所
得税  

   
本
人 

  
  

円 円 円

援助の実施期間    年  月  日から   年  月  日 

徴収金(月額) 円
階 層 区 分 

 

A、 B、 C1、 C2、 D1、 D2、 D3 

納入方法 
  

 

入 所 理 由    

教 
 

示 

1 この処分について不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算
して60日以内に、行政不服審査法第4条の規定により熊本県知事に対して審査請求を
することができます。 
  なお、審査請求書(2通)は知事あてにして、  児童相談所を経由して提出してく
ださい。 
2 この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して6か月
以内に、熊本県を被告として(熊本県知事が被告の代表者となります。)提起するこ
とができます。ただし、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に審査請
求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達
を受けた日の翌日から起算して6か月以内に提起しなければならないこととされて
います。 
                                       

備考 1 徴収金について変更のあった場合にはその旨を通知します。 
    2 児童自立生活援助の実施の申込書の記載事項に変更が生じた場合には、速やか

にその旨を届け出てください。 
    3 自立援助ホームへの入居が適当と認められなくなった場合には、児童自立生活

援助の実施を解除します。  
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別記第26号様式の4(第9条の3関係) 

 

児童自立生活援助不承諾通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

熊本県  児童相談所長 印 

 

  申込みのありました児童自立生活援助の実施については、次の理由により承諾できま

せんので通知します。 

 (理由) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 教示 

 1 この処分について不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して

60日以内に、行政不服審査法第4条の規定により熊本県知事に対して審査請求をするこ

とができます。 

   なお、審査請求書(2通)は知事あてにして、  児童相談所を経由して提出してくだ

さい。 

 2 この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して6か月以

内に、熊本県を被告として(熊本県知事が被告の代表者となります。)提起することがで

きます。ただし、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場

合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内に提起しなければならないこととされています。  
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別記第26号様式の5(第9条の3関係) 

保 護 台 帳

 

入 居 決 定 
整理番号 

番 号 年 月 日 

入 居 

年 月 日 
施 設 名 

氏 名 

(生年月日) 
居 住 地 階層区分 備 考 

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

          ( ・ ・ )       

 (注) 1 整理番号は、年度毎に一連番号とすること。 

    2 児童自立生活援助の実施を解除した場合は、備考欄にその解除年月日及び理由を朱書すること。  
 
 

別記第26号様式の6(第9条の3関係) 
 

児 童 自 立 生 活 援 助 実 施 解 除 通 知 書 
 

第     号 
年  月  日 

 
          様 
 

熊本県  児童相談所長 印 
 
  次のとおり児 童 自 立 生 活 援 助 の実施を解除しましたので通知します。 

居住地   
児 童 自 立
生 活 援 助
を 受 け る
者  

氏 名 
 

年 月 日生 
 

所在地   
施 設 

名 称   

入 居 年 月 日   

児 童 自 立 生 活 援 助 の
実施の解除年月日 

  

施 設 退 居 後 の 居 住 地   

施 設 退 居 後 の 職 業   
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児 童 自 立 生 活 援 助
の 実施の解除の理由 

  

備 考   

 教示 
 1 この処分について不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して

60日以内に、行政不服審査法第4条の規定により熊本県知事に対して審査請求をするこ
とができます。 

   なお、審査請求書(2通)は知事あてにして、  児童相談所を経由して提出してくだ
さい。 

 2 この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して6か月以
内に、熊本県を被告として(熊本県知事が被告の代表者となります。)提起することがで
きます。ただし、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場
合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌
日から起算して6か月以内に提起しなければならないこととされています。  

 
 
 
別記第２７号様式から別記第２９号様式までを次のように改める。 
 

別記第27号様式(第10条関係) 

 

受付年月日 ※ 年 月 日

養育里親認定・登録申請書 

整 理 者 号 ※ 第   号

経 由

相 談 所

熊本県 

児童相談所  

年齢 その他希望事項 

歳 

月 

研修受講

の状況 

 研修修了年月日又は修了見込年月日 

性別 

希望

児童 

 

 

申請理由  

氏名

(夫) 

 年 月 日生 

歳 
職 業

 

氏名

(妻) 

 年 月 日生 

歳 

夫 

履 歴
 

住所 
〒 

職 業
 

交通

目標 

 
電話番号 ( ) ― 

妻 

履 歴
 

夫 
 

健康

状態 
妻 

 

養育

期間
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氏名 
年齢(性別)

生年月日 
職業 続柄 健康状態

     

     

     

     

同 居 の 家族 

     

住居

及び

環境 

敷地  m2  戸建 

建物  m2  階建 

自家 畳数 その他

室数 

養育

の方

針 

 

 

    年  月  日 

氏名        印     

熊本県知事        様 
 

 

記載上の注意 

1 この申請書は、申請者が記入してください。 

2 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

3 ※印は、児童相談所が記入します。 

4 「その他希望事項」欄には、希望する条件をできるだけ具体的に記入してください。 

5 「申請理由」欄には、例えば、 

(ア) 家庭内養育に欠ける児童を養育したいから。 

(イ) 自分の子どもが成長して家庭内に余力があるから。 

(ウ) 自分に子どもがいないから。 

等のようにできるだけありのままに記入してください。 

6 「職業」欄には、職業名を記入してください。 

7 「履歴」欄には、 終学校名(卒業、修業の別をはっきりさせること)及びその後の主な職歴を

記入してください。 

8 「交通目標」欄には、鉄道下車駅、電車停留所等及びそれらから家までの距離を記入してくだ

さい。 

9 「健康状態」欄には、現在の健康状態、例えば、 

(ア) 極めてよい。 

(イ) ややよい。 

(ウ) 普通 

等を記入してください。もし以前に重い病気をしたことがあれば、その病名を書き添えてくだ

さい。 

10 「養育期間」欄には、児童を預かろうと思う期間をおおよそ何年位と記入してください。ま

た、短期限定で委託を受ける場合には、その旨を記入してください。 
 

 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 26 

11 「養育の方針」欄には、例えば、 

(ア) 学校教育はどの程度進ませたい。 

(イ) 養育した上で養子にしたい。 

(ウ) 将来家業の手伝いをさせたい。 

(エ) 将来児童の職業をどうするつもり。 

(オ) その他具体的な養育の方針 

等を記入してください。 

12 この申請書に記入された内容に変更が生じた際は、速やかに県知事に届け出てください。 

 

添付書類 

1 養育里親希望者及びその同居人の履歴書 

2 養育里親希望者の居住する家屋の平面図 

3 養育里親研修を修了したこと又は修了する見込みであることを証する書類 

4 誓約書(別記第29号様式の3) 

5 その他知事が必要と認めるもの  
 
 
 

別記第28号様式(第10条関係) 

受付年月日 ※ 年 月 日
養子縁組希望里親認定・登

録申請書 
整 理 者 号 ※ 第   号

経 由

相 談 所

熊本県 

児童相談所  

年齢 その他希望事項 

歳 

月 

性別 

希望

児童 

 

 

申請理由

 

氏名

(夫) 

 年 月 日生 

歳 
職 業

 

氏名

(妻) 

 年 月 日生 

歳 

夫 

履 歴
 

住所 
〒 

職 業
 

交通

目標 

 
電話番号 ( ) ― 

妻 

履 歴
 

夫 
 

健康

状態 
妻 

 

養育

期間
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氏名 
年齢(性別)

生年月日 
職業 続柄 健康状態

     

     

     

     

同 居 の 家 族 

     

住居

及び

環境 

敷地  m2  戸建 

建物  m2  階建 

自家 畳数 その他

室数 

養育

の方

針 

 

 

    年  月  日 

氏名        印     

熊本県知事        様 
 

 

記載上の注意 

1 この申請書は、申請者が記入してください。 

2 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

3 ※印は、児童相談所が記入します。 

4 「その他希望事項」欄には、希望する条件をできるだけ具体的に記入してください。 

5 「申請理由」欄には、例えば、 

(ア) 家庭内養育に欠ける児童を養育したいから。 

(イ) 自分の子どもが成長して家庭内に余力があるから。 

(ウ) 自分に子どもがいないから。 

等のようにできるだけありのままに記入してください。 

6 「職業」欄には、職業名を記入してください。 

7 「履歴」欄には、 終学校名(卒業、修業の別をはっきりさせること)及びその後の主な職歴

を記入してください。 

8 「交通目標」欄には、鉄道下車駅、電車停留所等及びそれらから家までの距離を記入してく

ださい。 

9 「健康状態」欄には、現在の健康状態、例えば、 

(ア) 極めてよい。 

(イ) ややよい。 

(ウ) 普通 

等を記入してください。もし、以前に重い病気をしたことがあれば、その病名を書き添えてく

ださい。 

10 「養育期間」欄には、児童を預かろうと思う期間をおおよそ何年位と記入してください。 

11 「養育の方針」欄には、例えば、 

(ア) 学校教育はどの程度進ませたい。 
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(イ) 養育した上で養子にしたい。 

(ウ) 将来家業の手伝いをさせたい。 

(エ) 将来児童の職業をどうするつもり。 

(オ)その他具体的な養育の方針 

等を記入してください。 

12 この申請書に記入された内容に変更が生じた際は、速やかに県知事に届け出てください。 

 

添付書類 

1 養子縁組希望里親希望者及びその同居人の履歴書 

2 養子縁組希望里親希望者の居住する家屋の平面図 

3 その他知事が必要と認めるもの 
 

 
 

別記第29号様式(第10条関係)  

受付年月日 ※ 年 月 日
親族里親認定申請書 

 
整 理 番 号 ※ 第   号

経 由

相 談 所

熊本県 

児童相談所  

児 童 名 
 

生年月日 
 

性 別 
 

保護

児童

との

関係 

続 柄 
 

申請理由

 

氏名

(夫) 

 年 月 日生 

歳 
職 業

 

氏名

(妻) 

 年 月 日生 

歳 

夫 

履 歴
 

住所 
〒 

職 業
 

交通

目標 

 
電話番号 ( ) ― 

妻 

履 歴
 

夫 
 

健康

状態 
妻 

 

養育

期間

 

氏名 
年齢(性別)

生年月日 
職業 続柄 健康状態

     

     

     

     

同 居 の 家 族 

住居

及び

環境 

敷地  m2  戸建 

建物  m2  階建 

自家 畳数 その他

室数 
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養育

の方

針 

 

 

    年 月 日 

氏名        印     

熊本県知事        様 
 

 

記載上の注意 

1 この申請書は、申請者が記入してください。 

2 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

3 ※印は、児童相談所が記入してください。 

4 「その他希望事項」欄には、希望する条件をできるだけ具体的に記入してください。 

5 「申請理由」欄には、例えば、 

(ア) 家庭内養育に欠ける児童を養育したいから。 

(イ) 自分の子どもが成長して家庭内に余力があるから。 

(ウ) 自分に子どもがいないから。 

等のようにできるだけありのままに記入してください。 

6 「職業」欄には、職業名を記入してください。 

7 「履歴」欄には、 終学校名(卒業、修業の別をはっきりさせること)及びその後の主な職歴

を記入してください。 

8 「交通目標」欄には、鉄道下車駅、電車停留所等及びそれらから家までの距離を記入してく

ださい。 

9 「健康状態」欄には、現在の健康状態、例えば、 

(ア) 極めてよい。 

(イ) ややよい。 

(ウ) 普通 

等を記入してください。もし、以前に重い病気をしたことがあれば、その病名を書き添えてく

ださい。 

10 「養育期間」欄には、児童を預かろうと思う期間をおおよそ何年位と記入してください。 

11 「養育の方針」欄には、例えば、 

(ア) 学校教育はどの程度進ませたい。 

(イ) 養育した上で養子にしたい。 

(ウ) 将来家業の手伝いをさせたい。 

(エ) 将来児童の職業をどうするつもり。 

(オ) その他具体的な養育の方針 

等を記入してください。 

12 この申請書に記入された内容に変更が生じた際は、速やかに県知事に届け出てください。 
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添付書類 

1 親族里親希望者及びその同居人の履歴書 

2 親族里親希望者の居住する家屋の平面図 

3 その他知事が必要と認めるもの 
 

 
 
別記第２９号様式の次に次の２様式を加える。 
 

別記第29号様式の2(第10条関係)  

受付年月日 ※ 年 月 日

専門里親認定・登録申請書 

整 理 番 号 ※ 第   号

経 由

相 談 所

熊本県 

児童相談所  

専門里親希望

者 氏 名 
  

研修受講

の 状 況

認定研修修了年月日 

 

 

修了証書番号 

経歴 

＜養育里親登録＞ 

登録番号 

登録年月日 

児童委託期間 

  年  月  日～  年  月  日 

 

＜児童福祉事業従事者＞ 

職名 

従事期間 

  年  月  日～  年  月  日 

申請理由

  

氏名 

  

  

  

年 月 日生 

歳 

   

職 業

  

住所 
〒 

  

交通

目標 

  
電話番号 ( ) ―  

履 歴

  

健康

状態 
 

養育

期間

  

氏名 
年齢(性別)

生年月日 
職業 続柄 健康状態

          

          

          

          

同 居 の 家 族 

          

住居

及び

環境 

敷地  m2  戸建 

建物  m2  階建 

自家 畳数 その他

室数 

 

 

生年月日 
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養育

の方

針 

  

 

    年 月 日 

氏名        印      

熊本県知事        様 
 

 

記載上の注意 

 1 この申請書は、申請者が記入してください。 

 2 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 

 3 ※印は、児童相談所が記入してください。 

 4 「その他希望事項」欄には、希望する条件をできるだけ具体的に記入してください。 

 5 「申請理由」欄には、例えば、 

   (ア) 家庭内養育に欠ける児童を養育したいから。 

(イ) 自分の子どもが成長して家庭内に余力があるから。 

(ウ) 自分に子どもがいないから。 

等のようにできるだけありのままに記入してください。 

 6 「職業」欄には、職業名を記入してください。 

 7 「履歴」欄には、 終学校名(卒業、修業の別をはっきりさせること)及びその後の主な職歴

を記入してください。 

 8 「交通目標」欄には、鉄道下車駅、電車停留所等及びそれらから家までの距離を記入してく

ださい。 

 9 「健康状態」欄には、現在の健康状態、例えば、 

(ア) 極めてよい。 

(イ) ややよい。 

(ウ) 普通 

等を記入してください。もし、以前に重い病気をしたことがあれば、その病名を書き添えて

ください。 

 10 「養育期間」欄には、児童を預かろうと思う期間をおおよそ何年位と記入してください。 

 11 「養育の方針」欄には、例えば、 

   (ア) 学校教育はどの程度進ませたい。 

(イ) 養育した上で養子にしたい。 

(ウ) 将来家業の手伝いをさせたい。 

(エ) 将来児童の職業をどうするつもり。 

(オ) その他具体的な養育の方針 

等を記入してください。 

 12 この申請書に記入された内容に変更が生じた際は、速やかに県知事に届け出てください。 

 

添付書類 

 1 養育里親希望者及びその同居人の履歴書 

 2 養育里親希望者の居住する家屋の平面図 
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 3 専門里親研修を修了したこと又は修了する見込みであることを証する書類 

4 施行規則第１条の３６第１号に掲げるいずれかの要件に該当することを証する書類 

5 誓約書(別記第29号様式の3) 

 6 その他知事が必要と認めるもの  
 
 別記第 29号様式の 3(第 10条関係）  

 
誓    約    書  

 
                                年  月  日  
 
  熊本県知事   様  
                                 申請者  住  所  
 
                                         氏   名                    印  
 
                                    印  
 
 
  申請者及び申請者の同居人は、下記の者のいずれにも該当しないことを誓約します。 
 

記 
 
１ 成年被後見人又は被保佐人 
２ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者 
３ 児童福祉法、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法

律その他国民の福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

４ 児童虐待の防止等に関する法律第２条に規定する児童虐待又は被措置児童等虐待を
行った者その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) 上記の者のいずれかに該当することとなった場合は、速やかに知事に届け出てくだ 
  さい。 
 
                                                                       
                   
別記第３０号様式中                                                  を 
                           
「（注）１ ※印欄は、県において記入すること。 
 
    ２ ○印欄は、児童相談所長が記入すること。 
 
    ３ 「里親の種類」欄には、「養育里親」か「養子縁組希望里親」の別を記入す 
 
 
 
    に改める。 
 
ること。」 
 別記第３７号様式中「児童保護費負担金決定通知書」を「児童保護費負担金決定通知書
（助産の実施用）」に、「助産の実施等」を「助産の実施」に、「受け取った」を「受け
た」に、「、６か月」を「６か月」に改め、同様式の次に次の２様式を加える。 
 
 

「（注）１ ※印欄は、県において記入すること。 

    ２ ○印欄は、児童相談所長が記入すること。」 
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別記第37号様式の2(第12条関係) 

 

児童保護費負担金決定通知書(母子保護の実施用) 

 

第     号   

年  月  日   

 

 納入義務者 

          様 

 

費用徴収義務者           

熊本県  福祉事務所長       

 

   年度の母子保護の実施に係る費用について、児童福祉法第56条第2項の規定により、

あなたから徴収する額を下記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

入 所 者 氏 名   

入 所 施 設 名   

階 層 区 分 及 び 徴 収 月 額     階層  月額     円 

徴 収 期 間

    年  月  日から 

    年  月  日まで 

 ただし、徴収期間の途中で措置解除(退所)となっ

た場合は、退所月までの徴収となります。 

備 考   

 

 

 教 示 

  1 この処分について不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算し

て60日以内に、行政不服審査法第4条の規定により熊本県知事に対して審査請求をす

ることができます。 

    なお、審査請求書(2通)は知事あてにして、  福祉事務所を経由して提出してく

ださい。 

  2 この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して6か月

以内に、熊本県を被告として(熊本県知事が被告の代表者となります。)提起すること

ができます。ただし、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受け

た日の翌日から起算して6か月以内に提起しなければならないこととされています。  
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別記第37号様式の3(第12条関係) 

 

児童保護費負担金変更通知書(母子保護の実施用) 

 

第     号   

年  月  日   

 

 納入義務者 

          様 

 

費用徴収義務者         

熊本県  福祉事務所長     

 

   年度の母子保護の実施に係る費用について、児童福祉法第56条第2項の規定により、

あなたから徴収する額を下記のとおり変更しましたので通知します。 

記 

入 所 者 氏 名   

入 所 施 設 名   

変更内容 変 更 前 変 更 後 

  階層     

  徴収金額     

変 更 理 由   

徴 収 期 間 

    年  月  日から 

    年  月  日まで 

 ただし、徴収期間の途中で母子保護の実施が解除(退

所)となった場合は、退所月までの徴収となります。 

備 考   

 教 示 

  1 この処分について不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算し

て60日以内に、行政不服審査法第4条の規定により熊本県知事に対して審査請求をす

ることができます。 

    なお、審査請求書(2通)は知事あてにして、  福祉事務所を経由して提出してく

ださい。 

  2 この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して6か月

以内に、熊本県を被告として(熊本県知事が被告の代表者となります。)提起すること

ができます。ただし、この通知を受けた日の翌日から起算して60日以内に審査請求を

した場合には、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受け

た日の翌日から起算して6か月以内に提起しなければならないこととされています。  

 
   附 則 
 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 熊本県知事の職務代理者に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
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                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫   
熊本県規則第２０号 
   熊本県知事の職務代理者に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県知事の職務代理者に関する規則（昭和３９年熊本県規則第３２号）の一部を次の
ように改正する。 
 第１条各号を次のように改める。 
 （１） 副知事 兵谷芳康 
 （２） 副知事 村田信一 
      附 則 
 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 熊本県職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
熊本県規則第２１号 
   熊本県職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員の職の設置に関する規則（昭和３１年熊本県規則第５９号）の一部を次のよ 
うに改正する。 
                             「副総（副）室長       
 別表第１本庁の欄中「川辺川ダム対策監」を削り、 環境政策監  」を          
「副総（副）室長     
  知事秘書         
 政策調整監      に改め、「消費生活政策監」及び「指導監査主幹」を削る。 
  環境政策監   」 
     附 則 
 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
熊本県告示第３０４号の２ 
 熊本県指定金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県指定金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領 
 熊本県指定金融機関事務取扱要領（昭和６０年熊本県告示第２７１号の１０）の一部を
次のように改正する。 
  第３条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 
４ 収納金のマルチペイメントネットワーク (地方公共団体と金融機関との間を情報通信 
 ネットワークで結ぶことにより、金融機関が提供する手段を利用した公金の収納を可能 
 とし，その結果が即時に地方公共団体に通知される決済基盤をいう。) を利用する方法 
 による収納については、別に定めるところによる。 
      附 則 
  この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県告示第３０４号の３ 
 熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領 
 熊本県収納代理金融機関事務取扱要領（昭和６０年熊本県告示第２７１号の１１）の一
部を次のように改正する。 
  第３条に次の１項を加える。 
３ 収納金のマルチペイメントネットワーク (地方公共団体と金融機関との間を情報通信 
 ネットワークで結ぶことにより、金融機関が提供する手段を利用した公金の収納を可能 
 とし、その結果が即時に地方公共団体に通知される決済基盤をいう。) を利用する方法 
 による収納については、別に定めるところによる。 
  第４条を次のように改める。 
第４条 削除 
      附 則 
  この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 

 告  示 
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熊本県告示第３０４号の４ 
 マルチペイメントネットワークによる公金の収納に関する事務取扱要領を次のように定 
める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   マルチペイメントネットワークによる公金の収納に関する事務取扱要領 
 第１章 総則 
 （趣旨） 
第１条 この要領は、熊本県指定金融機関び熊本県収納代理金融機関（郵便貯金銀行（郵

政民営化法（平成１７年法律第９７号）第９４条に規定する郵便貯金銀行をいう｡)を除
く。以下「指定金融機関等」という｡)が取り扱う熊本県の公金の収納事務のうち、マル
チペイメントネットワーク（以下「ＭＰＮ」という。）を利用して行う収納事務に関し、
必要な事項を定めるものとする。 

２ この要領に定めのない事項については、熊本県指定金融機関事務取扱要領（昭和６０
年熊本県告示第２７１号の１０）及び熊本県収納代理金融機関事務取扱要領（昭和６０
年熊本県告示第２７１号の１１）の定めるところによる。 

 （定義） 
第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
 （１) 運営機構 金融機関を会員として構成され、ＭＰＮの構築及び運営並びにＭＰＮ 
  による各種サービス等の仕様及びガイドラインの検討、決定等を行う組織団体である 
  日本マルチペイメントネットワーク運営機構をいう。 
 （２) ＭＰＮ収納サービス 運営機構に登録する指定金融機関等が公金を納入しようと 
  する者（以下「納入者」という｡)及び熊本県に対して提供するサービスのことで、納 
  入者による公金の納入を指定金融機関等の現金自動預入払出兼用機（指定金融機関等 
  の店舗外に設置のものを含む。以下「ＡＴＭ」という｡)、指定金融機関等が定める各 
  種の情報端末等（以下「チャネル」という｡)及び店舗窓口を通じて可能とし、納入後 
  即時に又はその後一括して、熊本県にＭＰＮを経由して、領収済通知書に記載すべき 
  事項を記録した電磁的記録（以下「領収済通知」という｡)が送信されるサービスをい 
  う。 
 （３) オンライン方式 指定金融機関等が、運営機構所定の方法によりＭＰＮに対応し 
  た納入通知書及び返納通知書（以下「ＭＰＮ納入通知等」という｡)に記載すべき事項 
  に関する情報（以下「納入通知情報」という｡)を地方公共団体に照会したうえで、収 
  納後即時に領収済通知をオンライン上で送信する方式をいう。 
 （４) 一括伝送方式 指定金融機関等がＭＰＮ納入通知等に係る領収済通知書（以下  
  「ＭＰＮ領収済通知書」という｡)を指定金融機関等の事務センター等（以下「センタ 
  ー等」という｡)に送付したうえで、センター等で領収済通知を作成し、収納日の翌営 
  業日（営業日は、金融機関の営業日。以下同じ｡)に一括して地方公共団体に送信する 
  方式をいう。 
２ この要領において定義されていない用語は、熊本県指定金融機関事務取扱要領及び熊 
 本県収納代理金融機関事務取扱要領に定めるところによる。 
 （取扱店舗等） 
第３条 指定金融機関等は、ＡＴＭ並びに電話機、パーソナルコンピュータ及び情報提供 
 サービス対応型の電話機、携帯情報端末等（以下「リモートチャネル」という｡)により、 
 納入者がＭＰＮ収納サービスを利用する場合には、これらのチャネルによる取引を通じ、 
 公金の収納事務を取り扱うことができるものとする。 
２ 前項のＡＴＭ及びリモートチャネルによる公金の収納事務は、センター等において取 
 り扱うことができる。 
 （ＭＰＮ取扱区分の報告） 
第４条 指定金融機関等は、ＡＴＭ及びリモートチャネルによる公金の収納事務を開始、 
 廃止又は変更する場合は、ＭＰＮ取扱区分報告書（別記第１号様式）により会計管理者 
 に報告しなければならない。 
 第２章 指定金融機関等の収納事務 
 （公金の収納） 
第５条 指定金融機関等は、ＡＴＭ及びリモートチャネルを通じた取引においてＭＰＮ収 
 納サービスにより公金を収納しようとするときは、納入者の入力に基づき、オンライン 
 方式により収納しなければならない。 
２ 指定金融機関等は、店舗窓口においては、ＭＰＮ収納サービスによる公金の収納を行 
 わないものとする。 
 （領収書等の取扱） 
第６条 指定金融機関等は、前条の規定により収納する場合に限り、領収書の発行を省略 
 することについて、納入者の了解があったものとみなす。 
２ 指定金融機関等は、前条の規定によりＡＴＭにより収納する場合には、その取引内容 
 を示す利用明細票等を交付しなければならない。ただし、あらかじめ納入者の了解があ 
 った場合は、この限りでない。 
 （領収済通知の送信） 
第７条 指定金融機関等は、第５条の規定により公金を収納したときは、当該公金に係る 
 領収済通知を収納後直ちに県に送信しなければならない。 
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２ 指定金融機関等は、前項の規定により送信した領収済通知で送信の取消しが必要なも 
 のについては、領収済通知取消連絡表（別記第２号様式）を総括店を経由し会計管理者 
 に提出しなければならない。 
 （収納金の受入） 
第８条 指定金融機関等は、第５条の規定により収納した公金について、別段預金口座を 
 本店又はセンター等に開設し、当該収納金を当該別段預金口座に集中して預金すること 
 ができる。 
２ 収納代理金融機関は、第５条の規定により収納した公金について、運営機構所定の指 
 定金融機関等相互の為替決済等の方法により、当該収納金を指定金融機関の県の当座預 
 金口座へ振り替えなければならない。 
３ 指定金融機関は第７条第２項の規定により取り消された領収済通知に係る収納金相当 
 額について、収納代理金融機関の指定する預金口座へ振り替えるものとする。 
 第３章 総括店の事務 
 （収納金の県への受入） 
第９条 総括店は、指定金融機関がＭＰＮ収納サービスにより収納した公金について、当 
 該収納金を受け入れた日に県の当座預金口座へ受け入れなければならない。ただし、営 
 業日以外の日（以下「休日」という｡)に収納が行われたものについては、休日の翌営業 
 日に受け入れるものとする。 
２ 総括店は、収納代理金融機関が第５条の規定により収納した公金については、運営機 
 構所定の指定金融機関等相互の為替決済による決済が行われ、総括店に当該収納金が振 
 り替えられた日に県の当座預金口座へ受け入れなければならない。 
３ 総括店は、前２項に定める県の当座預金口座への受入に当たっては、運営機構所定の 
 還元データ等により内容を確認したうえで行うものとする。 
 （計数差異発生時の調査） 
第１０条 総括店は、第５条の規定により収納した公金に係る領収済通知の合計金額と前 
 条第１項及び第２項の規定により県の当座預金口座へ受け入れた金額とが相違するとき 
 は、県及び総括店が取得した各種の情報等により調査を行わなければならない。 
 （証拠書類等の保存） 
第１１条 指定金融機関等は、第５条の規定により収納した公金の証拠書類等については、 
 第７条第２項の規定により取り消したものを含め、運営機構所定の取扱いに基づき、そ 
 の情報を電子媒体等により、当該納入のあった日の属する年度の翌年度の４月１日から 
 起算して５年間保管しなければならない。 
２ 前項の保管は、総括店又はセンター等において行うものとする。 
   附 則 
 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 

別記第1号様式

Ｍ Ｐ Ｎ 取 扱 区 分 報 告 書

年 月 日

熊本県会計管理者 様

印金融機関名 □

下記のとおりＭＰＮ取扱を（開始・廃止・変更）しましたので報告します。

記
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１ 提供チャネルの状況

（オンライン方式）

提供チャネル 開始・廃止・変更 ホームページURL

パソコン

モバイル

ＡＴＭ

（ ）その他

２ 開始・廃止年月日：平成 年 月 日から

３ 報告担当者

担当者 （ﾌﾘｶﾞﾅ）

氏 名

所属・役職

住 所 〒

電 話

F A X

e-mail
 

 

 

 

 

 

別記第2号様式

領 収 済 通 知 取 消 連 絡 表

平成 年 月 日

熊本県会計管理者 様

印金融機関名 □
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貴県に送信済の領収済通知のうち、下記のものを取消していただくようお願いし

ます。

記

領収済通知送信年月日 年 月 日

納 付 番 号

確 認 番 号

納 付 区 分

収 納 金 額

収納チャネル

取扱店舗名(コード)

連 絡 先

及び担当者 （℡ ）

備 考

 

 
 
熊本県告示第３０４号の５ 
 昭和４７年３月３１日熊本県告示第２４３号の５（収納代理金融機関の名称及び位置）
の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 収納代理金融機関の名称及び位置の表中 
                                    「収納代理金融機関の名称及び位置 
「収納代理金融機関の名称及び位置」を 
                                      表１（窓口収納、口座振替及びマルチペイメン 
 
                                                      に改め、同表に次の備考を加 
トネットワークを利用した収納を行う収納代理金融機関）」 
え、同表を表１とする。 
（備考）１ 営業店舗名を付していない金融機関は法人指定であり、その取扱店舗は、国 
     内のすべての店舗とする。 
        ２ 法人指定の金融機関の位置は、本店の所在地である。 
        ３ マルチペイメントネットワークとは、地方公共団体と金融機関との間を情報 
     通信ネットワークで結ぶことにより金融機関が提供する手段を利用した公金の 
     収納を可能とし、その結果が即時に地方公共団体に通知される決済基盤をいう。 
     次表において同じ。 
 表１の次に次の１表を加える。 

「収納代理金融機関の名称及び位置 

 表１（窓口収納、口座振替及びマルチペイメン

 

トネットワークを利用した収納を行う収納代理金融機関）」
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熊本県訓令第４号 
                  本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
                  各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県職員服務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県職員服務規程（昭和３１年熊本県訓令第１９８４号の２）の一部を次のように改
正する。 
 第４条第２項中「庶務事務システムによらず年次有給休暇時季請求書（別記第１号様式）
を用いて請求しなければならない」を「前項の庶務事務システムの機能を利用した電子的 
方法に代えて、年次有給休暇時季請求書（別記第１号様式）によるものとする」に改め、
同条第３項中「庶務事務システムの機能を利用した電子的方法による請求」を「自ら請求
の手続」に改める。 
 第５条第２項中「第１項の休暇」を「前項の病気休暇」に改める。 
 第６条第２項中「庶務事務システムによらず休暇請求書（別記第２号様式）を提出しな
ければならない」を「前項の庶務事務システムで出力する休暇請求書に代えて、休暇請求
書（別記第２号様式）によるものとする」に改め、同条第３項中「又は前項」を削り、「病
気休暇」の次に「（職員が精神性疾患による休職から復職するに当たり勤務を軽減する必
要があると知事が認める場合における病気休暇を除く。）」を加える。 
 第７条第２項中「庶務事務システムによらず休暇請求書（別記第２号様式）を提出しな
ければならない」を「前項の庶務事務システムで出力する休暇請求書に代えて、休暇請求
書（別記第２号様式）によるものとする」に改め、同条第３項中「又は前項」を削る。 
 第９条第１項中「請求を」の次に「所属長（勤務時間規則第１３条の表３の項若しくは
４の項に規定する場合又は国民体育大会、県民体育大会等へ参加する場合における特別休
暇にあっては、知事）に」を加え、「中欄」を「右欄」に、「添付して、同表右欄に掲げ
る提出先に提出しなければならない」を「添付しなければならない」に改め、同項の表を
次のように改める。 

 特別休暇  書類 

 勤務時間規則第１３条の表２の項若しくは２

４の項に規定する場合又は学校教育法（昭和２

２年法律第２６号）第５４条の通信制の課程若

しくは同法第８４条の通信による教育に係る

面接授業へ参加する場合における特別休暇 

 当該場合に該当することを証明

するに足りる書類 

 勤務時間規則第１３条の表３の項に規定する

場合又は国民体育大会、県民体育大会等へ参 

 加する場合における特別休暇 

 当該場合に該当することを証明

するに足りる書類（勤務時間規

則第１３条の表３の項に規定す

る 場 合 に お け る 特 別 休 暇 の う

 訓  令 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 41 

ち、骨髄液の提供希望 者として

実施する登録に必要な検査を受

ける場合を除く。） 

 勤務時間規則第１３条の表６の項に規定する

場合における特別休暇 

 医師の診断書若しくは証明書又

は助産師の証明書 

 勤務時間規則第１３条の表１０の項、１１の 

 項又は１２の項に規定する場合における特別

休暇 

 妊娠を証する書類（勤務時間規

則第１３条の表１２の項に規定

する場合における特別休暇につ

いては、一の妊娠による当該特

別休暇の承認を初めて受けよう

とする場合に限る。） 

 勤務時間規則第１３条の表２０の項に規定す

る場合で、職員が勤務しないことが相当であ 

 ると認められるときにおける特別休暇 

 当該場合に該当し、職員が勤務

しないことが相当であることを

証明するに足りる書類 
 第９条第２項中「庶務事務システムによらず」を「前項の庶務事務システムの機能を利
用した電子的方法又は庶務事務システムで出力する休暇請求書に代えて」に、「休暇請求
書（別記第２号様式）を、」を「休暇請求書（別記第２号様式）により、」に、「育児時
間休暇請求書（別記第４号の３様式）を」を「育児時間休暇請求書（別記第４号の３様式）
により」に、「休暇請求書（別記第２号様式）を提出しなければならない」を「休暇請求
書（別記第２号様式）によるものとする」に改め、同条第３項及び第４項を削り、同条第
５項中「庶務事務システムによらず、産後休暇届（別記第４号の４様式）を所属長に提出
しなければならない」を「庶務事務システムで出力する産後休暇届に代えて、産後休暇届
（別記第４号の４様式）によるものとする」に改め、同項を同条第３項とし、同条第６項
から同条第８項までを２項ずつ繰り上げる。 
  第１３条第３項中「庶務事務システムによらず、介護休暇請求書（別記第５号様式）を 
所属長に提出しなければならない」を「第１項又は前項の庶務事務システムで出力する介 
護休暇請求書に代えて、介護休暇請求書（別記第５号様式）によるものとする」に改める。 
 第１３条の６第２項中「庶務事務システムによらず、部分休業承認請求書（別記第５号
の３様式）を所属長に提出しなければならない」を「前項の庶務事務システムで出力する 
部分休業承認請求書に代えて、部分休業承認請求書（別記第５号の３様式）によるものと
する」に改める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第５号 

本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
各  地  方  出  先  機  関 
教 育 庁 各 課    
人 事 委 員 会 事 務 局    
監  査  委  員  事  務  局    
警     察     本     部    
労 働 委 員 会 事 務 局 
議 会 事 務 局    

                  企        業        局 
                  病        院        局 
 恩給二依ル国庫納金納付者報告方ノ件を廃止する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
    恩給二依ル国庫納金納付者報告方ノ件を廃止する訓令 
  恩給二依ル国庫納金納付者報告方ノ件（昭和３年熊本県訓令第４１号）は、廃止する。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第６号 

本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
各 地 方 出 先 機 関    
出 納 局    
教 育 庁 各 課    
人 事 委 員 会 事 務 局    
監 査 委 員 事 務 局    
警 察 本 部    
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労 働 委 員 会 事 務 局    
議 会 事 務 局    

熊本県用品調達規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県用品調達規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令 
 （趣旨） 
第１条 この訓令は、熊本県用品調達規則（平成２１年熊本県規則第１６号。以下「規則」

という。）に規定する帳簿及び書類の様式を定めるものとする。 
 （様式） 
第２条 規則に規定する帳簿及び書類の様式は、別表に定めるとおりとする。 
 （様式の特例） 
第３条 知事は、特別の理由があると認めるときは、前条の規定による様式の特例を定め

ることができる。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 
別表（第２条関係） 

名   称 様  式 規則の関係規定 

執行伺書 別記第１号様式 第４条及び第５条 

用品要求書 別記第２号様式 第４条及び第５条 

用品交付通知書 別記第３号様式 第４条 

用品検査及び受領依頼書 別記第４号様式 第４条 

燃料券 別記第５号様式 第６条 

集中調達除外申請書 別記第６号様式 第７条 

集中調達用品調達簿 別記第７号様式 第９条 

単価契約用品調達状況調書 別記第８号様式 第９条 

燃料券取扱用品調達状況調書 別記第９号様式 第９条 

 

印

氏名

所
属

伝票名 伝票番号 起案日 決裁日 起案者

業務区分

決裁区分

別記第１号様式（第４条及び第５条関係）
その１

執行伺書
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入札保証金
契約保証金

業種
詳細業種

入札･見積(開札)希望日
入札方法

納入期限

契約委任先

納入場所

概要

円

件名

執行伺額 円 債務負担行為額

円
説明

今回執行伺額

細節
節
目
項
款

小事業
事業

所属
会計

年度 予算区分 科目通番
配当(令達)残額 目 円

 
 

科目通番

科目通番

配当（令達）残額 目

節細節説明

今回執行伺額

所属

予算区分

事業

会計款項目

項番 科目内訳

所属

予算区分

事業

会計款項目

科目通番

配当（令達）残額 目

節細節説明

今回執行伺額

項番 科目内訳

所属

予算区分

事業

会計款項目

節細節説明

今回執行伺額

配当（令達）残額 目

その２

複数科目内訳書

項番 科目内訳

伝票番号 (単位：円)

 

執行伺内訳書（科目）
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科目通番

配当（令達）残額 目

所属

予算区分

事業

会計款項目

節細節説明

今回執行伺額

項番 科目内訳

所属

予算区分

事業

会計款項目

科目通番

節細節説明

今回執行伺額

配当（令達）残額 目

項番 科目内訳

 
 
 

納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

項番

明細コード 品名 科目通番

納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

項番

明細コード 品名 科目通番

納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

明細コード 品名 科目通番

項番

項番伝票番号 所属

複数明細内訳書

数量 予定金額

単契明細区分 グリーン購入

明細コード 品名 科目通番

その３

単価

納入場所

品質規格

納入期限 備品区分

 
 
 

執行伺内訳書（明細）
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納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

項番

明細コード 品名 科目通番

 
 
 

（単位：円）

債務負担行為額
節細節説明
執行依頼額

事業
会計款項目

予算区分
所属 科目通番
【予算情報】

納入場所
単価 数量 予定金額

単契明細区分 グリーン購入納入期限 備品区分

科目通番

品質規格

詳細業種

用品要求書

業種

伝票番号

件名

明細コード 品名
【明細情報】

別記第２号様式（第４条及び第５条関係）
その１

年　月　日

（単位：円）

入札希望日
入札方法

管理調達課長　様
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用品要求書複数科目内訳書

項番 科目内訳
伝票番号 (単位：円)

節細節説明
今回執行伺額
配当（令達）残額 目

項番 科目内訳

所属
予算区分
事業
会計款項目

節細節説明
今回執行伺額
配当（令達）残額 目

項番 科目内訳

所属
予算区分
事業
会計款項目

科目通番

節細節説明
今回執行伺額

所属
予算区分
事業
会計款項目

項番 科目内訳

配当（令達）残額 目

節細節説明
今回執行伺額
配当（令達）残額 目

項番 科目内訳

所属
予算区分
事業
会計款項目

科目通番

所属
予算区分
事業
会計款項目
節細節説明
今回執行伺額
配当（令達）残額 目

科目通番

科目通番

その２

科目通番

 
 

単価
納入場所

品質規格

納入期限 備品区分

明細コード 品名 科目通番

用品要求書複数明細内訳書

数量 予定金額

単契明細区分 グリーン購入

項番伝票番号 所属

その３

 

用品要求内訳書（科目）

用品要求内訳書（明細）
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明細コード 品名 科目通番
項番

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入
納入場所

単価 数量 予定金額

項番
明細コード 品名 科目通番

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入
納入場所

単価 数量 予定金額

項番
明細コード 品名 科目通番

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入
納入場所

単価 数量 予定金額

品名 科目通番

予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分

単価 数量
納入場所

グリーン購入

項番
明細コード

 
 
 

伝票番号

用品交付通知書

管理調達課長

年　月　日

　　　　　　　　　　　　様

別記第３号様式（第４条関係）
その１
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契約日

執行伺伝票番号 （単位：円）

入札（見積）日

明細コード

業種 詳細業種

品名

【明細情報】

科目通番

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

納入場所

単価 数量 予定金額

【予算情報】 執行伺伝票番号

予算区分

所属 科目通番

事業

会計款項目

節細節説明

執行依頼額 債務負担行為額

納入業者

（単位：円）

 

 
 

執行伺伝票番号

執行確定額

執行依頼額

科目通番

科目通番

科目通番

執行依頼額

所属

予算区分

事業

会計款項目

節細節説明

執行確定額

項番 科目内訳

執行伺伝票番号

所属

予算区分

執行依頼額

執行確定額

所属

事業

会計款項目

節細節説明

会計款項目

節細節説明

項番 科目内訳

案件番号

予算区分

事業

その２

用品交付通知書複数科目内訳書

項番 科目内訳

(単位：円)執行伺伝票番号

伝票番号

 

 
 

用品交付通知内訳書（科目）
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科目通番

科目通番

所属

予算区分

事業

会計款項目

節細節説明

執行確定額

執行依頼額

項番 科目内訳

執行伺伝票番号

所属

予算区分

執行依頼額

事業

会計款項目

節細節説明

執行確定額

項番 科目内訳

執行伺伝票番号

 
 

案件番号 伝票番号

納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

項番

科目通番明細コード 品名

伝票番号

納入場所

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分 グリーン購入

項番

明細コード 品名 科目通番

伝票番号

伝票番号 所属

品質規格

納入期限 備品区分

納入場所

単価 数量 予定金額

単契明細区分 グリーン購入

明細コード 品名 科目通番

項番

伝票番号 所属

用品交付通知書明細内訳書

単契明細区分 グリーン購入

科目通番

項番

備品区分

単価

納入場所

数量 予定金額

その３

所属

明細コード 品名

品質規格

納入期限

所属

 

用品交付通知内訳書（明細）
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所属

納入場所

グリーン購入

項番

明細コード

単価 数量 予定金額

品質規格

納入期限 備品区分 単契明細区分

品名 科目通番

伝票番号

 
 

別記第４号様式(第４条関係) 

 その１  

用 品 検 査 及 び 受 領 依 頼 書 

年  月  日 

主 務 課 の 長 

          様 

主 務 課 の 長        

 

 

 貴所に納入(納入期日  月  日)させるものとして管理調達課に要求した次の用品

について、現品検査のうえ受領してください。 

品 名 品 質 規 格 単価 数量 価 格 納入業者名 
国庫補助の
有無及び耐
用 年 数

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 上記の用品を検査し、受領しました。 
検 査
受領年月日

年  月  日 
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検 査 員
職 氏 名

印 

立 会 人
職 氏 名

   

備品出納簿登記済 印 

 

 
 

 

 その２ 

用 品 検 査 及 び 受 領 書 

年  月  日 

主 務 課 の 長 

          様 

主 務 課 の 長        

 

 

 次の物品を受領しました。 

品 名 品 質 規 格 単価 数量 価 格 納入業者名 
国庫補助の
有無及び耐
用 年 数

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 
検 査
受領年月日

年  月  日 

検 査 員
職 氏 名

印 
 

立 会 人
職 氏 名
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別記 様式（第６条関係）第５号

燃料券
冊№ 頁№

発行

月 日年

熊給油日付

氏名 印出納員
給油所ＳＳコード

本車両№

所属コード

区分 コード 給 油 品 名 数量(㍑) 県

所属長氏名

印

 

 
 

別記第６号様式(第７条関係) 

集中調達除外申請書 

 

第   号  

年  月  日  

 

 管理調達課長 様 

 

主務課の長        

 

 

 次のとおり用品の直接購入を希望しますので、熊本県用品調達規則第７条第１項の規定

により集中調達から除外されるよう申請します。 

記  

品    名  

品 質 規 格 

 

 

 

納 入 期 限  
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予算科目（節） 

及び予算額 
予算科目（節）：          予算額：     千円

除外申請理由  

備考 

１ 予算額欄には、当該用品の購入に係る予算額を記載すること。 

２ 除外申請理由欄には、除外申請理由を具体的に記載すること。  

 

 申請のことについては、 

      年  月  日 

                  管理調達課長     印 

 

 

承認する。 

承認しない。 
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熊本県訓令第７号 

本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
各  地  方  出  先  機  関    
出        納        局    
教 育 庁 各 課    
人 事 委 員 会 事 務 局    
監 査 委 員 事 務 局    
警 察 本 部    
労 働 委 員 会 事 務 局    
議 会 事 務 局    

 熊本県物品取扱規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令の一部を改正する訓令
を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県物品取扱規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令の一部を改正する 
   訓令 
 熊本県物品取扱規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令（昭和６０年熊本県訓
令第３号）の一部を次のように改正する。 
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第２条中「別表第１」を「別表」に改め、同条ただし書を削る。 
別表第２を削り、別表第１を別表とする。 
別記第５号様式を次のように改める。 
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 別記第６号様式及び別記第７号様式中「分類コード」を「明細コード」に、「整理番号」
を「備品番号」に改める。 
 別記第９号様式及び別記第１０号様式を次のように改める。 
 

別記第9号様式 

 その1 

物 品 需 要 伝 票 

物品管理者 
課長（係

長） 
請求者 請求年月日 年 月 日 

出納員 

（会計職

員） 

   交付年月日 年 月 日  

品    名 数量 備    考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

摘要 

  

 備考 出納員（会計職員）は、物品管理者から通知があった場合において適当と認める

ときは、押印のうえ払出しをすること。 
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 その2 

(郵便切手類) 需 要 伝 票 

物品管理者 
課長（係

長） 
請求者 請求年月日 年 月 日 出納員 

   交付年月日 年 月 日  

種    別 単価 数量 金額 摘    要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計     

                              郵便等確認印 

備考 

  1 種別欄は、普通、書留、速達、小包、配達証明、不動産売買契約等を記入するこ

と。 

  2 単価欄は、単価の異なるごとに別行とすること。 

  3 摘要欄は、送付先、契約先等を必要に応じ記載すること。 

  4 郵便等確認印は、交付担当者が郵便物や契約書等を確認し、押印すること。 
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別記第10号様式 

 その1    

物 品 保 管 転 換 送 付 書 

年  月  日 

 物品管理者 

           様 

物品管理者               

 次の物品を保管転換します。 

番号 明細コード及び品名 備品番号 取得金額 取得日
国庫補助の有無

及び耐用年数 
備考 
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 その2    

物 品 保 管 転 換 受 領 書  

年  月  日 

 物品管理者 

           様 

物品管理者               

 次の物品を受領しました。 

番号 明細コード及び品名 備品番号 取得金額 取得日
国庫補助の有無

及び耐用年数 
備考 
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 別記第１３号様式を次のように改める。 
 

別記第13号様式 
 

県  

品 名  

備 品 番 号  

所属名  

配置場所  

  
 別記第１４号様式中「旧分類コード」を「旧明細コード」に、「新分類コード」を「新
明細コード」に、「旧整理番号」を「旧備品番号」に、「新整理番号」を「新備品番号」
に改める。 
                                     
 別記第１５号様式及び別記第１６号様式中「分類コード」を「明細コード」に、 
 
を    に改める。 
  
 別記第１９号様式を次のように改める。 
 

 
 
 

「整理 

 番号」 
「備品 

  番号」 
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 別記第２４号様式及び別記第２５号様式を次のように改める。 
 

 
 
 

 
 
 別記第２６号様式から別記第３４号様式までを削る。 
   附 則 
１ この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ この訓令の施行の際現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、所要の補正を 
 して使用することができる。 

 
 
熊本県訓令第８号 

本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
各  地  方  出  先  機  関    
出 納 局 
教 育 庁 各 課    
人 事 委 員 会 事 務 局    
監  査  委  員  事  務  局    
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警     察     本     部    
労 働 委 員 会 事 務 局 
議 会 事 務 局    

  熊本県会計規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令の一部を改正する訓令を次
のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県会計規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令の一部を改正する訓令 
 熊本県会計規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める訓令（昭和６０年熊本県訓令第
２号）の一部を次のように改正する。 
  別記第３号様式から別記第５号様式までを次のように改める。 

 別記第 3 号様式 
 
  その 1（債務者及び納期限がともに単独の場合に使用） 
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  備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 4 番とする。 
 

その （債務者が単独で納期限が複数の場合に使用）2

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4
別紙収入調定内訳書を添付すること。2  
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別紙

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
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その （債務者が複数で納期限が単独の場合に使用）3
 

 

  備考 1 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 4 番とする。 
     2 別紙収入調定内訳書を添付すること。 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 66 

別紙

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  

 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 67 

その （調定額を変更する場合に使用）4

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 68 

その （複数債務者の調定額を変更する場合に使用）5

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4
別紙収入調定内訳書を添付すること。2

 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 69 

別紙

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 70 

その （複数納期限の調定額を変更する場合に使用）6

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4
別紙収入調定内訳書を添付すること。2

 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 71 

別紙

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4

 
 
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 72 

別記第 号様式4

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  
別記第 号様式5

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 73 

 別記第８号様式及び別記第９号様式を次のように改める。 
別記第 号様式8

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  

別記第 号様式9

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 74 

 別記第１１号様式から別記第１３号様式までを次のように改める。      

別記第 号様式11

 

備考 教示については、本督促が地方自治法第 条の 第 項による場合に231 3 1

、 、は該当に 同法施行令第 条による場合には非該当にチェックを入れて171

発送すること。

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 75 

別記第 号様式12

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

納入義務者が複数の場合には、別紙内訳書を添付すること。2
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 76 

別紙

 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 77 

別記第 号様式13

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 78 

 別記第１６号様式から別記第２２号様式までを次のように改める。      

別記第 号様式16

その１

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 79 

2その

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

別紙戻出決定内訳書を添付すること。2
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 80 

別紙

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
 

 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 81 

別記第 号様式17

その （歳入更正）1

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 82 

その （歳出更正）2

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

更正が複数となる場合には、別紙内訳書を添付すること。2
 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 83 

別紙

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 84 

別記第 号様式18

備考 用紙の大きさは、いずれも日本工業規格に定めるＡ列 番とする。4  

 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 85 

別記第 号様式19

その１

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

債権者及び科目が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2
 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 86 

1別紙

 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 87 

2別紙

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 88 

別記第 号様式19
その２（物品調達の場合に使用）  

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4
科目及び明細が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2

 
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 89 

1別紙  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 90 

2別紙  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 91 

別記第 号様式20

その１

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

債権者及び科目が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2
 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 92 

1別紙

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 93 

2別紙

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 94 

その （公金振替の場合に使用）2

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

科目が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 95 

1別紙

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 96 

2別紙

 

 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 97 

別記第 号様式21

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

科目が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2
 

 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 98 

別紙  

 

 
 
 
 



 平成 21 年 3 月 31 日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 99 

別記第 号様式22

 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 100 

 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 101 

 別記第２６号様式から別記第２９号様式までを次のように改める。      

別記第 号様式26

 
 

 

 
 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 102 

別記第 号様式27
 

 

 

 

 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 103 

 

 

 
 

別記第２８号様式

その１（送金先が県内の場合に使用 ））

表

送 金 通 知 書県内用

送金通知書 年度 現金支払 熊本県指定金融機関

番 号 年度 金融機関 (名 称)

円金 額

〒 ただし

住 所 上記の金額を(名 称)の本店又は支店か

らお受け取りください。

なお、お受け取りにあたっては、裏面

氏 名 の注意事項をお読みください。

様

年 月 日

熊本県会計管理者 印

裏

注 意 事 項

1 現金は、本人又は代理人が受け取ることができます。

なお、代理人による受取の場合は、本人が委任状の欄に必要事項を記入し押印してください。

2 領収書の欄に現金を受け取られる方（本人又は代理人）の住所及び氏名を記入し押印してください。

なお、印紙税法の規定により収入印紙が必要な場合（法人の営業に関するもので受領額が３万円以上の場合）は、

収入印紙貼付欄に貼付して消印してください。

3 銀行窓口で現金を受け取られる方の身分証明書（運転免許証、健康保険証等）を提示してください。

4 この通知書を亡失したり汚損したときは、請求書を提出された熊本県の各課又は各地域振興局等に再発行を申し出

てください。

5 発行の日から1年を過ぎますとこの通知書では支払できませんので、なるべく早くお受け取りください。

委 任 状 領 収 書

表記金額の受領に関する一切を に 収入印紙貼付欄 表記の金額を領収しました。

（代理人名）

委任しました。

年 月 日

年 月 日

住 所 受領者 住 所

本人 （本人又は代理人）

氏 名 印 氏 名 印



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 104 

 

別記第29号様式

送 金 通 知 書 再 発 行 願

年 月 日

熊本県会計管理者 様

住 所

氏 名 印

下記のとおり送金通知書を したので、再発行してください。
亡失

汚損

記

年 度 年度 発 行 日 年 月 日

支 払 所 属 金 額

送金通知書番号

住 所

債 権 者

氏 名

再発行の理由

上記の送金通知書に係る金額については、支払未済であることを証明します。

年 月 日

熊本県指定金融機関

印

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるA列4番とする。

記



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 105 

 別記第３１号様式を次のように改める。      

別記第 号様式31

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

、 。2 返納義務者及び科目が複数の場合は 別紙内訳書を添付すること

 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 106 

1別紙  

 
 
 
 
 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 107 

2別紙  

 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 108 

その （公金振替の場合に使用）2

備考 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ列 番とする。1 4

科目が複数の場合は、別紙内訳書を添付すること。2

 
 
 
 
 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 109 

1別紙

 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 110 

2別紙  

 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 111 

  別記第４３号様式を次のように改める。 
 
別記第 号様式43  

 
 
  別記第５２号様式を次のように改める。 
別記第 号様式52  

 
 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 112 

熊本県訓令第９号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター）    
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県東京事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県東京事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県東京事務所処務規程（昭和２７年熊本県訓令第１６３８号）の一部を次のように
改正する。 
  第２条第２項を削る。 
 第３条第１項第６号中「本庁各部課（総室・室・センター）、企業局、病院局及び教育
長の所管に属する事項につき、」を削り、同項に次の１号を加える。 
 （１４） ふるさとくまもと応援寄附金に関すること。 
     附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１０号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県保健所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県保健所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県保健所処務規程（昭和２９年熊本県訓令第３３号の２）の一部を次のように改正
する。 
  第３条ただし書を削る。 
  第３条総務企画課の項中第８号から第１３号までを削り、第７号を第１３号とし、第６
号を第９号とし、同号の次に次の３号を加える。 
 （１０） 地域医療対策に関すること。 
 （１１） 地域保健医療推進協議会に関すること。 
 （１２） 健康危機管理に係る調整及び他課に属しない健康危機管理に関すること。 
 第３条総務企画課の項中第５号を第８号とし、第４号を第７号とし、第３号の次に次の
３号を加える。 
  (４) 衛生関係の広報及び衛生教育に関すること。 
  (５) 人口動態統計及び保健統計に関すること。 
  (６) 地域保健に係る情報管理、調査研究、企画調整、市町村支援・連絡調整・教育研
修及び各種相談に関すること。 
  第３条衛生環境課の項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第７号までを
１号ずつ繰り上げ、第６号の次に次の１号を加える。 
 （７） 温泉に関すること。 
  第３条衛生環境課の項中第２１号及び第２２号を削り、第２０号を第２２号とし、第１
５号から第１９号までを２号ずつ繰り下げ、第１４号の次に次の２号を加える。 
 （１５） 建築物の衛生管理に関すること。 
 （１６） 遊泳用プールに関すること。 
  第３条保健予防課の項中第１８号及び第１９号を削り、第１７号を第１９号とし、第１
６号を第１８号とし、第１５号を削り、同項第１４号中「検査」の次に「（試験検査課の
項第２号に規定するものを除く｡)」を、「関すること」の次に「（有明保健所、八代保健 
所及び天草保健所を除く。）」を加え、同号を同項第１７号とし、同項中第１３号を削り、 
第１２号を第１６号とし、第１１号を第１５号とし、第１０号を第１３号とし、同号の次
に次の１号を加える。 
 （１４） 原子爆弾被爆者の援護に関すること。 
  第３条保健予防課の項中第９号を第１２号とし、第８号を第１１号とし、第７号を第１
０号とし、第６号を削り、第５号を第９号とし、第２号から第４号までを４号ずつ繰り下
げ、第１号の次に次の４号を加える。 
 （２） 障害者の自立支援給付に係る障害程度区分認定の技術的支援等に関すること。 
 （３） 保健師、助産師及び看護師に関すること。 
 （４） へき地保健医療に関すること。 
 （５） 国民健康保険に関すること（保健事業に係るものに限る。）。 
  第３条保健予防課の項中第２０号を第２１号とし、第１９号の次に次の１号を加える。 
 （２０） 水俣病被認定者家庭療養指導に関すること（水俣保健所及び天草保健所に限 
  る。）。 
  第３条試験検査課の項第１号中「に関すること」の次に「（有明保健所、八代保健所及
び天草保健所に限る。）」を加え、同項第２号を次のように改める。 
 （２） 衛生上の各種試験及び検査のうち高度な又は広域的に処理することを相当とする 
    ものに関すること（有明保健所にあっては有明保健所、山鹿保健所、菊池保健所及び 
    阿蘇保健所、八代保健所にあっては八代保健所、御船保健所、宇城保健所、人吉保健 
    所及び水俣保健所が管轄する区域に係る事務を含む。）。 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 113 

 第３条試験検査課の項に次の１号を加える。 
 （３） 前号に規定する各種試験及び検査の依頼の受付に関すること。 
     附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１１号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県保健環境科学研究所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県保健環境科学研究所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県保健環境科学研究所処務規程（昭和２９年熊本県訓令第１００１号）の一部を次
のように改正する。 
  第２条第２項を削る。 
 第３条中「、部及び室」を「及び部」に改め、同条水質科学部の項に次の１号を加える。 
  (４) 地下水に関する水質環境に係る試験検査及び調査研究に関すること。 
 第３条水質科学部地下水科学室の項を削る。 
 第６条中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第１７号までを１号 
ずつ繰り上げ、同条第１８号中「前５号」を「第１３号から前号まで」に改め、同号を同 
条第１７号とし、同条中第１９号を第１８号とし、第２０号を第１９号とする。  
      附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１２号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
  熊本県家畜保健衛生所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県家畜保健衛生所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県家畜保健衛生所処務規程（昭和３１年熊本県訓令第４３３号）の一部を次のよう
に改正する。 
  第２条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号の前に
次の１号を加える。 
  (１) 総務課（中央家畜保健衛生所に限る。) 
  第３条第４項中「第７７条第１項」を「第７６条の３」に改める。 
 第５条第４号中「関すること」の次に「（城北家畜保健衛生所及び阿蘇家畜保健衛生所
を除く。）」を加える。 
 第６条中第１２号から第１８号までを削り、第１９号を第１２号とし、第２０号から第
２２号までを７号ずつ繰り上げ、同条第２３号中「再発行」を「再交付」に改め、同号を
同条第１６号とし、同条中第２４号を第１７号とし、第２５号を第１８号とし、同条に次
の２項を加える。 
２ 中央家畜保健衛生所長、城南家畜保健衛生所長及び天草家畜保健衛生所長は、前項各 
 号に規定する専決事項のほか、次の事項を専決するものとする。 
 (１) 光熱水費、複写器使用料及び電話料の支出負担行為をすること。 
 (２) ４００万円未満の支出負担行為（リース契約に限る。）をすること。 
 (３) １，０００万円未満の支出負担行為（測量、調査、試験及び設計の委託以外の委 
  託に限る。）をすること。 
 (４) ２００万円未満の支出負担行為（物品の購入及び修繕に限る。）をすること。 
 (５) １００万円未満の支出負担行為（前各号に定めるものを除く。）をすること。 
 (６) 熊本県会計規則（昭和６０年熊本県規則第１１号）第７条第４項の規定に基づく 
  会計職員の任免に関すること。 
３ 城北家畜保健衛生所及び阿蘇家畜保健衛生所に係る前項各号に規定する専決事項につ 
 いては、中央家畜保健衛生所長が専決するものとする。 
 第７条中「衛生課長」を「中央家畜保健衛生所にあっては総務課長が、中央家畜保健衛
生所以外の衛生所にあっては衛生課長」に改める。 
   附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１３号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県産業技術センター処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
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  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県産業技術センター処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県産業技術センター処務規程（昭和３１年熊本県訓令第１２４８号）の一部を次の
ように改正する。 
 第２条中「次の部」を「次の室」に改め、同条各号を次のように改める。 
 （１） 総務企画室 
 （２） ものづくり室 
 （３） 材料・地域資源室 
 （４） 食品加工室 
 （５） 計量検定室 
 第３条第３項中「各部」を「各室」に、「部長」を「室長」に改め、同条第４項中「部
長」を「室長」に改める。 
 第４条中「各部」を「各室」に改め、同条総務企画部の項中「総務企画部」を「総務企
画室」に改め、同項第１１号中「他部」を「他室」に改め、同号を同項第１２号とし、同
項第１０号の次に次の１号を加える。 
 （１１） 技術情報の収集及び提供並びに技術交流に関すること。 
  第４条情報デザイン部の項中「情報デザイン部」を「ものづくり室」に改め、同項第１
号中「技術情報の収集及び提供並びに技術交流」を「情報技術の試験研究及び指導」に改
め、同項に次の３号を加える。 
 （３） 生産加工技術の試験研究及び指導に関すること。 
 （４） 生産管理技術の試験研究及び指導に関すること。 
 （５） 電子技術の試験研究及び指導に関すること。 
  第４条生産技術部の項中「生産技術部」を「材料・地域資源室」に改め、同項第１号中
「生産加工技術」を「工業材料技術」に改め、同項第２号中「生産管理技術」を「地域資
源」に改め、同条電子部の項を削り、同条微生物応用部の項中「微生物応用部」を「食品
加工室」に改め、同項第２号中「農林水産物等の高度な加工及び流通技術に係る」を「加
工及び流通技術の」に改め、同項に次の２号を加える。 
 （３） 県産農産物等の加工及び流通技術の試験研究及び技術指導並びに研修に関するこ 
  と。 
 （４） 県産農産物等を利用した製品開発の企画及び総合調整に関すること。 
  第４条材料開発部の項を削り、同条計量検定部の項中「計量検定部」を「計量検定室」
に改め、同条農産加工部の項を削る。 
 第５条第３項中「計量検定部長」を「計量検定室長」に改め、同項第２号中「部長」を
「室長」に改める。 
 第６条第２項中「総務企画部長」を「総務企画室長」に改める。 
 第７条第２項及び第３項中「計量検定部」を「計量検定室」に改める。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１４号                     
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県公印規程の一部を改正する訓令 
  熊本県公印規程（昭和３２年熊本県訓令甲第２０号）の一部を次のように改正する。 
  別表第１中第４３の項を第４４の項とし、第４０の項から第４２の項までを１項ずつ繰 
り下げ、同表第３９の項中「産業技術センター計量検定部」を「産業技術センター計量検
定室」に、「産業技術センター計量検定部長」を「産業技術センター計量検定室長」に改
め、同項を同表第４０の項とし、同表中第３８の項を第３９の項とし、第３４の項から第
３７の項までを１項ずつ繰り下げ、同表第３３の項中「農業振興課」を「農業普及・振興
課」に、「農業振興課長」を「農業普及・振興課長」に改め、同項を同表第３４の項とし、
同表中第３２の項を第３３の項とし、第２７の項から第３１の項までを１項ずつ繰り下げ、 
第２６の項の次に次の１項を加える。                                       
２７ 

 

熊本県商工観光労

働部観光経済交流

局長印 

方２１ 

 

一般文書用  熊本県商工観光労働 

部観光経済交流局 
 私学文書課長 

  

  別表第２中４３を４４とし、４０から４２までを１ずつ繰り下げ、同表３９中「計量検
定部専用」を「計量検定室専用」に改め、３９を４０とし、３８を３９とし、２７から３
７までを１ずつ繰り下げ、２６の次に次のように加える。 
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        ２７ 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 別表第３に次のように加える。 
 １２  熊本県歳入徴収者  方１５  本庁各課（総室・室・センター） 

 各種委員会 
 地方出先機関 

 私学文書課長

 １３  熊本県支出命令者  方１５  本庁各課（総室・室・センター） 
 各種委員会 
 地方出先機関 

 私学文書課長

  別表第４に次のように加える。 
       １２              １３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１５号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県立職業能力開発校処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県立職業能力開発校処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県立職業能力開発校処務規程（昭和３３年熊本県訓令甲第３３号）の一部を次のよ
うに改正する。 
 第７条第２項中「であるとき」の次に「又は置かれていないとき」を加える。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１６号                     
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県文書規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県文書規程の一部を改正する訓令 
  熊本県文書規程（昭和３４年熊本県訓令甲第１９号）の一部を次のように改正する。 
  第９条第１項中「川辺川ダム対策監名」を「観光経済交流局長名」に改め、第１８条中
第１０号を第１１号とし、同条第９号中「副室長」の次に「、知事秘書」を「「副室長」」
の次に「、「知事秘書」」を加え、同号を同条第１０号とし、同条第８号中「環境政策監、
消費生活政策監」を「政策調整監、環境政策監」に改め、同号を同条第９号とし、同条中
第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 
 (７） 観光経済交流局長限りで決裁するもの「観経交局長」 
  第２６条第７項中「危機管理監」の次に「、観光経済交流局長」を、「副総室（室）長」
の次に「、知事秘書」を加える。 
 第２８条第２号中「危機管理監」の次に「、観光経済交流局長」を、「副総室（室）長」
の次に「、知事秘書」を加える。 
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  別表第１の１本庁の項中「企画課 企」を「企画調整課 企調」に改め、「行政経営課 
 行経」を削り、「男女共同参画・パートナーシップ推進課 男女パ推」を「男女参画・
協働推進課 男女協」に改め、「国際課 国際」を削り、 
「人権同和対策課 人同対  
                          を「人権同和政策課 人同政」に改め、「観光物産総室 観 
 人権センター 人権セ 」  
                              「労働雇用総室 労雇 
物」を削り、「労働雇用総室 労雇」を 観光交流国際課 観交国     に、 
                   くまもとブランド推進課 くブ推」     
「農業経営課 農経」を「農村・担い手支援課 農担支」に改め、「新幹線都市整備課  
                                        「農業振興課 宇城農振 
新都」を削り、同表の２地方出先機関の項中                           を「農業普及 
                                          農業普及指導課 宇城農普」 
・振興課 宇城農普振」に、「企画調査課 宇城企調」を「技術管理課 宇城技管」に、 
「農業振興課 玉名農振 
                           を「農業普及・振興課 玉名農普振」に、「企画調査課 
  農業普及指導課 玉名農普」 
                                          「農業振興課 鹿本農振 
 玉名企調」を「技術管理課 玉名技管」に、                           を「農業普 
                                            農業普及指導課 鹿本農普」 
及・振興課 鹿本農普振」に、「企画調査課 鹿本企調」を「技術管理課 鹿本技管」に、 
 
  「農業振興課  菊池農振 
                             を「農業普及・振興課 菊池農普振」に、「企画調査課 
   農業普及指導課  菊池農普」                             
                                          「農業振興課 阿蘇農振 
 菊池企調」を「技術管理課 菊池技管」に、                            を「農業普 
                                           農業普及指導課 阿蘇農普」 
及・振興課 阿蘇農普振」に、「企画調査課 阿蘇企調」を「技術管理課 阿蘇技管」に、 
 
  「農業振興課 上益城農振 
                              を「農業普及・振興課 上益城農普振」に、「企画調 
    農業普及指導課 上益城農普」 
査課 上益城企調」を「技術管理課 上益城技管」に、            
「農業振興課 八代農振 
                            を「農業普及・振興課 八代農普振」に、「企画調査景観 
  農業普及指導課 八代農普」                         
                         「農業振興課 芦北農振 
課 八代企調景」を「技術管理景観課 八代技景」に、                            を 
                                                    農業普及指導課 芦北農普」 
「農業普及・振興課 芦北農普振」に、「企画調査景観課 芦北企調」を「技術管理景観 
                  「農業振興課 球磨農振 
課 芦北技景」に、                            を「農業普及・振興課 球磨農普振」 
                    農業普及指導課 球磨農普」 
に、「企画調査課 球磨企調」を「技術管理課 球磨技管」に、 
「農業振興課 天草農振 
                            を「農業普及・振興課 天草農普振」に、「企画調査課 
  農業普及指導課 天草農普」 
天草企調」を「技術管理課 天草技管」に改め、「熊本県立保育大学校 保大」を削る。 
 別表第２  第一種の項１２号中「行政文書で」の次に「特に」を加える。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１７号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県庁処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県庁処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令甲第２９号）の一部を次のように改正する。 
 第４条中第１５項を削り、第１４項を第１５項とし、第１３項を第１４項とし、第１２
項を第１３項とし、同条第１１項中「、消費生活政策監」を削り、同項を同条第１２項と
し、同条中第１０項を第１１項とし、同条第９項中「、川辺川ダム対策監」を削り、同項
を同条第１０項とし、同条中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、同条第６項中 
「首席総務審議員」の次に「、知事秘書、政策調整監」を加え、同項を同条第７項とし、
同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次

「人権同和対策課 人同対 

 人権センター 人権セ 」

｢農業振興課 宇城農振 

 農業普及指導課 宇城農普」

「農業振興課 玉名農振 
  農業普及指導課 玉名農普」 

「農業振興課 鹿本農振 

 農業普及指導課 鹿本農普」 

「農業振興課  菊池農振 

 農業普及指導課  菊池農普」

「農業振興課 阿蘇農振 

 農業普及指導課 阿蘇農普」

「農業振興課 上益城農振 

  農業普及指導課 上益城農普」

「農業振興課 八代農振 
   農業普及指導課 八代農普」 

「農業振興課 芦北農振 
   農業普及指導課 芦北農普」

「農業振興課 天草農振 
   農業普及指導課 天草農普」 

「農業振興課 球磨農振

   農業普及指導課 球磨農普」
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の１項を加える。 
３ 部に置く局（以下「部内局」という。）に局長（以下「部内局長」という。）を置く。 
 第５条中第４４項を削り、第４３項を第４４項とし、第２４項から第４２項までを１項
ずつ繰り下げ、第２３項を削り、第２２項を第２４項とし、第１２項から第２１項までを
２項ずつ繰り下げ、第１１項を削り、第１０項を第１３項とし、第９項を第１２項とし、
同条第８項中「首席総務審議員」の次に「、知事秘書、政策調整監」を加え、同項を同条
第９項とし、同項の次に次の２項を加える。 
１０ 知事秘書は、上司の命を受け、知事秘書に関する事務を掌理し、及び上司が命じる 
 特命事項を処理する。 
１１ 政策調整監は、上司の命を受け、県政の重要課題に係る総合調整に関する事務を掌 
 理し、及び上司が命じる特命事項を処理する。 
 第５条中第７項を第８項とし、第３項から第６項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次
に次の１項を加える。 
３ 部内局長は、上司の命を受け、部内局務を掌理する。 
 第８条中第３項を第５項とし、同条第２項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同
項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 
４ 第１項本文の規定にかかわらず、別表第２の１支出負担行為以外の共通専決事項中の 
 部（局）長専決事項のうち、あらかじめ部（局）長が指定した事項については、部内局 
 長が専決することができる。 
 第８条第１項の次に次の１項を加える。 
２ 前項本文の規定にかかわらず、部内局長が掌理する部内局務に係る別表第２の適用に 
 当たっては、同表中「部（局）次長専決事項」とあるのは、「部内局長専決事項」と読 
 み替えるものとする。 
 第９条第３項中「第５条第４項」を「第５条第５項」に改め、同項を同条第５項とし、
同条第２項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に
次の１項を加える。 
４  第１項本文の規定にかかわらず、別表第３中の部（局）長専決事項のうち、あらかじ 
 め部（局）長が指定した事項については、部内局長が専決することができる。 
 第９条第１項の次に次の１項を加える。 
２ 前項本文の規定にかかわらず、部内局長が掌理する部内局務に係る別表第３の適用に 
 当たっては、同表中「部（局）次長専決事項」とあるのは、「部内局長専決事項」と読 
 み替えるものとする。 
 第１５条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 
３ 前１項前段の規定にかかわらず、部内局務の部長専決事項について、部長が不在であ 
 るときは、部内局長がその事項を代決することができる。この場合において、部内局長 
 が不在であるときは、その事項の所管課長がその事項を代決することできる。 
 第１５条の２中「部（局）次長」の次に「及び部内局長」を加える。 

「 「

総務事務セ 総務事務セ

ンター ンター

別表第１総務部の項中 を 」に

行政経営課

」

、「男女共同参画・パートナーシップ推進課」を「男女参画・協働推進課」に改め、

「 「

文化企画課 文化企画課

同表地域振興部の項中 を 」に改

国際課

」

め、

「 「
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「 「

人権同和対 人権同和政

策課 策課

同表環境生活部の項中 を 」に改

人権センタ

ー

」  
め、同表商工観光労働部の項を次のように改める。 
 

 商工政策課  

 産業支援課  

 経営金融課  

 企業立地課  

 

商工観光労働部 

 労働雇用総室  

 観光交流国際課   
観 光 経 済

交流局 
 くまもとブランド推進課  

  別表第１農林水産部の項中「農業経営課」を「農村・担い手支援課」に改め、 

「 「

土木技術管理 技術指導係 土木技術管

同表土木部の項中 室 を 理室 に、

技術管理係

」 」

「 「

河川課 計画調査係 河川課 計画調査係

管理係 管理係

河川係 を 河川係 に、

開発係 防災係

防災係

」 」
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「 「

都市計画課 計画調整係 都市計画課 計画調整係

街路係 街路係

市街地開発係 を 市街地開発係 に改める。

」

新幹線都市

整備課

」  

  別表第２の１支出負担行為以外の共通専決事項の課（総室・室・センター）長専決事項
の欄第２０号中「、免許証」を削る。 
 別表第３総合政策局企画課の項中「企画課」を「企画調整課」に改め、同表同局同課の
項第１項分掌事務の欄中「企画及び調査研究」を「企画、総合調整及び調査研究」に改め、
同表同局同課の項中第６項及び第７項を削り、第８項を第７項とし、第５項を第６項とし、
第４項を第５項とし、同表同局同課の項第３項分掌事務の欄中「知事会、九州地方行政連
絡会議及び九州地方開発推進協議会」を「知事会等」に改め、同項を同表同局同課の項第
４項とし、同表同局同課の項第２項分掌事務の欄中「及び進行管理」を「、進行管理及び
政策評価」に改め、同項を同表同局同課の項第３項とし、同表同局同課の項第１項の次に 
次の１項を加える。 

2 庁議に関 1 庁議を開

すること。 催すること。
 

 別表第３総合政策局秘書課の項中第６項を削り、同表総務部人事課の項第１項知事決裁
事項の欄中「第３号」を「第４号」に改め、「任免（」の次に、「兼務に関すること及び」
を加え、同項部（局）長専決事項の欄中第８号を第９号とし、第３号から第７号までを１
号ずつ繰り下げ、同項同欄第２号中「第３号」を「第４号」に改め、同号を同項同欄第３
号とし、同項同欄第１号中「第３号」を「第４号」に改め、同号を同項同欄第２号とし、
同号の前に次の１号を加える。 
 １ 職員（部（局）長専決事項の欄第４号に規定する技能労務職員を除く。）の任免の 
  うち兼務に関すること。 
  別表第３総務部人事課の項第２項分掌事務の欄中「(計算に関することを含む。)」を削 
り、同表同部総務事務センターの項中第４項から第９項までを次のように改める。 

4 旅費の計算に

関すること。          

5 旅費事務に係

る電子計算組織

を利用して行う

旅行申請に係る

旅費額の確認事

務等旅費（熊本

県選挙管理委員

会、熊本県人事

委員会事務局、

熊本県監査委員

事務局、熊本県

労働委員会事務

局、熊本県有明

海区漁業調整委

員会、天草不知

火海区漁業調整

委員会、熊本県

内水面漁場管理

委員会及び熊本

県収用委員会に

   
1 旅費事務に係

る電子計算組織

で作成された電

磁的記録により

処理される支出

命令に関するこ

と。 
2 熊本県職員等

の旅費に関する

条例（昭和27年熊

本県条例第31号）

第31条第3項の規

定による旅費の

調整（同項の規定

の例によるもの

を含む。）に関す

ること。 
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係るものを含

む。）事務の集

中処理に関する

こと。 

6 職員（熊本県選

挙管理委員会、

熊本県人事委員

会事務局、熊本

県監査委員事務

局、熊本県労働

委員会事務局、

熊本県有明海区

漁業調整委員

会、天草不知火

海区漁業調整委

員会及び熊本県

内水面漁場管理

委員会の職員を

含む。）の自家

用車による公務

出張に関する取

扱要領（任命権

者が知事に協議

して定めるもの

に限る。）に基

づく自家用車の

登録に係る事務

の集中処理に関

すること。 

      

7 地方公務員法

第２２条第２項

の規定に基づき

任用された臨時

職員（職員の産

前休暇及び産後

休暇に伴う代替

臨時職員（以下

「産前産後代替

臨時職員とい

う。）を除く。）

又は地方公務員

法第３条第３項

第３号の規定に

より任用された

非常勤職員（い

ずれも熊本県選

挙管理委員会、

熊本県人事委員

会事務局、熊本

県監査委員事務

局及び熊本県労

働委員会事務局

に任用された者

   
1 賃金及び報酬

の支払に関する

こと。 
2 賃金及び報酬

に係る年末調整

並びに源泉徴収

票の発行に関す

ること。 
3 社会保険資格

の得喪等の手続

及び保険料の支

払に関すること。 
4 雇用保険資格

の得喪等の手続、

保険料の支払及

び離職票の発行

に関すること。 
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を含み、熊本県

内所在公署以外

の公署に勤務す

る者を除く。）

の賃金又は報酬

並びに社会保険

及び労働保険の

集中処理に関す

ること。 
8 地方公務員法

第２２条第２項

の規定に基づき

任用された臨時

職員（産前産後

代替臨時職員に

限る。）及び地

方公務員の育児

休業等に関する

法律第６条第１

項第２号の規定

に基づき任用さ

れた臨時職員

（いずれも熊本

県選挙管理委員

会、熊本県人事

委員会事務局、

熊本県監査委員

事務局及び熊本

県労働委員会事

務局に任用され

たものを含み、

熊本県内所在公

署以外の公署に

勤務する者を除

く。）の社会保

険及び労働保険

の集中処理に関

すること。 

   
1 社会保険資格

の得喪等の手続

及び保険料の支

払に関すること。 
2 雇用保険資格

の得喪等の手続、

保険料の支払及

び離職票の発行

に関すること。 

  

9  地方公務員法

第２８条の４第

１項の規定に基

づき任用された

再任用職員（熊

本県選挙管理委

員会、熊本県人

事委員会事務

局、熊本県監査

委員事務局及び

熊本県労働委員

会事務局に任用

されたものを含

み、熊本県内所

在公署以外の公

   
1 雇用保険資格

の得喪等の手続、

保険料の支払及

び離職票の発行

に関すること。 
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署に勤務する者

を除く。）の雇

用保険の集中処

理に関するこ

と。 
 別表第３総務部総務事務センターの項に次の２項を加える。 

10  職員の児童手当

に関すること。    
1 児童手当法(昭

和46年法律第73

号)第7条第1項、

第8条、第14条及

び第17条の規定

に基づく児童手

当の認定及び支

給並びに不正利

得の徴収をする

こと。 
2 同法第26条第2

項の規定に基づ

く届出等を処理

すること。 
3 同法第29条の規

定に基づく報告

をすること。 

  

11  職員厚生室に関

すること。       

(1)  職員の健

康支援に関す

ること。 

1 職員の心とか 

らだの健康づく

り指針等を策定

すること。 

1 職員の健康管 

理等の推進に関

すること。 

 

 
1 職員の心身に 

係る予防、相談に

関すること。 
2 職員の健康づ 

くりに関する研

修を計画し、実施

すること。 
3 サポート調整 

会に関すること。 

  

(2)  職員の福

利厚生に関す

ること。 

1 厚生施設を設置

すること。 
1 職員の厚生及び

保健体育事業を

企画すること。 
2 厚生施設を管理

運営すること。 

 
1 職員の厚生及び

保健体育事業を

実施すること。 

  

   

 

(3） 職員の共済

事業及び恩給

に関するこ

と。 

 
1 恩給を裁定し、

支給すること。     

 別表第３総務部行政経営課の項を削り、同表同部財政課の項第８項に次の２号を加える。 
(2)  財政再建

戦略の進行管

理に関するこ

と。 

           

(3） 出資団体等

の指導に係る

調整に関する

こと。 

      

  別表第３総務部管財課の項中第１項及び第２項を削り、第３項を第１項とし、第４項を 



 平成 21年 3月 31日 火曜     熊 本 県 公 報           号外 第 5号 123 

第２項とし、第５項を第３項とし、第６項を第４項とし、同項の次に次の１項を加える。 
5  資産活用推進室

に関すること。       

（１）県有財産

の総括に関す

ること。 

1 公有財産再評価

に関する基準を

決定すること。 
2 用地等価格評価

に関する基準を

決定すること。 
3 出先庁舎及び本

庁附属宿舎の建

設を決定するこ

と。 
4 県有財産事務運

営の基本的事項

を決定すること。

1 財産台帳整備に

関する方針を決

定すること。 
2 公有財産評価に

関する運用方針

を決定すること。

3 公有財産の実態

調査に関する方

針を決定するこ

と。 

 

 
1 公有財産再評価

調書の審査及び

修正の決定をす

ること。 
2 公社債の償還請

求をすること。 
3 県有財産表を作

成すること。 
4 公有財産の状況

に関する資料又

は報告を求める

こと。 

  

（2）普通財産の

管理及び処分

に関するこ

と。 

1 評価額7,000万

円以上の不動産

を処分すること。

 

1 普通財産の貸付 

けをすること。 
2 評価額1,000万

円以上7,000万円

未満の不動産を

処分すること。 

 
1 普通財産の境界

を確認すること。 
2 普通財産の一時

貸付及び普通財

産の貸付けのう

ち電柱類敷地と

しての貸付け等

軽易な貸付けを

すること。 
3 評価額1,000万

円未満の不動産

を処分すること。 

  

（3）国有資産等

所在市町村交

付金の交付に

関すること。 

 
1  国有資産等所在

市町村交付金の

交付に関するこ

と。 

    

（4）県有建物の

災害共済の委

託に関するこ

と。 

 
1 県有建物の火災

共済委託契約に

関すること。 

 
1 県有建物の火災

共済追加委託及

び一部解除に関

すること。 

  

 

    

 

   

  

 

 

 

（5）財産審議会

に関するこ

と。 

      

 別表第３総務部管財課の項第７項から第９項までを削り、同表総務部税務課の項第１項
部（局）長専決事項の欄第３号中「処分」の次に「（地方法人特別税等に関する暫定措置
法（平成２０年法律第２５号）第１８条の規定により地方税法に基づく処分とみなされる
地方法人特別税に関する処分を含む。以下同じ。）」を加え、同表同部同課の項中第４項
を第６項とし、第３項を第５項とし、第２項を第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

  
４ ふるさとくまも

と応援寄附金に関

すること。 

   
１ 100万円未満の寄

附採納の承諾に関

すること。 

  

  別表第３総務部税務課の項第１項の次に次の１項を加える。 

  
2 地方法人特別

税に関すること

（収入調定及び

国への払込みに

関することに限

る。）。 
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 別表第３総務部市町村総室の項第１項知事決裁事項の欄第１５号中「財政再建の申出」
を「財政再生計画」に改め、同項同欄に次の１号を加える。 
 １６ 市町村の財政再生計画の協議を総務大臣に進達すること。 
 別表第３総務部市町村総室の項第１項部（局）長専決事項の欄中第７号から第１０号ま
でを次のように改める。 
 ７ 市町村の財政再生計画の変更計画を総務大臣に進達すること。 
 ８ 市町村の財政再生計画の変更協議を総務大臣に進達すること。 
 ９ 市町村の財政健全化計画及び公営企業の経営健全化計画の概要の公表及びその要旨
  を総務大臣に報告すること。 
 １０ 市町村の財政再生計画の実施状況を総務大臣に進達すること。 
 別表第３総務部市町村総室の項第１項部（局）長専決事項の欄中第２２号を削り、第２
１号を第２２号とし、第１１号から第２０号までを１号ずつ繰り下げ、第１０号の次に次
の１号を加える。 
 １１ 市町村の財政再生計画完了報告書を総務大臣に進達すること。 
  別表第３総務部市町村総室の項第１項課（総室・室・センター）長専決事項の欄に次の
５号を加える。 
 １２ 市町村の財務に関する資料を総務大臣に提出すること。 
 １３ 市町村の健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率の概要の公表及び当該健全
  化判断比率等を総務大臣に報告すること。 
 １４ 市町村の財政健全化計画及び公営企業の経営健全化計画の実施状況の概要の公表
  及びその要旨を総務大臣に報告すること。 
 １５ 市町村の財政健全化計画及び公営企業の経営健全化計画の完了報告書の概要の公
  表及びその要旨を総務大臣に報告すること。 
 １６ 市町村の財政再生計画の軽微な変更協議に同意し、当該協議結果を総務大臣に報
  告すること。 
 別表第３総務部男女共同参画・パートナーシップ推進課の項中「男女共同参画・パート
ナーシップ推進課」を「男女参画・協働推進課」に改め、同表同部同課の項第１項分掌事
務の欄中「及び協働社会の構築に係る施策」を削り、同表同部同課の項中第２項を削り、
第３項を第２項とし、第４項を第３項とし、第５項を第４項とし、同項の次に次の１項を
加える。 

  
5 協働社会の構築

に係る施策（他課

の分掌事務に係

るものを除く。）

の企画、調整及び

推進に関するこ

と。 

      

 別表第３総務部男女共同参画・パートナーシップ推進課の項第６項部（局）長専決事項
の欄第３号中「第４３条第１項」を「第４３条」に改め、同表同部同課の項中第８項を削
り、同表地域振興部地域政策課の項第９項を次のように改める。 

9 新幹線元年戦略推

進室に関すること。       

(1)  新幹線元年

戦略に係る施

策の企画、調整

及び推進に関

すること。 

      

(2)  熊本都市圏

の振興に係る

施策の調整に

関すること。 

      

  

 

(3)  熊本都市圏

整備に係る施

策の企画、調整

及び推進に関

すること。 

      

  別表第３地域振興部国際課の項を削り、同表同部統計調査課の項第１項分掌事務の欄中
「昭和２２年法律第１８号」を「平成１９年法律第５３号」に改め、同表健康福祉部健康
福祉政策課の項第６項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１
号を加える。 
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(4)  ユニバー

サルデザイ

ンの推進に

関すること。 

      

 別表第３健康福祉部少子化対策課の項第２項分掌事務の欄中「、保育大学校」を削り、
同表同部高齢者支援総室の項第２項及び第３項を次のように改める。 
   2 老人福祉法(昭

和38年法律第133

号)の施行に関す

ること。 

 1 同法第15条第4

項の規定による

養護老人ホーム

又は特別養護老

人ホームの設置

の認可に関する

こと。 

2  同法第16条第3

項の規定による

社会福祉法人の

養護老人ホーム

又は特別養護老

人ホームの廃止、

休止、入所定員の

増減の認可に関

すること。 

3 同法第18条の2

第2項の規定によ

る老人居宅生活

支援事業又は老

人デイサービス

センター、老人短

期入所施設若し

くは老人介護支

援センターの事

業の制限又は停

止を命ずること。

4 同法第19条第１

項の規定による

養護老人ホーム

又は特別養護老

人ホームの施設

の設備若しくは

運営の改善若し

くはその事業の

停止若しくは廃

止を命じ、又は認

可を取り消すこ

と。 

5 同法第29条第8

項の規定による

有料老人ホーム

の改善に必要な

措置を命じるこ

と。 

1 同法第18条

第1項の規定

による老人

居宅生活支

援事業又は

老人デイサ

ービスセン

ター、老人短

期入所施設

若しくは老

人介護支援

センター及

び同条第2項

の規定によ

る養護老人

ホーム又は

特別養護老

人ホームに

係る立入検

査等に関す

ること。 

１ 同法第6条の2

第2項の規定に基

づき市町村への

助言を行うこと。 

2 同法第29条第6

項の規定に基づ

き有料老人ホー

ムの運営等に関

して報告を求め、

又は職員による

質問、検査を行う

こと。 

 

 

1 同法第14条の規

定による老人居

宅生活支援事業

の開始の届出を

受理すること。 

2 同法第14条の2

の規定による老

人居宅生活支援

事業の変更の届

出を受理するこ

と。 

3 同法第14条の3

の規定による老

人居宅生活支援

事業の廃止又は

休止の届出を受

理すること。 

4 同法第15条第2

項の規定による

老人デイサービ

スセンター、老人

短期入所施設又

は老人介護支援

センターの設置

の届出を受理す

ること。 

5 同法第15条第3

項の規定による

養護老人ホーム

又は特別養護老

人ホームの設置

の届出を受理す

ること。 

6 同法第15条の2

の規定による変

更届出を受理す

ること。 

7  同法第16条第1

項の規定による

老人デイサービ

スセンター、老人

短期入所施設又

は老人介護支援

センターの廃止

又は休止の届出

を受理すること。

8 同法第16条第2

副総
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項の規定による

養護老人ホーム

又は特別養護老

人ホームの廃止、

休止、定員の増減

の届出を受理す

ること。 

9 同法第29条第1

項及び第2項の規

定による有料老

人ホームの設置

等の届出を受理

すること。 

  3 社会福祉法の施

行に関すること

(老人福祉法に規

定する老人福祉

施設を経営する

事業等に関する

ことに限る。)。 

 1 同法第32条の規

定による社会福

祉法人の設立の

認可をすること。

2 同法第56条第2

項の規定による

社会福祉法人に

対する措置命令

を行うこと。 

3 同法第56条第3

項の規定による

社会福祉法人の

業務停止を命じ、

又は役員の解職

を勧告すること。

4 同法第56条第4

項の規定による

社会福祉法人の

解散を命ずるこ

と。 

5 同法第57条の規

定による社会福

祉法人の公益事

業又は収益事業

の停止を命ずる

こと。 

6  同法第58条の規

定による社会福

祉法人に対する

助成を行い、その

結果を監督する

こと。 

7 同法第62条第2

項の規定による

施設設置の許可

をすること。 

8 同法第71条の規

定による社会福

祉施設に関して

必要な措置を命

1 同法第20条

の規定によ

る指導監督

に関するこ

と。 

2 同法第63条

第2項の規定

による社会

福祉施設設

置の変更を

許可するこ

と。 

1 同法第21条の規

定による関係職

員の訓練に関す

ること。 

2 同法第56条第1

項の規定による

社会福祉法人の

業務の検査等を

行うこと。 

3 同法第70条の規

定に基づき社会

福祉事業を経営

する者に対する

調査等を行うこ

と。 

1 同法第59条第1

項の規定による

社会福祉法人の

事業等の報告を

受理すること。 

2 同法第62条第1

項及び第63条第1

項の規定による

社会福祉施設の

設置の届出を受

理すること。 

3 同法第64条の規

定による社会福

祉施設設置の廃

止の届出を受理

すること。 

 

副総

室長
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ずること。 

9 同法第72条の規

定による施設経

営を制限、停止し

又は許可若しく

は認可を取り消

すこと。 

 別表第３健康福祉部高齢者支援総室の項第５項を次のように改める。 

  
5 介護保険法(平成9

年法律第123号)の

施行に関すること

（地域支援事業及

び地域包括支援セ

ンターに関するも

のを除く。）。 

 

1 同法第118条第1項

に定める都道府県

介護保険事業支援

計画を策定するこ

と。 

 

１ 同法第69条の38

第2項の規定による

介護支援専門員に

指示をし又は研修

を命ずること。 
2 同法第69条の38第

3項の規定による介

護支援専門員とし

て業務を行うこと

を禁止すること。

3 同法第69条の39の

規定による介護支

援専門員の登録を

消除すること。 
4 同法第94条第1項

の規定による介護

老人保健施設の開

設の許可に関する

こと。 
5 同法第77条、第84

条、第92条、第114

条及び第115条の8

の規定による指定

居宅サービス事業

者等の指定の取消

し又は効力の停止

に関すること。 
6 同法第104条の規

定による介護老人

保健施設の許可の

取消し又は効力の

停止に関すること。

7 同法第115条の29

の規定による指定

居宅サービス事業

所等の指定若しく

は許可の取消し又

は効力の停止に関

すること。 
8 同法第76条の2、第

83条の2、第91条の

2、第103条、第113

条の2及び第115条

の7の規定による指

定居宅サービス事

1 同法第94条第

2項の規定によ

る介護老人保

健施設の入所

定員その他厚

生労働省令で

定める事項の

変更許可に関

すること。 
2 同法第102条

の規定による

介護老人保健

施設の管理者

の変更命令に

関すること。

1 同法第24条の規定

による報告若しく

は記録の提示等を

命じ、又は職員に質

問させること。 
2 同法第69条の2及

び第69条の3の規定

による介護支援専

門員の登録及び登

録の移転を行うこ

と。 
3 同法第69条の38第

1項の規定による介

護支援専門員に報

告を求めること。 
4 同法第70条、第79

条、第86条、第107

条及び第115条の2

の規定による指定

居宅サービス事業

者等の指定に関す

ること。 
5 同法第70条の2、第

79条の2、第86条の

2、第107条の2及び

第115条の10の規定

による指定居宅サ

ービス事業者等の

指定の更新に関す

ること。 
6 同法第76条、第83

条、第90条、第112

条及び第115条の6

の規定による指定

居宅サービス事業

者等に対する報告、

質問又は検査等に

関すること。 
7 同法第78条の2の

規定による指定地

域密着型サービス

事業者の指定の届

出の受理及び市町

村長への助言又は

勧告をすること。 

1  同法第69条の4の規

定による介護支援

専門員の登録事項

の変更の届出を受

理すること。 
2 同法第75条、第82

条、第89条、第111

条及び第115条の5

の規定による指定

居宅サービス事業

者等の指定事項に

係る変更等の届出

に関すること。 
3 同法第99条の規定

による介護老人保

健施設の変更の届

出に関すること。

 

 

 

 

 副総
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業者等に対する業

務運営の基準遵守

勧告又は改善命令

に関すること。 
9 同法第101条の規

定による介護老人

保健施設に対する

施設整備の改善命

令に関すること。

10 同法第115条の30

の規定による指定

調査機関を指定す

ること。 
11 同法第115条の35

の規定による指定

調査機関の休止又

は廃止を許可する

こと。 
12 同法第115条の36

の規定による指定

情報公表センター

を指定すること。

8 同法第91条及び第

113条の規定による

指定介護老人福祉

施設及び指定介護

療養型医療施設の

指定の辞退に関す

ること。 
9 同法第94条の2の

規定による介護老

人保健施設の開設

許可の更新に関す

ること。 
10 同法第95条の規

定による介護老人

保健施設の管理者

の承認に関するこ

と。 
11 法第100条の規定

による介護老人保

健施設に対する質

問、検査等に関する

こと。 
12 同法第115条の29

の規定による介護

サービス情報の調

査、公表に関するこ

と。 
13 同法第115条の34

の規定による指定

調査機関に対する

立入り検査等を行

うこと。 
 別表第３健康福祉部高齢者支援総室の項中第６項を削り、第７項を第６項とし、同表同
部同総室の項に次の２項を加える。 

7 認知症対策・地域

ケア推進室に関す

ること。 

      

(1)  認知症対策

に関すること。       

(2)  地域ケア体

制の構築に関

すること。 

      

(3)  地域支援事

業及び地域包

括支援センタ

ーに関するこ

と。 

      

  

 

(4)  高齢者虐待

の防止、高齢者

の養護者に対

する支援等に

関する法律(平

成17年法律第
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124号)の施行

に関すること。 

8 ねんりんピック推

進室に関すること。       

(1) 第24回全国

健康福祉祭く

まもと大会の

開催に関する

こと。 

      

  

 

(2)  第24回全国

健康福祉祭く

まもと大会実

行委員会の事

務に関するこ

と。  

      

  別表第３健康福祉部健康づくり推進課の項中第１０項を削り、第９項を第１２項とし、
第８項の次に次の３項を加える。 

9 生活習慣病対策の

推進に関すること。       

10 国民健康保険法

の施行に関するこ

と(保健事業に係る

ものに限る。)。 

     

  

11 高齢者の医療の

確保に関する法律

の施行に関するこ

と(後期高齢者医療

制度に係るものを

除く。)。 

 
1 保健事業実施計画

の総合調整に関す

ること。 
2 市町村に代わって

医療以外の保健事

業の一部を行うこ

と。 

   

 

 別表第３環境生活部食の安全・消費生活課の項第４項分掌事務の欄中第１６号を第１７
号とし、第１５号を第１６号とし、第１４号を第１５号とし、第１３号の次に次の１号を
加える。 

     
(14) 貸金業法

(昭和58年法

律第32号)の

施行に関する

こと。 

 
1 同法第6条の規

定により貸金業

者の登録の拒否

をすること。 
2 同法第24条の6

の3の規定により

業務の改善を命

ずること。 
3 同法第24条の6

の4第1項の規定

により業務の全

部又は一部の停

止を命ずること。

4 同法第24条の6

の4第1項及び第

24条の6の5第1項

の規定により登

録を取り消すこ

 
1 同法第5条の規

定により貸金業

者の登録をする

こと。 
2 同法第8条の規

定による登録事

項の変更の届出

を受理すること。 
3 同法第10条第1

項の規定による

廃業等の届出及

び同法第24条の6

の2の規定による

開始等の届出を

受理すること。 
4 同法第24条の6

の6第1項の規定

により登録を取
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と並びに同法第

24条の6の4第2項

の規定により法

人の役員の解任

を命ずること。 
5 同法第24条の6

の6第1項の規定

により登録を取

り消すこと(同項

第2号に該当する

ときに限る。)。

り消すこと(同項

第1号に該当する

ときに限る。)。 
5 同法第24条の6

の7の規定により

登録を抹消する

こと。 
6 同法第24条の6

の10第1項及び第

2項の規定による

報告の徴収並び

に同条第3項及び

第4項の規定によ

る立入検査に関

すること。 
7 同法第24条の6

の11第2項の規定

により貸金業者

に命ずること並

びに同条第3項及

び第4項の規定に

よる承認をする

こと。 
  別表第３環境生活部人権同和対策課の項中「人権同和対策課」を「人権同和政策課」に
改め、同表同部同課の項第１項分掌事務の欄中「調整」を「企画」に改め、同表同部同課
の項中第２項を削り、同表同部同課の項第３項分掌事務の欄中「同和関係機関」を「関係
団体」に改め、同項を同表同部同課の項第２項とし、同表同部同課の項中第４項を第３項
とし、第５項を第４項とし、同表同部同課の項に次の４項を加える。 

5 人権啓発に関す

ること。       

6 人権に係る人材

育成に関するこ

と。 

      

7 人権に係る情報

の提供に関する

こと。 

      

    

8 人権に係る相談

に関すること。       

  別表第３環境生活部人権センターの項を削り、同表商工観光労働部商工政策課の項第９
項部（局）長専決事項の欄第１号中「第２項」を「第２条」に改め、同表同部同課の項第
１２項を次のように改める。 

  
12 新事業創出促

進法（平成１０

年法律第１５２

号）の施行に関

すること（商業

に関することに

限る。）。 

      

 別表第３商工観光労働部商工政策課の項中第１３項を削り、第１４項を第１３項とし、
第１５項を第１４項とし、第１６項を第１５項とし、第１７項を削り、第１８項を第１６
項とし、第１９項を第１７項とし、同表同部産業支援課の項第１１項中「に関すること」
の次に「（商業に関することを除く。）」を加え、同表同部同課の項中第１３項を第１５
項とし、第１２項を第１４項とし、第１１項の次に次の２項を加える。 

   
12 産学行政連携

の促進に関する
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こと。 
13 新事業・ベンチ

ャー支援に関す

ること。 

      

 別表第３商工観光労働部経営金融課の項中第３項を削り、第４項を第３項とし、同表同
部観光物産総室の項を削り、同表同部労働雇用総室の項中第８項を削り、第９項を第８項
とし、第１０項を第９項とし、同項の次に次の１項を加える。 

10 雇用対策室に関

すること。       

(1) 雇用対策に係

る施策の企画、

調整及び推進に

関すること。 

      

(2) 緊急雇用創出

基金に関するこ

と。 

      

  

 

(3) ふるさと雇用

再生特別基金に

関すること。 

      

 別表第３商工観光労働部の項に次の１項を加える。 
1 観光振興に係る

施策の企画及び

調整に関するこ

と。 

      

2 観光広報に関す

ること。       

3 観光関係団体の

指導育成に関す

ること。 

      

4 通訳案内士に関

すること。   
1 通訳案内士

の登録をする

こと。 

   

5 旅行業法（昭和

46年法律第59号）

に関すること。 

 
1 旅行業者又は旅

行業代理業者に

対する業務の改

善又は停止の命

令をすること。 

1 旅行業又は

旅行業者代理

業の登録に関

すること（課

長専決事項に

該当するもの

を除く。）。

2 営業保証金

の還付に関す

ること。 

1 旅行業又は旅行

業者代理業の登

録事項の変更の

処理に関するこ

と。 
2 旅行業者の営業

保証金の供託に

関すること。 
3 営業保証金の取

戻しに関するこ

と。  

  

6 観光統計に関す

ること。       

7 観光施設の整備

及び維持管理に

関すること。 

      

 
観 

光 

経 

済 

交 

流 

局 

観光交流 

国際課 

8 国際観光ホテル

整備法（昭和24年

法律第279号）の

施行に関するこ

と。 

 
1 同法第6条の2第

2項の規定による

施設の管理方法

の改善等の指示

に関すること。 

 
1 同法第16条第1

項及び第2項の規

定による報告及

び検査に関する

こと。 
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9 熊本県野外劇場

に関すること。       

10 観光審議会に

関すること。       

11 国際交流室に

関すること。       

(1) 国際化に係

る施策の企画

及び調整に関

すること。 

1 国際化に係る施

策の基本方針に

関すること。 

     

(2) 姉妹提携地

域、友好提携地

域その他の地

域との交流に

関すること。 

      

(3) 在熊外国人

対策に関する

こと。 

      

(4) 国際協力に

関すること。   
1 海外技術研

修員及び自治

体職員協力交

流研修員の受

入れを決定す

ること。 

1 海外技術研修員

及び自治体職員

協力交流研修員

の受入研修事務

に関すること。 
2 青年海外協力隊

に関すること。 

  

(5) 海外移住及

び在外県人会

に関すること。 

  
1 県出身海外

移住者子弟留

学生の受入れ

を決定するこ

と。 

1 県出身海外移住

者子弟留学生の

受入事務に関す

ること。 
2 在外県人会に関

すること。 

  

 

(6) 一般旅券の

発給の申請の

受理及び交付

に関すること。 

      

12 観光経済交流

局長に関するこ

と。 

      

1 くまもとブラン

ドの推進に係る

企画及び調整に

関すること。 

      

2 県産品の販路拡

大に係る施策の

企画及び調整に

関すること。 

      

3 物産振興に関す

ること。       

 くまもと 

 ブランド 

 推進課 

4 伝統的工芸品産

業の育成に関す

ること。 
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5 貿易振興に関す

ること。  
1 貿易振興施策の

企画及び調整に

関すること。 

 

1 海外におけ

る見本市及び

展示会の開催

及び参加の決

定に関するこ

と。 
2 貿易行政機

関の誘致及び

連絡調整に関

すること。 
3 貿易商社及

び団体の育成

指導に関する

こと。 

1 貿易企業の実態

調査及び貿易統

計に関すること。 
2 輸出商品のデザ

イン改善に関す

ること。 
3 貿易実務の指導

及び相談に関す

ること。 

  

6 熊本産業展示場

に関すること。       

7 流通施設の整備

促進に関するこ

と。   

      

  別表第３農林水産部農林水産政策課の項第１項分掌事務の欄中「・室」を削り、同表同
部同課の項中第３項から第５項までを削り、第６項を第３項とし、第７項を第４項とし、
第９項を削り、第１０項を第１１項とし、第８項を第５項とし、同項の次に次の５項を加
える。 

6 農業計画の策定及

び農業施策の企画

調整に関すること。 

１ 農業計画の策定

に関すること。 
１ 農業施策の企画

調整に関すること。
    

7 農業動向の調査に

関すること。  
1 農業動向を調査す

ること。     

8 林業施策の企画調

整に関すること。  
1 林業施策の企画調

整に関すること。
    

9 林業技術の普及及

び指導に関するこ

と。 

 
1 林業普及指導実施

方針及び林業普及

指導事業実施計画

の策定に関するこ

と。 
2 普及指導職員の設

置に関すること。

3 普及指導区を設定

すること。 

    

  

10 水産業施策の企

画調整に関するこ

と。 

 
1 水産業施策の企画

調整に関すること。
    

 別表第３農林水産部団体支援総室の項第５項部（局）長専決事項の欄第３号中「農林漁
業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に改め、同項課（総室・室・センター）長
専決事項の欄第２号中「農林漁業金融公庫法（昭和２７年法律第３５５号）」を「株式会
社日本政策金融公庫法（平成１９年法律第５７号）」に改め、同項同欄第５号中「農林漁
業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に改め、同表同部同課の項第６項備考欄に
定める役付職員専決事項の欄及び第７項備考欄に定める役付職員専決事項の欄中「農林漁
業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に改め、同表同部農業経営課の項を次のよ
うに改める。 

1 農地の利用推進に

関すること。        
農村・担 

い手支援 

課 

 

2 農業会議及び農業

委員会に関するこ

と。 
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3 農地保有合理化法

人に関すること。       

4 経営構造対策に関

すること(農業構造

改善事業を含む。)。 

 
1 実施地区の事業実

施計画を認定する

こと。 
2 経営構造対策計画

及び実施について

総合調整をするこ

と。 
3 事業実施計画の変

更を承認すること。

 
1 経営改善対策単独

融資事業実施計画

を承認すること。 

  

5 農林業地域改善対

策事業(非公共事業

に限る。)に関する

こと。 

 
1 実施地区の事業計

画を承認すること。

2 事業の実施に関す

ること。 

    

6 都市農村交流対策

事業に関すること。  
1 都市農村交流対策

計画の承認及び事

業の実施について

の総合調整に関す

ること。 
2 実施地区の事業実

施計画を認定する

こと。 
3 事業実施計画の変

更を承認すること。

    

7 食育活動に関する

こと。       

8 農業振興地域の整

備に関すること。 
1 農業振興地域の整

備に関する法律(昭

和44年法律第58号)

第4条の規定に基づ

き農業振興地域整

備基本方針を定め

ること及び同法第5

条の規定に基づき

変更すること。 
2 同法第6条の規定

に基づき農業振興

地域を指定するこ

と。 
3 同法第7条の規定

に基づき農業振興

地域の区域を変更

すること及び指定

を解除すること。

4 同法第8条第4項の

規定に基づく市町

村の農業振興地域

整備計画に係る協

議に関すること。

5 同法第9条の規定

に基づき農業振興

1 都市計画法(昭和

43年法律第100号)

第23条第1項の規定

に基づく市街化区

域及び市街化調整

区域の区域区分と

農林漁業との調整

に関すること。 
2 農業振興地域の整

備に関する法律第

13条第1項の規定に

基づき農業振興地

域整備計画を変更

すること。 
3 同法第13条第3項

の規定に基づき市

町村に対し指示す

ること。 
4 同法第13条の2第3

項の規定に基づき

市町村の交換分合

計画を認可するこ

と。 
5 同法第15条第2項

の規定に基づき所

 
1 同法第13条第4項

において準用する

同法第8条第4項の

規定に基づく市町

村の農業振興地域

整備計画の変更に

係る協議に関する

こと。ただし、面積

が30アール未満の

農用地区域内の土

地を農用地区域か

ら除外するために

行う農用地利用計

画の変更、面積が2

ヘクタール未満の

農用地区域外の土

地を農用地区域に

編入するために行

う農用地利用計画

の変更及び農用地

利用計画を除く計

画の変更に係る協

議に関することを

除く。 
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地域整備計画を定

めること。 
6 同法第11条第5項

の規定による審査

の申立てについて

同条第5項の規定に

基づき裁決するこ

と。 

有権の移転等に係

る調停をすること。

6 同法第15条の2第1

項の規定に基づき

農用地区域内にお

ける開発行為の許

可をすること。 
7 同法第15条の3の

規定に基づく監督

処分に関すること。

8 同法第15条の4第1

項の規定に基づき

農用地区域以外の

区域内における開

発行為について勧

告をすること。 
9 農業振興促進審議

会に関すること。       

10 農村地域工業等

導入事業に関する

こと。 

 
1 実施計画に同意す

ること。 
2 資金融通促進事業

に関すること。 

    

11 農地法(昭和27年

法律第229号)の規

定による未墾地及

び既墾地に関する

こと。 

1 同法第83条の2の

規定による違反転

用に対する処分に

関すること。 

1 農林水産大臣に対

する同法第4条、第5

条及び第73条の規

定による申請に意

見を付すること。

2 同一事業に供する

農地、採草放牧地の

累計面積が30アー

ル以上の同法第5条

の許可をすること。

3 同法第7条の所有

制限の例外指定を

すること。 
4 同法に基づき買収

(漁業権の消滅を含

む。)、使用及び売

渡しをすること。

5 同法第20条の許可

をすること。 
6 同法第43条の5の

和解の仲介をする

こと。 
7 同法第55条の規定

により不用物件の

収去を命ずること。

8 同法第62条の規定

に基づき土地配分

計画を策定するこ

と。 
9 同法第64条の規定
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により自作農とし

て農業に精進する

見込みのある者の

うちから適当と認

められるものを選

定すること。 
10 同法第67条の規

定により売渡通知

書に記載された用

途以外に供する場

合の許可をするこ

と。 
11 同法第68条の規

定に基づき開拓財

産を一時使用させ

ること。 
12 農地法施行令(昭

和27年政令第445

号)第15条の2の規

定により貸付けを

行うこと。 
13 農地法第74条の2

の規定による道路

等の譲与に関する

こと。 
14 同法第75条の2の

規定による草地利

用権の設定に関す

ること。 
15 同法第82条の規

定により立入調査

をすること。 
12 民事調停法(昭和

26年法律第222号)

に基づく農事調停

に関すること。 

 
1 同法に基づき農事

調停をすること。
    

13 農地対価等徴収

金に関すること。       

14 農業大学校に関

すること。       

15 担い手支援室に

関すること。       

(1) 農業の担い手

の育成に関する

こと。 

      

(2) 農業経営の改

善に関するこ

と。 

      

(3) 新規就農に

関すること。       

 

(4) 農業への企

業参入に関する
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こと。 
(5) 女性農業者

及び高齢農業者

に関すること。 

      

(6) 青年農業者

の育成に関する

こと。 

      

 別表第３農林水産部農業技術課の項第１項部（局）長専決事項の欄中第２号から第４号
までを削り、同項部（局）次長専決事項の欄に次の１号を加える。 
 １ 普及指導協力委員の設置に関すること。 

  別表第３農林水産部農業技術課の項第１項課（総室・室・センター）長専決事項の欄第

１号を次のように改める。 

  １ 協同農業普及事業の実施に関すること。 

  別表第３農林水産部農業技術課の項第１項課（総室・室・センター）長専決事項の欄に

次の３号を加える。 

 ２ 農業普及指導員の資質の向上に関すること。 

 ３ 農業気象災害防止に関すること。 
 ４ 普及指導協力委員の活動の支援に関すること。 

  別表第３農林水産部農業技術課の項第２項部（局）長専決事項の欄中第２号を削り、第

３号を第２号とし、第４号から第７号までを削り、同表同部同課の項第３項部（局）長専

決事項の欄中第７号を第１０号とし、第６号を第９号とし、第５号を第８号とし、第４号

の次に次の３号を加える。 

 ５ 農薬残留分析結果を発表すること。 
 ６ 農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）第１３条第１項の規定による販売業者又は
    農薬使用者に対する報告の徴収及び検査に関すること。 

 ７ 農薬指導士を認定すること。 

  別表第３農林水産部農業技術課の項第６項部（局）長専決事項の欄に次の各号を加える。 
 １ 熊本県職務育成品種の審査に関すること。 
 ２ 熊本県職務育成品種の利用の許諾に関すること。 
  別表第３農林水産部農業技術課の項第６項課（総室・室・センター）長専決事項の欄に
次の１号を加える。 
 １ 熊本県職務育成品種審査会の運営に関すること。 
  別表第３農林水産部農業技術課の項第８項事務分掌の欄中「の運営」を削り、同表同部
畜産課の項第１６項課（総室・室・センター）長専決事項の欄に次の１号を加える。 
 ４ 登録販売者の販売従事登録に関すること。 
 別表第３農林水産部農村計画・技術管理課の項第１項課（総室・室・センター）長専決
事項の欄第６号中「農林漁業金融公庫貸付調査委嘱規則（昭和５０年農林公庫規則第３号）
に基づき」を「株式会社日本政策金融公庫調査委嘱規則（農林）（平成２０年農林（営）
３）第２条の規定に基づく」に改め、同表同部同課の項中第５項を第６項とし、第２項か 
ら第４項までを１項ずつ繰り下げ、第１項の次に次の１項を加える。 

  
2 農業農村整備に係

る施策の企画、調整

及び推進に関する

こと。 

 
１ 農業農村整備事業

の企画に関するこ

と。 

    

 別表第３農林水産部農村整備課の項中第４項から第６項までを次のように改める。 

  
4 農地防災に関す

ること。 
1 農地防災の計画

策定に関するこ

と。 

1 地区予算の割当

てに関すること。
     

  
5 海岸保全事業

（農林水産省農

村振興局所管）に

関すること。 

1 海岸保全事業長

期計画の策定に

に関すること。 
2 新規採択地区の

申請に関するこ

と。 

1 新規採択地区の

通知に関するこ

と。 
2 地区予算の割当

てに関すること。

3 海岸法（昭和31

年法律第101号）

第3条による海岸

保全区域の指定、
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変更又は廃止を

決定すること。 
6 防衛施設周辺障

害防止事業のう

ち農業用施設に

関すること。 

  

 

    

  別表第３農林水産部農村整備課の項に次の４項を加える。 
7 農地及び農業用

施設等の災害復

旧に関すること。 

 
１ 農林水産業施

設災害復旧事業

費国庫補助の暫

定措置に関する

法律施行令（昭和

25年政令第152

号）第4条による

補助率増高の申

請をすること。 
2  同令第1条の4に

よる災害復旧事

業計画概要書及

び災害復旧事業

補助計画概要書

を提出すること｡

    

8  地すべり防止事

業(農林水産省農

村振興局所管)に

関すること。 

 

1  地すべり防止区

域の指定に関す

ること。 

1  地すべり防止工

事基本計画を策

定すること。 
2  地すべり等防止

法(昭和33年法律

第30号）第11条の

規定による工事

の設計及び実施

計画を承認する

こと。 
3  地すべり等防止

法施行令(昭和33

年政令第112号）

の規定による軽

微な行為を指定

すること。 
4 新規採択申請及

び新規採択通知

に関すること。 
5 地区予算の割当

てに関すること。

 
1  地すべり等防止

法第18条の規定

による行為の許

可をすること。 

  

   

9 地籍調査に関す

ること。  
1 国土調査法(昭

和26年法律第180

号)第6条の3の規

定に基づき地籍

調査に関する県

計画の報告、協

議、承認申請、公

示及び通知をす

ること。 
2 国土調査法第6
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条の規定に基づ

き市町村又は土

地改良区等が行

う国土調査の指

定をすること。 
3 同法第8条の規

定に基づき国土

調査の実施を勧

告すること。 
4 同法第19条の規

定に基づき国土

調査の成果の認

証、承認申請及び

公告をすること。

5 測量法(昭和24

年法律第188号)

第14条の規定に

基づき地籍関係

基本測量の実施

及び終了の公示

をすること。 
10 農村環境室に

関すること。       

(1) 中山間地域

対策の調整及

び推進に関す

ること。 

 
1 地区予算の割当

てに関すること。
    

(2) 農村地域の

生活環境の整

備に関するこ

と(総合整備に

関する調査計

画及び農業集

落排水事業の

計画の策定に

関することを

除く。)。 

 
1 地区予算の割当

てに関すること。
    

(3) 農地・水・

環境保全向上

施策に関する

こと。 

      

 

(4) 土地改良財

産の管理に関

すること。 

1 重要な土地改良

財産の処分に関

すること。 

1 土地改良財産

(土地改良財産の

管理及び処分に

関する条例(昭和

32年熊本県条例

第32号)第12条第

3項第1号、第2号

及び第3号に掲げ

る財産その他特

に農林水産部長

が指定した施設
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の財産に限る。)

の管理委託をす

ること。 
2 土地改良財産の

うち軽易なもの

の処分に関する

こと。 
 別表第３農林水産部森林整備課の項中第１２項を削り、同表同部同課の項に次の４項を
加える。 

12 森林公園の整備

等に関すること。       

13 森林の公有化に

関すること。       

14 緑化の普及及び

啓発に関すること。       

  

15 森林病害虫等に

関すること。       

 別表第３農林水産部林業振興課の項中第７項を削り、同表同部同課の項に次の３項を加
える。 

7 県産材の利用推進

に係る企画及び調

整に関すること。 

      

8 県産材の販路拡大

に係る計画の策定

及び県産材の宣伝

に関すること。 

      

  

9 木材業者及び製材

業者の指導及び育

成に関すること。 

      

 別表第３土木部河川課の項第１項知事決裁事項の欄第２号中「工事実施基本計画」を 
「同法第１６条の規定に基づき河川整備基本方針」に改め、同項同欄中第４号及び第５号
を削り、第６号を第４号とし、同項部（局）長専決事項の欄中第９号を第１０号とし、第
２号から第８号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。 
 ２ 同法第１６条の２の規定に基づき河川整備計画の決定をすること。 
 別表第３土木部河川課の項中第８項を削り、第９項を第８項とし、同表同部同課の項に
次の１項を加える。 

9 河川開発室に関

すること。       

(1) 河川開発に

係る施策の企

画、調整及び推

進に関するこ

と。 

      

  

 

(2) ダムの建設

及び維持管理

に関すること。 

１ 河川法第47条

の規定に基づき

ダムの操作規程

を承認すること。 
２ 同法第52条の

規定に基づきダ

ムの操作につい

て洪水調整のた

めに必要な措置

の指示をするこ

と。 

     

 別表第３土木部港湾課の項第１項課（総室・室・センター）長専決事項第１号中「（昭
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和２２年法律第１８号）第３条の規定により」を「（平成１９年法律第５３号）に基づく」
に改め、同表同部都市計画課の項中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加える。 

   
7 新幹線・熊本駅

周辺整備事務所

に関すること。 

      

 別表第３土木部都市計画課の項に次の１項を加える。 

9 新幹線都市整備

室に関すること。
        

 
(1) 九州新幹

線（福岡市・

鹿児島市間）

の建設及び

熊本駅周辺

地域等の都

市基盤整備

に係る事業

の調整及び

推進に関す

ること。 

      

 別表第３土木部新幹線都市整備課の項を削り、同表同部住宅課の項に次の１項を加える。 

  
11 長期優良住宅の

普及の促進等に関

する法律（平成２０

年法律第８７号）に

関すること。 

      

      附 則 
  （施行期日） 
１ この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、別表第３土木部住宅課の項 
 に１項を加える改正規定は、平成２１年６月４日から施行する。 
 （熊本県立保育大学校処務規程等の廃止） 
２ 次に掲げる訓令は、廃止する。 
 (１) 熊本県立保育大学校処務規程（昭和３０年熊本県訓令第４２７号） 
 （２） 熊本県県産材利用推進室設置規程（昭和６３年熊本県訓令第１９号） 
 （３） 熊本県みどり推進室設置規程（平成７年熊本県訓令第１９号） 
 （４） 熊本県熊本都市圏振興室設置規程（平成１２年熊本県訓令第３２号） 
 (５) 熊本県特定政策推進室設置規程（平成１６年熊本県訓令第２３号） 
 (６) 熊本県重点施策推進室設置規程（平成１６年熊本県訓令第２４号） 
 (７) 熊本県政策調整室設置規程（平成１８年熊本県訓令第２６号） 
 （８） 熊本県川辺川ダム総合対策等の推進に係る理事の設置及び専決の特例等に関する 
    規程（平成１８年熊本県訓令第２７号） 
 （９） 熊本県政策企画室設置規程（平成１８年熊本県訓令第３３号） 
 (１０) 熊本県生活習慣病対策室設置規程（平成１９年熊本県訓令第２９号） 
 （熊本県福祉のまちづくり室設置規程の一部改正） 
３ 熊本県福祉のまちづくり室設置規程（平成１８年熊本県訓令第２８号）の一部を次の 
 ように改正する。 
  第２条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 
  (４) ユニバーサルデザインの推進に関すること。 

 
 
熊本県訓令第１８号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関    
 熊本県出納局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県出納局処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県出納局処務規程（昭和３６年熊本県訓令甲第３０号）の一部を次のように改正す
る。 
 別表第１出納局長専決事項の欄第６号中「に関すること」の次に「（用品の集中調達を
行う場合を除く。）」を加える。 
 別表第２管理調達課の項第６項分掌事務の欄中「用品の集中購買その他用品調達基金の
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管理」を「用品の集中調達」に改め、同項出納局長専決事項の欄第１号中「２００万円以
上の用品調達基金の」を「１，０００万円以上の用品の集中調達に係る」に改め、同項同
欄第２号中「２００万円以上の用品集中購買除外」を「１，０００万円以上の用品集中調
達除外」に改め、同項課長専決事項の欄第１号中「２００万円未満の用品調達基金の」を
「１，０００万円未満の用品の集中調達に係る」に改め、同項同欄第２号中「２００万円
未満の用品集中購買除外」を「１，０００万円未満の用品集中調達除外」に改め、同項同
欄に次の１号を加える。 
 ４ 告示及び公告に関すること（用品の集中調達を行う場合に限る。）。 
 別表第４需用費の項中「用品調達基金から」を「用品の集中調達により」に改める。 

「

報償品（用品

調達基金に支 全額

出する経費に

。）限る

別表第５中

報償品（用品 １，０００円 １，０００円

調達基金に支 万以上 万未満

出する経費を

。）除く

」

「

を 報償品 １，０００万円以上 １，０００万円未満 に、

」

「

用品調達基金に支出 全額

する経費

を

用品調達基金から支 全額

出する経費及び光熱

水費

」  

「

用品の集中調達によ

り支出する経費及び 全額 に、

光熱水費

」
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「

用品調達基金に 全額

支出する経費 を

その他の経費 ２，０００ ２，０００

万円以上 万円未満

」

「

その他の経費 ２，０００ ２，０００ に改める。

万円以上 万円未満

」
 

      附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第１９号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県大阪事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県大阪事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県大阪事務所処務規程（昭和４０年熊本県訓令甲第１２号）の一部を次のように改
正する。 
 第２条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 
３ 事務所に、課長補佐を置くことができる。 
 第３条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 
３ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 第４条に次の１号を加える。 
 (１２) ふるさとくまもと応援寄附金に関すること。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２０号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県精神保健福祉センター処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県精神保健福祉センター処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県精神保健福祉センター処務規程（昭和４７年熊本県訓令第８６号）の一部を次の
ように改正する。 
  第２条第１項中「センターに、」の次に「健康福祉審議員及び」を加える。 
  第３条中第２項を第３項とし、第１項を第２項とし、同項の前に次の１項を加える。 
   健康福祉審議員は、上司の命を受け、健康福祉に関する重要な事項を審議する。 
     附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２１号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
  熊本県ダム管理所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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   熊本県ダム管理所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県ダム管理所処務規程（昭和４８年熊本県訓令第６７号）の一部を次のように改正
する。 
  第６条第２項中第１５号を削り、第１６号を第１５号とし、第１７号を第１６号とし、
第１８号を第１７号とする。 
  第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 
 （氷川ダム管理所総務課長及びその他の職員） 
第７条 氷川ダム管理所の総務課長は、熊本県八代地域振興局総務部総務振興課長をもっ 
 て充てる。 
２ 氷川ダム管理所の前項に規定する職員以外の職員は、知事が特に命ずる者のほか、熊 
 本県八代地域振興局総務部総務振興課の職員をもって充てる。 
     附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２２号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県立農業大学校処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県立農業大学校処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県立農業大学校処務規程（昭和５８年熊本県訓令第９号）の一部を次のように改正
する。 
  第３条第８項中「事務部に、」の次に「課長補佐、」を加える。 
 第４条第８項中「主幹」を「課長補佐、主幹」に改める。 
 第６条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号を第１３号とし、第１５
号を第１４号とし、同条第１６号中「前４号」を「前３号」に改め、同号を同条第１５号
とし、同条中第１７号を第１６号とし、第１８号から第２１号までを１号ずつ繰り上げる。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２３号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県天草地域ダム建設事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県天草地域ダム建設事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県天草地域ダム建設事務所処務規程（平成９年熊本県訓令第３９号）の一部を次の
ように改正する。 
  第６条中第２６号を削り、第２７号を第２６号とし、第２８号から第３０号までを１号
ずつ繰り上げる。 
  第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 
 （総務課の課長及びその他の職員） 
第７条 総務課長は、熊本県天草地域振興局総務部総務振興課長をもって充てる。 
２ 前項に規定する職員以外の職員は、知事が特に命ずる者のほか、熊本県天草地域振興 
 局総務部総務振興課の職員をもって充てる。 
     附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２４号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県新幹線・熊本駅周辺整備事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定め
る。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県新幹線・熊本駅周辺整備事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県新幹線・熊本駅周辺整備事務所処務規程（平成１０年熊本県訓令第２１号）の一
部を次のように改正する。 
 第２条各号を次のように改める。 
 （１） 総務用地課 
 （２） 企画連立課 
 （３） 街路整備課 
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 第５条総務課の項中「総務課」を「総務用地課」に改め、同項中第６号を第９号とし、
第５号の次に次の３号を加える。 
 （６） 熊本駅周辺地域等の街路等に係る用地の取得及び地上物件等の補償に関すること。 
 （７） 九州新幹線（福岡市・鹿児島市間）鉄道建設事業、熊本駅周辺地域における連続 
  立体交差事業及びそれに関連する事業の用地の取得及び地上物件等の補償に関するこ 
  と。 
 （８） 土地収用等に関すること。 
 第５条用地第一課の項中「用地第一課」を「企画連立課」に改め、同項各号を次のよう
に改める。 
 （１） 熊本駅周辺整備に係る総合調整に関すること。 
 （２） 熊本駅周辺地域における連続立体交差事業及びそれに関連する事業に係る計画、 
  調整及び工事の調査、設計、監督、受託施工等に関すること。 
  第５条用地第二課の項を削り、同条街路整備課の項第１号中「熊本駅周辺地域等の街路
等の整備に係る計画、調整及び工事の」を「熊本駅周辺地域における街路工事等の」に改
め、同条連立事業課の項を削る。 
 第６条第２項及び第３項を削る。 
   附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２５号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県熊本県税事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県熊本県税事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県熊本県税事務所処務規程（平成１２年熊本県訓令第３４号）の一部を次のように
改正する。 
  附則第２項を削る。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２６号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県熊本農政事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県熊本農政事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県熊本農政事務所処務規程（平成１２年熊本県訓令第３５号）の一部を次のように
改正する。 
 第２条第１項第２号中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に改め、同項中第３号を
削り、第４号を第３号とし、同条第３項中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に、 
「調整振興係」を「調整係」に改める。 
 第３条第１項中「事務所に､｣の次に「農林水産審議員､｣を加え、同条中第４項を第５項 
とし、第３項の次に次の１項を加える。 
４ 農業普及・振興課に、課長補佐及び主幹を置くことができる。 
 第４条中第６項を第８項とし、第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、第３項を第
４項とし、同項の次に次の１項を加える。 
５ 課長補佐は、上司の命を受け、課長を補佐する。 
 第４条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 
２ 農林水産審議員は、上司の命を受け、農林水産政策に関する重要な事項を審議する。 
 第５条農業振興課の項中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に改め、同条同課の項
に次の１号を加える。 
 (８)  農業改良助長法（昭和２３年法律第１６５号）第１２条第２項各号に規定する事 
  務に関すること。 
 第５条中農業普及指導課の項を削り、同条農地整備課の項に次の１号を加える。 
  (８)  農地・水・環境保全向上対策事業に関すること。 
 第６条第１項農業振興課に属する事項の項中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に
改め、同項同事項の項第１号中「農林漁業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に
改め、同項同事項の項第１９号中「農林漁業金融公庫法（昭和２７年法律第３５５号）」
を「株式会社日本政策金融公庫法（平成１９年法律第５７号）」に改め、「農林漁業施設
資金」を「農業施設等資金」に改め、同項同事項の項に次の１号を加える。 
  (２３) 青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成７年法律 
  第２号）の規定に基づく就農計画の認定（変更認定を含む。）に関すること。   
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 第６条第１項中農業普及指導課に属する事項の項を削り、同項農地整備課に属する事項
の中４号を次のように改める。 
 （４） 株式会社日本政策金融公庫調査委嘱規則 (農林)  (平成２０年農林（営）３）第 
  ２条の規定に基づく農業基盤整備資金及び担い手育成農地集積資金貸付対象事業調書 
  の作成（地方農政局長の協議を必要とするものを除く｡)並びに貸付対象事業の工事し 
  ゅん工の認定に関すること。 
 第６条第１項農地整備課に属する事項の項中第５号及び第６号を削り、同項同事項の項
第７号中「は除く｡｣を「を除く｡｣に改め、同号を同項同事項の項第５号とし、同項同事項 
の項中第８号を第６号とする。 
 第８条の見出しを「（所長の代決）」に改める。 
 第９条を第１０条とし、第８条の次に次の１条を加える。 
 （農業普及・振興課長の代決） 
第９条  農業普及・振興課長の専決事項について、課長が不在であるときは、課長補佐が 
 その事務を代決することができる。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２７号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県熊本土木事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県熊本土木事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県土木事務所処務規程（平成１２年熊本県訓令第３６号）の一部を次のように改正
する。 
 第２条第１項第２号中「企画調査課」を「技術管理課」に改める。 
 第５条第１項総務課の項中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第１２号ま
でを１号ずつ繰り上げ、同項企画調査課の項中「企画調査課」を「技術管理課」に改め、
同項同課の項第１号中「企画調査、総合調整及び技術管理」を「総合調整、技術指導及び
管理並びに総合評価方式等の推進に係る連絡調整」に改め、同項工務第一課の項第１号及
び同項工務第二課の項第１号中「調査、設計及び監督」を「計画調整、調査、設計、監督
及び総合評価方式の技術評価等」に改め、同項管理課の項第１０号中「建設省」を「国土
交通省」に改め、同項維持課の項第１号中「維持補修」の次に「、交通安全施設の整備及
び防災対策事業に係る建設工事の計画調整、調査、設計、監督及び総合評価方式の技術評
価等」を加え、同項同課の項中第４号及び第５号を削り、第６号を第４号とする。 
 第６条第１項企画調査課に属する事項の項中「企画調査課」を「技術管理課」に改める。  
附則第２項を削る。 
    附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２８号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県地域振興局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県地域振興局処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県地域振興局処務規程（平成１２年熊本県訓令第３７号）の一部を次のように改正
する。 
 第３条中第１３項を第１４項とし、第１２項を第１３項とし、第１１項の次に次の１項
を加える。 
１２ 農業普及・振興課に、課長補佐及び主幹を置くことができる。 
  第４条中第１４項を第１６項とし、第１３項を第１５項とし、第１２項を第１４項とし、
同条第１１項中「課長補佐及び」を削り、同項を同条第１３項とし、同条第１０項の次に
次の２項を加える。 
１１ 総務振興課及び税務課に置く課長補佐は、特命の担任事務を処理する。 
１２ 農業普及・振興課に置く課長補佐は、上司の命を受け、課長を補佐する。 
 第６条第１項保健福祉環境部福祉課の項第５号中「、日本赤十字社及び共同募金」を削
り、同項農林（水産）部農業振興課の項中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に改め、
同項同課の項中第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加
える。 
 (８) 農業改良助長法（昭和２３年法律第１６５号）第１２条第２項各号に規定する事 
  務に関すること。 
 第６条第１項農林（水産）部農業普及指導課の項を削り、同項農林（水産）部農地整備
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課の項中第１０号を第１１号とし、第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７号
の次に次の１号を加える。 
 （８） 農地・水・環境保全向上対策事業に関すること。 
 第６条第１項土木部土木総務課の項中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号から
第１１号までを１号ずつ繰り上げ、同項土木部企画調査（景観）課（宇城地域振興局、玉
名地域振興局、菊池地域振興局及び上益城地域振興局を除く｡)の項中「企画調査（景観） 
課」を「技術管理（景観）課」に改め、同項同課の項第１号中「企画調査、総合調整（球
磨地域振興局にあっては、市房ダム管理所に関することを含む｡)及び技術管理」を「総合 
調整（球磨地域振興局にあっては、市房ダム管理所に関することを含む｡)、技術指導及び 
管理並びに総合評価方式等の推進に係る連絡調整」に改め、同項同課の項中第２号を削り、
第３号を第２号とし、第４号から第２３号までを１号ずつ繰り上げ、同項土木部企画調査
課（宇城地域振興局、玉名地域振興局、菊池地域振興局及び上益城地域振興局に限る｡)の 
項中「企画調査課」を「技術管理課」に改め、同項同課の項第１号中「企画調査、総合調
整及び技術管理」を「総合調整、技術指導及び管理並びに総合評価方式等の推進に係る連
絡調整」に改め、同項同課の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第１０
号までを１号ずつ繰り上げ、同項土木部景観建築課の項第１号中「企画調査（景観）課の
項第７号から第１９号まで」を「技術管理（景観）課の項第６号から第１８号まで」に改
め、同項土木部工務課の項第１号中「の調査、設計及び監督」を「（公共土木施設の維持
補修、交通安全施設の整備及び防災対策事業に係る建設工事を除く｡)の計画調整、調査、 
設計、監督及び総合評価方式の技術評価等」に改め、同項土木部工務第一課の項第１号及
び同項土木部工務第二課の項第１号中「調査、設計及び監督」を「計画調整、調査、設計、
監督及び総合評価方式の技術評価等」に改め、同項土木部維持管理課の項第１２号中「建
設省」を「国土交通省」に改め、同項同課の項第１４号中「維持補修」の次に「、交通安
全施設の整備及び防災対策事業に係る建設工事の計画調整、調査、設計、監督及び総合評
価方式の技術評価等」を加え、同項同課の項中第１７号及び第１８号を削り、第１９号を
第１７号とする。 
 第７条第１項農林（水産）部農業振興課に属する事項の項中「農業振興課」を「農業普
及・振興課」に改め、同項土木部企画調査課（宇城地域振興局、玉名地域振興局、菊池地
域振興局及び上益城地域振興局を除く｡)、土木部景観建築課及び土木部企画調査景観課に 
属する事項の項中「企画調査課」を「技術管理課」に、「企画調査景観課」を「技術管理
景観課」に改め、同条第２項総務部総務振興課に属する事項の項中第３号を削り、第４号
を第３号とし、第５号から第８号までを１号ずつ繰り上げ、同項農林（水産）部農業振興
課に属する事項の項中「農業振興課」を「農業普及・振興課」に改め、同項同事項の項第
１号中「農林漁業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に改め、同項同事項の項第
１４号中「農林漁業金融公庫法（昭和２７年法律第３５５号）」を「株式会社日本政策金
融公庫法（平成１９年法律第５７号）」に、「農林漁業施設資金」を「農業施設等資金」
に改め、同項同事項の項に次の１号を加える。 
 (１８) 青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成７年法律 
  第２号）の規定に基づく就農計画の認定（変更認定を含む。）に関すること。 
 第７条第２項農林（水産）部農業普及指導課に属する事項の項を削り、同項農林（水産）
部農地整備課に属する事項の項第４号を次のように改める。 
 （４） 株式会社日本政策金融公庫調査委嘱規則 (農林)  (平成２０年農林（営）３）第 
  ２条の規定に基づく農業基盤整備資金及び担い手育成農地集積資金貸付対象事業調書 
  の作成（地方農政局長の協議を必要とするものを除く｡)並びに貸付対象事業の工事し 
  ゅん工の認定に関すること。 
 第７条第２項農林（水産）部農地整備課に属する事項の項中第５号及び第６号を削り、
同項同事項の項第７号中「農政部長」を「農林水産部長」に改め、同号を同項同事項の項
第５号とし、同項同事項の項第８号中「海岸法」の次に「（昭和３１年法律第１０１号）」
を加え、同号を同項同事項の項第６号とし、同項農林（水産）部林務課に関する事項（球
磨地域振興局を除く｡)の項第５号中「農林漁業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」
に改め、同項同事項の項第６号中「農林漁業金融公庫資金」を「株式会社日本政策金融公
庫資金」に改め、同項土木部土木総務課に属する事項の項中第３号を削り、第４号を第３
号とし、第５号を第４号とし、同項土木部企画調査課（宇城地域振興局、玉名地域振興局、
菊池地域振興局及び上益城地域振興局を除く｡)、土木部景観建築課及び土木部企画調査景 
観課に属する事項の項中「企画調査課」を「技術管理課」に、「企画調査景観課」を「技
術管理景観課」に改める。 
  第１２条を第１３条とし、第１１条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加える。 
 （農業普及・振興課長の専決事項の代決） 
第１１条 農業普及・振興課長の専決事項について、課長が不在であるときは、課長補佐 
 がその事務を代決することができる。 
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別表中「 「

農業振興課 調整係 農業普及・振興課 調整係 に、

振興係 を 」

農業普及指導課

」

「 「

農業振興課 調整係 農業普及・振興課 調整係 に、

農畜産振興係 を 」

農業普及指導課

」

「 「

農業振興課 調整係 農業普及・振興課 調整係 に、

振興係 を 」

草地畜産係

農業普及指導課

」

「 「

農業振興課 調整係 農業普及・振興課 調整係 に、

振興係 を 」

い業振興係

農業普及指導課

」
 

 「企画調査課」を「技術管理課」に、「企画調査景観課」を「技術管理調査課」に、同
表熊本県鹿本地域振興局の項、熊本県阿蘇地域振興局の項、熊本県球磨地域振興局の項及 
                 「企画調査係     「技術管理係 
び熊本県天草地域振興局の項中        を               に改める。 
                景観建築係」     景観建築係」 
      附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第２９号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県新幹線・並行在来線対策室設置規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県新幹線・並行在来線対策室設置規程の一部を改正する訓令 
 熊本県新幹線・並行在来線対策室設置規程（平成１３年熊本県訓令第３３号）の一部を
次のように改正する。 
 第５条第２項中「交通対策総室次長」を「室長」に改め、同条中第３項を削り、第４項
を第３項とする。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
 

「企画調査係 

 景観建築係」

「技術管理係 

 景観建築係」 
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熊本県訓令第３０号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 くまもと県民交流館処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   くまもと県民交流館処務規程の一部を改正する訓令 
 くまもと県民交流館処務規程（平成１４年熊本県訓令第４２号）の一部を次のように改
正する。 
  第４条第８号中「修業」を「就業」に改める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３１号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県公共関与推進室設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県公共関与推進室設置規程の一部を改正する訓令 
 熊本県公共関与推進室設置規程（平成１５年熊本県訓令第３４号）の一部を次のように
改正する。 
 第４条第２項中「室長を補佐」を「担任事務を処理」に改める。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３２号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県技術管理室設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県技術管理室設置規程の一部を改正する訓令 
 熊本県技術管理室設置規程（平成１８年熊本県訓令第３６号）の一部を次のように改正
する。 
  第３条第３項及び第４条第３項中「工事検査主幹」を「主幹」に改める。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３３号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県農村環境室設置規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県農村環境室設置規程の一部を改正する訓令 
 熊本県農村環境室設置規程（平成１８年熊本県訓令第３７号）の一部を次のように改正
する。 
  第２条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号と
し、第６号から第１０号までを削る。 
      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３４号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 庶務事務の集中処理に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   庶務事務の集中処理に伴う関係訓令の整備に関する訓令 
 （熊本県港管理事務所処務規程の一部改正） 
第１条 熊本県港管理事務所処務規程（昭和３０年熊本県訓令第６０５号）の一部を次の 
 ように改正する。 
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   第４条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号から第２１号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県こども総合療育センター処務規程の一部改正） 
第２条 熊本県こども総合療育センター処務規程（昭和３０年熊本県訓令第１１７０号） 
 の一部を次のように改正する。 
   第６条中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第１７号までを１ 
 号ずつ繰り上げ、同条第１８号中「前５号」を「第１３号から前号まで」に改め、同号 
 を同条第１７号とし、同条中第１９号を第１８号とし、第２０号を第１９号とする。  
  （熊本県消防学校処務規程の一部改正） 
第３条 熊本県消防学校処務規程（昭和３８年熊本県訓令甲第４６号）の一部を次のよう 
 に改正する。 
   第６条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号から第１６号までを１ 
 号ずつ繰り上げ、同条第１７号中「前５号」を「第１２号から前号まで」に改め、同号 
 を同条第１６号とし、同条中第１８号を第１７号とし、第１９号を第１８号とし、第２ 
 ０号を第１９号とする。 
 （熊本県食肉衛生検査所処務規程の一部改正） 
第４条 熊本県食肉衛生検査所処務規程（昭和４８年熊本県訓令第１０号）の一部を次の 
 ように改正する。 
   第５条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号から第１６号までを１ 
 号ずつ繰り上げ、同条第１７号中「前５号」を「第１２号から前号まで」に改め、同号 
 を同条第１６号とし、同条中第１８号を第１７号とし、第１９号を第１８号とする。 
 （熊本県農業研究センター処務規程の一部改正） 
第５条 熊本県農業研究センター処務規程（平成元年熊本県訓令第２３号）の一部を次の 
 ように改正する。 
   第６条中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第１７号までを１ 
 号ずつ繰り上げ、同条第１８号中「前５号」を「第１３号から前号まで」に改め、同号 
 を同条第１７号とし、同条中第１９号を第１８号とし、第２０号から第２２号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県水産研究センター処務規程の一部改正） 
第６条 熊本県水産研究センター処務規程（平成２年熊本県訓令第２３号）の一部を次の 
 ように改正する。 
   第６条中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第１７号までを１ 
 号ずつ繰り上げ、同条第１８号中「前５号」を「第１３号から前号まで」に改め、同号 
 を同条第１７号とし、同条中第１９号を第１８号とし、第２０号から第２３号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県立技術短期大学校処務規程の一部改正） 
第７条 熊本県立技術短期大学校処務規程（平成９年熊本県訓令第３７号）の一部を次の 
 ように改正する。 
   第６条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号から第２１号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県漁業取締事務所処務規程の一部改正） 
第８条 熊本県漁業取締事務所処務規程（平成９年熊本県訓令第３８号）の一部を次のよ 
 うに改正する。 
   第５条中第１３号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号から第２２号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県天草空港管理事務所処務規程の一部改正） 
第９条 熊本県天草空港管理事務所処務規程（平成１１年熊本県訓令第２３号）の一部を 
 次のように改正する。 
   第６条中第２５号を削り、第２６号を第２５号とし、第２７号から第３１号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
 （熊本県環境センター処務規程の一部改正） 
第１０条 熊本県環境センター処務規程（平成１８年熊本県訓令第３１号）の一部を次の 
 ように改正する。 
   第５条中第１２号を削り、第１３号を第１２号とし、第１４号から第２１号までを１ 
 号ずつ繰り上げる。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３５号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県職員厚生室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県職員厚生室設置規程 
 （設置) 
第１条 職員の健康支援及び厚生福利を推進するため、総務部総務事務センターに職員厚 
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 生室（以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 （１） 職員の健康支援に関すること。 
 （２） 職員の福利厚生に関すること。 
 （３） 職員の共済事業及び恩給に関すること。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、総務部総務事務センター長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を指 
 揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、センター長専決事項は、総務 
 事務センター長が専決する。 
２ 前項のセンター長専決事項について、総務事務センター長が不在のときは、室長が代 
 決することができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、センター長専決事項のうち、あらかじめ総務事務センタ 
 ー長が指定した事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、総務部総務事務センターにおいて行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３６号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県資産活用推進室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県資産活用推進室設置規程 
 （設置) 
第１条 県有財産の有効活用を推進するため、総務部管財課に資産活用推進室（以下「室」 
 という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 （１） 県有財産の総括に関すること。 
 （２） 普通財産の管理及び処分に関すること。 
 （３） 国有資産等所在市町村交付金の交付に関すること。 
 （４） 県有建物の災害共済の委託に関すること。 
 （５） 財産審議会に関すること。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、総務部管財課長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、管財課長が 
 専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、管財課長が不在のときは、室長が代決することができ 
 る。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ管財課長が指定した事 
 項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、総務部管財課において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
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   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３７号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県新幹線元年戦略推進室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県新幹線元年戦略推進室設置規程 
 （設置) 
第１条 新幹線元年戦略を推進するため、地域振興部地域政策課に新幹線元年戦略推進室 
 （以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 （１） 新幹線元年戦略に係る施策の企画、調整及び推進に関すること。 
 （２） 熊本都市圏の振興に係る施策の調整に関すること。 
 （３） 熊本都市圏整備に係る施策の企画、調整及び推進に関すること。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、地域振興部地域政策課長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を指揮 
 監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、地域政策課 
 長が専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、地域政策課長が不在のときは、室長が代決することが 
 できる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ地域政策課長が指定し 
 た事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、地域振興部地域政策課において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３８号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関       
 熊本県認知症対策・地域ケア推進室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日                                          
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県認知症対策・地域ケア推進室設置規程 
 （設置) 
第１条 認知症対策、地域ケア体制の構築、高齢者の権利擁護等を推進するため、健康福 
 祉部高齢者支援総室に認知症対策・地域ケア推進室（以下「室」という｡)を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 (１) 認知症対策に関すること。 
 (２)  地域ケア体制の構築に関すること。 
 (３)  地域支援事業及び地域包括支援センターに関すること。 
 (４)  高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法 
  律第１２４号）の施行に関すること。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、健康福祉部高齢者支援総室長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を 
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 指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、総室長専決事項は、高齢者支 
 援総室長が専決する。 
２ 前項の総室長専決事項について、高齢者支援総室長が不在のときは、室長が代決する 
 ことができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、総室長専決事項のうち、あらかじめ高齢者支援総室長が 
 指定した事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、健康福祉部高齢者支援総室において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第３９号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県ねんりんピック推進室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県ねんりんピック推進室設置規程 
 （設置） 
第１条 第２４回全国健康福祉祭くまもと大会の開催に関する事務を処理するため、健康 
 福祉部高齢者支援総室にねんりんピック推進室（以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
  (１)  第２４回全国健康福祉祭くまもと大会の開催に関すること。 
  (２)  第２４回全国健康福祉祭くまもと大会実行委員会の事務に関すること。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務） 
第４条 室長は、健康福祉部高齢者支援総室長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を 
 指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決） 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、総室長専決事項は、高齢者支 
 援総室長が専決する。 
２ 前項の総室長専決事項について、高齢者支援総室長が不在のときは、室長が代決する 
 ことができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、総室長専決事項のうち、あらかじめ高齢者支援総室長が 
 指定した事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務） 
第６条 室の庶務は、健康福祉部高齢者支援総室において行う。 
 （雑則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４０号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県雇用対策室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県雇用対策室設置規程 
 （設置) 
第１条 雇用対策を推進するため、商工観光労働部労働雇用総室に雇用対策室（以下「室」 
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 という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 (１)  雇用対策に係る施策の企画、調整及び推進に関すること。 
 (２)  緊急雇用創出基金に関すること。 
 （３） ふるさと雇用再生特別基金に関すること。 
  （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、商工観光労働部労働雇用総室長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員 
 を指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、総室長専決事項は、労働雇用 
 総室長が専決する。 
２ 前項の総室長専決事項について、労働雇用総室長が不在のときは、室長が代決するこ 
 とができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、総室長専決事項のうち、あらかじめ労働雇用総室長が指 
 定した事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、商工観光労働部労働雇用総室において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４１号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県国際交流室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県国際交流室設置規程 
 （設置) 
第１条 国際交流を推進するため、商工観光労働部観光経済交流局観光交流国際課に国際 
 交流室（以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 (１)  国際化に係る施策の企画及び調整に関すること。 
 (２)  姉妹提携地域、友好提携地域その他の地域との交流に関すること。 
 （３） 在熊外国人対策に関すること。 
 （４） 国際協力に関すること。 
 （５） 海外移住及び在外県人会に関すること。 
 （６） 一般旅券の発給の申請の受理及び交付に関すること。 
  （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、商工観光労働部観光経済交流局観光交流国際課長の命を受け、事務を統 
 轄し、所属の職員を指揮監督する。 
２ 課長補佐（次項に定める者を除く｡)は、上司の命を受け、室長を補佐する。 
３ 課長補佐（業務の担当を命ぜられた者に限る｡)は、上司の命を受け、担任事務を処理 
 する。 
４ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、観光交流国 
 際課長が専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、観光交流国際課長が不在のときは、室長が代決するこ 
 とができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ観光交流国際課長が指 
 定した事項については、室長が専決することができる。 
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４ 前項の場合において、室長が不在であるときは、第４条第２項に規定する課長補佐が 
 代決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、商工観光労働部観光経済交流局観光交流国際課において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４２号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県担い手支援室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県担い手支援室設置規程 
  （設置） 
第１条 農業における担い手並びに就農及び企業参入の支援を推進するため、農林水産部 
 農村・担い手支援課に担い手支援室（以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 （１） 農業の担い手の育成に関すること。 
 （２） 農業経営の改善に関すること。 
 （３） 新規就農に関すること。 
 （４） 農業への企業参入に関すること。 
 （５） 女性農業者及び高齢農業者に関すること。 
 （６） 青年農業者の育成に関すること。 
  （職員) 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務） 
第４条 室長は、農林水産部農村・担い手支援課長の命を受け、事務を統轄し、所属の職 
 員を指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決） 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、農村・担い 
 手支援課長が専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、農村・担い手支援課長が不在のときは、室長が代決す 
 ることができる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ農村・担い手支援課長 
 が指定した事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務） 
第６条 室の庶務は、農林水産部農村・担い手支援課において行う。 
 （雑則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４３号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 熊本県河川開発室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県河川開発室設置規程 
 （設置) 
第１条 河川開発に係る事務を処理するため、土木部河川課に河川開発室（以下「室」と 
 いう。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 (１)  河川開発に係る施策の企画、調整及び推進に関すること。 
 (２)  ダムの建設及び維持管理に関すること。 
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  （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、土木部河川課長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、河川課長が 
 専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、河川課長が不在のときは、室長が代決することができ 
 る。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ河川課長が指定した事 
 項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、土木部河川課において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４４号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各地方出先機関 
 熊本県新幹線都市整備室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県新幹線都市整備室設置規程 
 （設置) 
第１条 九州新幹線（福岡市・鹿児島市間）の建設及び熊本駅周辺地域等の都市基盤整備 
 を推進するため、土木部都市計画課に新幹線都市整備室（以下「室」という。）を置く。 
 （分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、九州新幹線（福岡市・鹿児島市間）の建設及び熊本駅周辺地域 
 等の都市基盤整備に係る事業の調整及び推進に関することとする。 
 （職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
 （職務) 
第４条 室長は、土木部都市計画課長の命を受け、事務を統轄し、所属の職員を指揮監督 
 する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
 （専決及び代決) 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県庁処務規程（昭和３６年熊本県訓令 
 甲第２９号）第８条本文の例による。この場合において、課長専決事項は、都市計画課 
 長が専決する。 
２ 前項の課長専決事項について、都市計画課長が不在のときは、室長が代決することが 
 できる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、課長専決事項のうち、あらかじめ都市計画課長が指定し 
 た事項については、室長が専決することができる。 
 （庶務) 
第６条 室の庶務は、土木部都市計画課において行う。 
 （雑則) 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県訓令第４５号 
                                    本庁各部（局）課（総室・室・センター） 
                                    各  地  方  出  先  機  関 
 庶務事務の効率化を図るための兼職命令に関する規程を次のように定める。 
  平成２１年２月２１日 
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                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   庶務事務の効率化を図るための兼職命令に関する規程 
  次の表の左欄に掲げる部（局）課（総室）に勤務を命ぜられ、かつ、庶務事務を担当す
る者は、それぞれ同表右欄に掲げる部（局）課（総室・室）に兼ねて勤務を命ぜられたも
のとする。 
総合政策局  企画調整課 総合政策局 秘書課   

総合政策局 広報課 
地域振興部  地域政策課 地域振興部 川辺川ダム総合対策課 

地域振興部 文化企画課 
地域振興部 交通対策総室 

健康福祉部  健康福祉政策課 健康福祉部 社会福祉課 

健康福祉部  医療政策総室 健康福祉部 健康づくり推進課 

健康福祉部  健康危機管理課 健康福祉部 薬務衛生課 

環境生活部  環境政策課 環境生活部  食の安全・消費生活課 
環境生活部 交通・くらし安全課 

環境生活部  環境保全課 環境生活部 水環境課 

環境生活部  水俣病保健課 環境生活部 水俣病審査課 

農林水産部  団体支援総室 農林水産部 農村・担い手支援課 
農林水産部 農業技術課 

農林水産部  農産課 農林水産部 園芸生産・流通課 

農林水産部  農村計画・技術管理課 農林水産部 農村整備課 

農林水産部  森林整備課 農林水産部 林業振興課 
農林水産部 森林保全課 

農林水産部  水産振興課 農林水産部 漁港漁場整備課 

土木部  監理課 土木部 土木技術管理室 

土木部  道路整備課 土木部 道路保全課 

土木部  河川課 土木部 砂防課 

   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
熊本県教育委員会訓令第３号 
                                                 本 庁 各 課 
                                各地方機関 
                                各県立学校 
 熊本県教育庁文書規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                    熊本県教育委員会委員長  中 原 盛 敏    
   熊本県教育庁文書規程の一部を改正する訓令 
 熊本県教育庁文書規程（昭和３６年熊本県教育委員会訓令第５０号）の一部を次のよう
に改正する。 
  別表第１（第８条関係）（２） 地方機関の部「熊本県立天草青年の家 天青」、「熊
本県立菊池少年自然の家 菊少」、「熊本県立豊野少年自然の家 豊少」及び「熊本県立
あしきた青少年の家 あし青少」の項を削る。 
    附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県教育委員会訓令第４号                                   
                                             本庁各課（室） 

 登載依頼 
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                                各地方機関 
 熊本県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                                    熊本県教育委員会委員長  中 原 盛 敏    
   熊本県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 
 熊本県教育委員会公印規程（昭和３５年熊本県教育委員会訓令第８２号）の一部を次の
ように改正する。 
 第９条の次に次の１条を加える。 
 （電子印） 
第９条の２ 電子計算機を利用して文書を作成する場合において、特に必要があると認め 
 られるときは、当該文書に電子計算機に記録した公印の印影（以下「電子印」という。） 
 を出力することにより、公印の押印に代えることができる。 
２ 第２条の規定にかかわらず、電子印に用いる公印の種類、寸法、使用する機関及び管 
 守者は、別表第４に定めるとおりとし、そのひな形は、別表第５に定めるとおりとする。 
３ 情報システムを所管する課（室）の長は、第１項の規定により電子印の使用を開始し 
 ようとするときは、教育長に電子印使用開始承認願（別記第６号様式）を提出して、そ 
 の承認を受けなければならない。 
４ 電子印の使用に当たっては、電子印及び電子印を出力した文書の偽造、不正使用等を 
 防止するための措置を講じなけれなならない。 
５ 情報システムを所管する課（室）の長は、電子印を使用する必要がなくなったときは、 
 速やかに電子印を消去するとともに、その旨を教育政策課長に届け出なければならな 
 い。 
 別表第１中第１０の項から第１３の項を削り、第１４の項を第１０の項とし、第１５の 
 項から第１７の項までを４項ずつ繰り上げる。 
 別表第２中第１０の項から第１３の項を削り、第１４の項を第１０の項とし、第１５の 
 項から第１７の項までを４項ずつ繰り上げる。 
 別表第３の次に次の２表を加える。 
 
別表第４（第９条の２関係） 
番号 電子印に用いる公印の種類   寸法 

（ミリメ

ートル）

使用する機関 管守者 

 １  熊本県歳入徴収者印 方１５ 本庁各課 
各地方機関 
各県立学校長 

教育政策課長 

 ２ 熊本県支出命令者印 方１５ 本庁各課 
各地方機関 
各県立学校長 

教育政策課長 

 
 
 
別表第５（第９条の２関係） 
        １                ２                 

  熊 本 県 

 

   歳   入 

 

   徴 収 者 

 

  熊 本 県 
 
  支   出 

 

  命 令 者 

 

    縦15 横15        縦15  横15                         
                         
  （備考） 
  １ 数字の単位は、ミリメートルとする。 
 ２ 公印のひな形の上部に記載する数字は、別表第４に応ずるものとする。 
   
 別記第５号様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第６号様式（第９条の２関係） 
 

                   電 子 印 使 用 開 始 承 認 願 

 

                                                              第         号  

                                                              年    月   日  

 

   教育長 様  

 

                                         承認申請者 

 

   熊本県教育委員会公印規程第９条の２第３項の規定に基づき、下記のとおり電子印  

 の使用を開始したいので承認願います。 

記 

 別表第４の番号  電子印に用いる公印の種類 

  

  

  

  

  

  

 使用する電子印 

  

 電子印を使用する情報システムの名称 電子印の使用開始年月日 

 電子印の使用が必要な理由 

 電子印及び電子印を出力した文書の偽造、不正使用等を防止するための措置 

 

      附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県教育委員会訓令第５号 
                              本  庁  各 課    
                              各 地 方 機 関    
 熊本県教育事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                  熊本県教育委員会委員長 中 原 盛 敏    
   熊本県教育事務所処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県教育事務所処務規程（昭和３６年熊本県教育委員会訓令第４９号）の一部を次の
ように改正する。 
 第１条の２第１号中「庶務課」を「管理課」に改める。 
 第４条中「庶務課」を「管理課」に改める。 
 第５条第５号中「及び県費負担教職員の旅費の支払」を削る。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県教育委員会訓令第６号 
                              本  庁  各 課 
                                                            各 地 方 機 関 
  熊本県教育庁特別支援教育室設置規程を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                  熊本県教育委員会委員長 中 原 盛 敏    
      熊本県教育庁特別支援教育室設置規程 
（設置）                                 
第１条 特別支援教育を推進するため、教育庁に特別支援教育室（以下「室」という。） 
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 を置く。     
（分掌事務） 
第２条 室の分掌事務は、次のとおりとする。 
 （１） 特別支援教育に係る総合企画並びに指導、助言及び連絡調整に関すること。 
 （２） 県立の特別支援学校（以下「学校」という。）における教育に関し、次に掲げる 
  事務を行うこと。 
  ア 学校教育の指導に関する総合的計画に関すること。 
  イ 教育課程、学習指導、進路指導及び生徒指導に関すること。 
  ウ 学校職員の研修及びその補助に関すること。 
  エ 学校の設置、廃止及び組織編成に関すること。 
  オ 学校の入学者選抜に関すること。 
  カ 学校の通学区域の設定及び変更に関すること。 
  キ 教科用図書その他の教材に関すること。 
  ク 学校図書館に関すること。 
  ケ 児童、生徒の就学に関すること。 
  コ 児童、生徒の表彰に関すること。 
  サ 学校教育研究団体に関すること。 
  シ その他学校の教育の指導に関すること。 
 （３） 障害児審査委員会に関すること。 
（職員） 
第３条 室に、室長及び必要な職員を置く。 
２ 室に、課長補佐を置くことができる。 
３ 室に、主幹及び参事を置くことができる。 
（職務）       
第４条 室長は、高校教育課長の命を受け、事務を統括し、所属の職員を指揮監督する。 
２ 課長補佐は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
３ 主幹及び参事は、上司の命を受け、担任事務を処理する。 
（専決及び代決） 
第５条 室に係る事務の専決事項については、熊本県教育庁処務規程（昭和３６年熊本県 
 教育委員会訓令第４８号）第８条及び第９条の例による。この場合において、課長専決 
 事項は、室長が専決する。 
２ 前項の室長専決事項について、室長が不在のときは、課長補佐が代決することができ 
 る。 
（庶務） 
第６条 室の庶務は、高校教育課において行う。 
（雑則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県教育委員会訓令第７号 
                              本  庁  各 課    
                              各 地 方 機 関    
 熊本県立図書館処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                  熊本県教育委員会委員長 中 原 盛 敏    
   熊本県立図書館処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県立図書館処務規程（昭和３８年熊本県教育委員会訓令甲第３号）の一部を次のよ
うに改正する。 
 第５条総務課中第１１号から第１４号を１号ずつ繰り下げ、第１０号の次に次の１号を
加える。 
 （１１）電子情報処理組織の運営管理に関すること。 
 第５条情報支援課中第２号を削り、第３号から第６号を１号ずつ繰り上げる。 
 別表を次のように改める。 

課 係 
総 務 課 総 務 企 画 係 

支 援 第 １ 係 
支 援 第 ２ 係 

情 報 支 援 課 

児 童 係 

   

  

                                
   附 則 
 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 
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熊本県教育委員会訓令第８号 
                              本  庁  各 課    
                              各 地 方 機 関    
 熊本県教育庁処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  平成２１年３月３１日 
                  熊本県教育委員会委員長 中 原 盛 敏    
   熊本県教育庁処務規程の一部を改正する訓令 
 熊本県教育庁処務規程（昭和３６年熊本県教育委員会訓令第４８号）の一部を次のよう
に改正する。 
 別表第１（第３条関係）中 
「                  「 

 教育政

策課 

総務班 

政策班 

広報・情報班 

 

 

 を 

教育政

策課 

総務班 

教育プラン推進班 

広報・情報班 

 

 

 に 

                」                  」 
「                  「 

高校教

育課 

総務係 

高等学校教育指導係 

産業教育指導係 

特別支援教育係 

高校教

育課 

総務係 

高等学校教育指導係 

産業教育指導係 

義務教

育課 

総務係 

義務教育指導係 

教育振興班 

幼児教育係 

食育教育班 

義務教

育課 

総務係 

義務教育指導係 

教育振興班 

幼児教育係 

環境・食育教育班 

学校人

事課 

総務係 

給与係 

県立学校人事班 

小中学校人事班 

学校人

事課 

総務係 

給与制度係 

給与支給係 

県立学校人事班 

小中学校人事班 

 

社会教

育課 

総務係 

社会教育指導係 

社会教育振興係 

生涯学習係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 を 

 

 

 

 

社会教

育課 

総務係 

社会教育指導係 

家庭教育支援班 

生涯学習係 

 

 

 

 

 

 

 

 

  に改める。

 

 

 

 

 

 

                」                  」 
  別表第4(第6条、第8条関係) 中                                  
「                   

 

 

 

教 

育 

政 

策 

課 

2 「熊本県教育

改革大綱」の推 

進に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を

                                        」 
「                   

 

 

 

 

 

教 

育 

政 

策 

課 

2 「熊本県教育

振興基本計画」 

の推進に関する

こと。 

     

 

に

                                        」 
「 

 

 

教 

育 

19 教育に関す

る法人に関する

1 公益法人の設

立及び許可の取

1 公益法人の

寄附行為又は定

1公益法人の軽 

易な寄付行為又
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政 

策 

課 

こと。 消等に関するこ

と。 

款の変更認可に

関すること。 

 

は定款の変更認

可に関すること。

2公益法人の調

査及び実地検査

に関すること。 

 

 

を

                                        」 

「 

 教 

育 

政 

策 

課 

19 教育に関す

る法人に関する

こと。 

1 特例民法法人

の許可の取消等

に関すること。

1 特例民法法 

人の寄附行為又

は定款の変更認

可に関すること。

1 特例民法法

人の軽易な寄附

行為又は定款の

変更認可に関す

ること。 

2 特例民法法

人の調査及び実

地検査に関する

こと。 

  

 

に

                                        」 

「 

(4) 学校（高校

を除く）の設置、

廃止及び組織編

成に関すること。 

    

(5) 学校の入学

者選抜に関する

こと。 

    

(6) 学校（高校

を除く）の通学 

区域の設定及び

変更に関するこ

と。 

    

(7) 教科用図書

その他の教材の

取扱いに関する

こと。 

  1 教材の使用

承認に関するこ

と。 

 

(8)  学校図書館

に関すること。  

    

(9) 児童、生徒

の就学に関する

こと。 

  1 特別支援学

校の学校指定に

関すること。 

 

(10) 児童、生 

徒の表彰に関す

ること。 

    

(11) 学校教育

研究団体に関す

ること。 

    

 

 

 

高 

校 

教 

育 

課 

(12) その他学

校教育の指導に

関すること。 

  1 学校行事に

関すること。 

2 児童生徒の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を
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修学旅行及び実

習旅行の許可に

関すること。 

(13) 障害児審

査委員会に関す

ること。 

 1 重複障害児

の認定に関する

こと。 

1 障害児審査

委員会の開催に

関すること。 

2 審査依頼に

関すること。 

 

                                        」 

「 

(4) 学校の入学

者選抜に関する

こと。 

    

(5) 教科用図書

その他の教材の

取扱いに関する

こと。 

  

 

 

 

1 教材の使用

承認に関するこ

と。 

 

(6)  学校図書館

に関すること。  

  

 

 

 

 

(7) 児童、生徒

の就学に関する

こと。 

  

 

 

 

 

 

 

(8) 児童、生徒

の表彰に関する

こと。 

  

 

 

  

(9) 学校教育研

究団体に関する

こと。 

  

 

 

  

 高 

校 

教 

育 

課 

(10) その他学

校教育の指導に

関すること。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に

 

                                        」 
「                   

 高 

校 

教 

育 

課 

8 高校整備推進

室に関すること。 

     

 

を

 

                                        」 
 
「                   

8 高校整備推進

室に関すること。 

     高 

校 

教 

育 

課 

9 特別支援教育

室に関すること。 

    

 

 

に

 

                                        」 
「                   
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 義 

務 

教 

育 

課 

(4) 学校栄養職

員の任免、服務、

表彰その他人事

に関すること。 

 1 学校栄養職

員の初任者研修

計画・報告に関

すること。 

1 学校栄養職

員の初任者研修

に関すること。 

  

 

を

 

                                        」 
「                   

(4) 学校栄養職

員の任免、服務、

表彰その他人事

に関すること。 

 1 学校栄養職

員の初任者研修

計画・報告に関

すること。 

1 学校栄養職

員の初任者研修

に関すること。 

  義 

務 

教 

育 

課 
7 環境教育に関

すること。 

    

 

 

に

                                        」 
「                   

学 

校 

人 

事 

課 

1 学校職員の任

免、服務、表彰 

その他人事に関

すること。 

1 学校職員の

任免、分限、懲

戒に関すること

(教育委員会付

議事項、実習助

手、寄宿舎指導

員、技能労務職

員、教務主任等

及び県立特別支

援学校の主事の

任免を除く。)。

2 勤務評定を

実施すること。

3 県立学校職

員の職務に専念

する義務を免除

すること(教育

長が別に定める

ものを除く。)。

1 県立学校の

実習助手、寄宿

舎指導員の任免

に関すること。

1 県立学校の

臨時的任用の職

員及び非常勤職

員(地方公務員

法(昭和25年法

律第261号)第28

条の5第1項に規

定する短時間勤

務の職を占める

職員を除く。)

の任免に関する

こと。 

2 県立学校の

技能労務職員の

任免に関するこ

と。 

3 教務主任等

並びに県立特別

支援学校の小学 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 県立学校の

営利企業等の従

事制限の許可を

すること。 

5 自己啓発等

休業の承認及び

自己啓発休業状

況の変更届の承

認をすること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部、中学部及び

高等部の各部の

主事の任免に関

すること。 

4 学校職員の

履歴事項等の証

明及び照会に関

すること。 

5 公務災害の

副申及び審査結

果の通知に関す

ること。 

6 病気休暇(結

核性疾患以外の

私傷病による休

暇を除く。)を 

承認すること。 

7 育児休業の

  

 

 

 

 

 

 

を 
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    承認及び育児休  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業の期間の延長

の承認をするこ

と。 

8 修学部分休

業の承認及び承

認取消、修学部

分休業状況変更

の承認をするこ

と。 

9 高齢者部分

休業の承認及び

承認取消、高齢

者部分休業時間

延長の承認をす

ること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        」 
「                   

学 

校 

人 

事 

課 

1 学校職員の任

免、服務、表彰そ 

の他人事に関す

ること。 

1 学校職員の

任免、分限、懲

戒に関すること

(教育委員会付

議事項、実習助

手、寄宿舎指導

員、技能労務職

員、教務主任等

及び県立特別支

援学校の主事の

任免を除く。)。

2 勤務評定を

実施すること。

3 県立学校職

員の職務に専念

する義務を免除

すること(教育

長が別に定める

ものを除く。)。

4 自己啓発等

休業の承認及び

自己啓発休業状

況の変更届の承

認をすること。

1 県立学校の

実習助手、寄宿

舎指導員の任免

に関すること。

2 県立学校の

営利企業等の従

事制限の許可を

すること。 

1 県立学校の

臨時的任用の職

員及び非常勤職

員(地方公務員

法(昭和25年法

律第261号)第28

条の5第1項に規

定する短時間勤

務の職を占める

職員を除く。)

の任免に関する

こと。 

2 県立学校の

技能労務職員の

任免に関するこ

と。 

3 教務主任等

並びに県立特別

支援学校の小学 

部、中学部及び

高等部の各部の

主事の任免に関

すること。 

4 学校職員の

履歴事項等の証

明及び照会に関 

すること。 

1 県費

負担学校

教職員 

(非常勤

講師を除

く。)に 

記章を交

付するこ

と。 

 

 

 

 

 

    5 公務災害の

副申及び審査結

果の通知に関す

ること。 

6 病気休暇(結

核性疾患以外の

私傷病による休

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に
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暇を除く。)を 

承認すること。 

7 育児休業の

承認及び育児休 

業の期間の延長

の承認をするこ

と。 

8 修学部分休

業の承認及び承

認取消、修学部

分休業状況変更

の承認をするこ

と。 

9 高齢者部分

休業の承認及び

承認取消、高齢

者部分休業時間

延長の承認をす

ること。 
                                        」 
「                   

学 

校 

人 

事 

課 

4 教育職員免許

状の授与等に関

すること。 

  1 教育職員免

許状の授与、交

付及び証明に関

すること。 

  

 

を

                                        」 
「                   

学 

校 

人 

事 

課 

4 教育職員免許

状の授与等に関

すること。 

  1 教育職員免

許状の授与、交

付及び証明に関

すること。 

2 教育職員免

許状の更新等に

関すること。 

  

 

 

に

                                        」 
「                   

10 県立学校生

徒の授業料等に

関すること。 

 1 授業料の金

額改定に関する

こと。 

1 授業料収入

に関すること。 

  学 

校 

人 

事 

課 
11 熊本市公立

小・中学校職員 

の旅費に関する

こと。 

  1 旅費の支払

に関すること。 

 

 

 

 

を

                                        」 
「                   

10 県立学校の

授業料等に関す

ること。 

1 授業料の金

額改定に関する

こと。 

 1 授業料収入

に関すること。 

  学 

校 

人 

事 

課 
11 公立小・中 

学校職員の旅費

  1 旅費の支払

に関すること。 

 

 

 

 

に
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に関すること。 

                                        」 
「                   

社 

会 

教 

育 

課 

1 社会教育の企

画に関すること。 

  1 社会教育資 

料の調査及び収

集に関すること。

  

 

を

                                        」 
「                   

 社 

会 

教 

育 

課 

1 社会教育の企

画に関すること。 

  1 社会教育に 

関する情報の収

集、整理及び提 

供に関すること。

  

 

に

                                        」 
「                   

 社 

会 

教 

育 

課 

8 県立図書館及

び県立青少年教

育施設に関する

こと。 

1 県立図書館

協議会 委員の

委嘱に関するこ

と。 

2 条例に基づ

く、県立青少年

の家の事業計画

の承認に関する

こと。 

1 重要な県立

青少年教育施設

の運営等に関す

ること。 

1 軽易な県立

青少年教育施設

の運営等に関す

ること。 

  

 

 

 

を

 

                                        」 
「                   

 社 

会 

教 

育 

課 

8 県立図書館及

び県立青少年教

育施設に関する

こと。 

1 県立図書館 

協議会委員の委

嘱に関すること。

2 県立青少年

の家の指定管理

者制度に関する

重要な事項を決

定すること。 

1 重要な県立

青少年教育施設

の営等に関する

こと。 

1 軽易な県立

青少年教育施設

の運営等に関す

ること。 

2 県立青少年

の家の指定管理

者制度に関する

軽易な事項を決

定すること。 

  

 

 

 

に

                                        」 
「                   
 

社 

会 

教 

育 

課 

13 社会教育委

員の会議に関す

ること。 

1 社会教育委

員の委嘱に関す

ること。 

 1 社会教育委

員の会議運営に

関すること。 

  

 

を

                                        」 
「                   

13 社会教育委

員の会議に関す

ること。 

1 社会教育委

員の委嘱に関す

ること。 

 1 社会教育委

員の会議運営に

関すること。 

  社 

会 

教 

育 

課 
14 学校、家庭、

地域の連携に関

 1 重要な学校、

家庭、地域の連

1 軽易な学校、

家庭、地域の連

 

 

 

 

に
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すること。 携の推進に関す

ること。 

携の推進に関す

ること。 

  に改める。 
   附 則 
  この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県監査委員告示第１号 
  熊本県監査委員処務規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
    平成２１年３月３１日 
                                            熊本県監査委員  高 宗 秀 暁    
                                            同              月  待  孝 一 
                                            同              村 上 寅 美 
                                            同              松 田 三 郎 
      熊本県監査委員処務規程の一部を改正する規程 
  熊本県監査委員処務規程（昭和３９年熊本県監査委員告示第２号）の一部を次のように
改正する。 
  第３条第２項中「、第一課長及び第二課長」を「及び監査監」に改める。 
      附 則 
  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県監査委員告示第２号 
  熊本県監査委員事務局処務規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
    平成２１年３月３１日 
                                  熊本県監査委員  高 宗 秀 暁 
                                  同              月 待 孝 一 
                                  同              村 上 寅 美 
                                  同       松 田 三 郎 
      熊本県監査委員事務局処務規程の一部を改正する規程 
  熊本県監査委員事務局処務規程（昭和３９年熊本県監査委員告示第３号）の一部を次の
ように改正する。 
  第２条を次のように改める。 
  第２条  事務局の分掌事務は、次のとおりとする。 
  （１）監査委員の秘書に関すること。 
  （２）監査委員会議に関すること。 
  （３）公印に関すること。 
  （４）文書の収発及び保存に関すること。 
  （５）職員の人事、給与及び服務に関すること。 
  （６）事務局の予算及び経理に関すること。 
  （７）物品の管理に関すること。 
  （８）規程の制定及び改廃に関すること。 
  （９）監査基準の総括に関すること。 
  （10）監査に関する各種協議会その他関係団体との連絡に関すること。 
  （11）監査計画に関すること。 
  （12）一般会計、特別会計及び公営企業会計の定期監査、事務の執行監査、随時監査、 
   現金出納検査及び決算審査に関すること。 
  （13）一定数の連署による選挙人の請求監査に関すること。 
  （14）住民の監査請求に関すること。 
  （15）指定金融機関等の公金の収納及び支払いの事務についての監査に関すること。 
  （16）監査結果の提出及び公表に関すること。 
  （17）議会の請求監査に関すること。 
  （18）議会からの送付を受けた請願の処理に関すること。 
  （19）知事の要求に基づく監査に関すること。 
  （20）基金の審査に関すること。 
  （21）県が財政的援助を与えている団体の監査に関すること。 
  （22）県が受益権を有する不動産の信託団体及び施設の管理委託団体の監査に関するこ 
   と。 
  （23）知事の要求に基づく職員の賠償責任に関すること。 
  （24）地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく審査に関すること。 
  （25）その他の事務の処理に関すること。 
  第４条第２項中「課長」を「監査監」に改め、同条第３項中「として」の次に「首席監
査審議員、」を加え、同条を第３条とする。 
  第５条第２項を次のように改める。 
  ２  首席監査審議員は、上司の命を受け、監査事務全般に関する重要な事項を審議する。 
  第５条中第８項を第９項とし、第７項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、同条第４項
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中「課長」を「監査監」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、 
第２項の次に次の１項を加える。 
  ３  監査監は、上司の命を受け、監査事務を掌理し、及び上司が命ずる特命事項を処理 
  する。 
  第６条を第５条とする。 
  第７条中「課長」を監査監に改め、同条を第６条とする。 
  第８条を第７条とし、第９条を第８条とする。 
  第１０条第１項中「第一課長」を「第２条第１号から第６号までの分掌事務を担当する
監査監（以下「総務担当監査監」という｡)」に改め、同条第２項中「第一課長」を「総務 
担当監査監」に、「第二課長」を「その他の監査監」に改め、同条を第９条とする。 
  第１１条中「課長」を「監査監」に改め、同条を第１０条とする。 
  第１２条を第１１条とし、第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とする。 
  別表第１（第６条関係）中「（第６条関係）」を「（第５条関係）」に改める。 
  別表第２（第７条関係）中「（第７条関係）」を「（第６条関係）」に改め、同表中「課
長共通専決事項」を「監査監共通専決事項」に、「第一課長専決事項」を「総務担当監査
監専決事項」に改める。 
      附 則 
  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県監査委員告示第３号 
  熊本県監査委員公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
    平成２１年３月３１日 
                                  熊本県監査委員 高 宗 秀 暁 
                                  同             月 待 孝 一 
                                  同             村 上 寅 美 
                                  同             松 田 三 郎 
      熊本県監査委員公印規程の一部を改正する規程 
  熊本県監査委員公印規程（昭和３６年監査委員告示第１号）の一部を次のように改正す
る。 
  第２条第４号から第６号までを次のように改め、同条第７号を削る。 
 （４）熊本県監査委員事務局印 
  （５）熊本県監査委員事務局長印 
  （６）熊本県監査委員事務局監査監印 
           「 

 

 別表第１中 

４ 
５ 
６ 
７ 

 熊本県監査委員事務局 
 熊本県監査委員事務局長 
 熊本県監査委員事務局第一課長印

 熊本県監査委員事務局第二課長印

 方24

 方24

 方21

 方21

 一般文書用 

 同 
 同 
 同 

 

  を 

                                                                   」 
 「                                                     

４ 
５ 
６ 

 熊本県監査委員事務局印 
 熊本県監査委員事務局長印 
 熊本県監査委員事務局監査監印 

方24

方24

方21

 一般文書用

 同 
 同 

 

  に改める。 

                                                     」  
             「  ６          「   ６        

   

  別表第２中   

熊本県監査 

委員事務局 
第 一 課 長 

 

  を 

熊本県監査

委員事務局

監 査 監

  

 に改め、同表７を削る。  

                           」                」 
      附 則 
  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
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